
2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

1 1 1 住宅の耐震化の促進 ★

●民間住宅の耐震診断補助
130,000 戸（2020年度まで）
●民間住宅の耐震改修補助
17,000 戸（2020年度まで）

●民間住宅の耐震診断補助
7,959 戸（2021年度）
●民間住宅の耐震改修補助
939戸（2021年度）

建築局
公共建築部

住宅計画課

・民間住宅の耐震
診断補助　4,418戸
・民間住宅の耐震
改修補助　651戸

・民間住宅の耐震
診断補助　5,588戸
・民間住宅の耐震
改修補助　828戸

・民間住宅の耐震
診断補助 4,581戸
・民間住宅の耐震
改修補助 865戸

・民間住宅の耐震
診断補助　5,439戸
・民間住宅の耐震
改修補助　484戸

・民間住宅の耐震
診断補助　4,629 戸
・民間住宅の耐震
改修補助　513 戸

・民間住宅の耐震
診断補助　3,418 戸
・民間住宅の耐震
改修補助　341 戸

・民間住宅の耐震
診断補助　3,918戸
・民間住宅の耐震
改修補助　947戸

・民間住宅の耐震
診断補助　3,942戸
・民間住宅の耐震
改修補助　1,370戸

・民間住宅の耐震
診断補助　7,516戸
・民間住宅の耐震
改修補助　1,037戸

1 1 2 建築物の耐震化の促進 ★

＜2020年度まで＞
●民間建築物の耐震診断補
助 1,100 棟（2020年度まで）
●民間建築物の耐震改修補
助 60 棟（2020年度まで）
＜2021年度＞
●耐震診断義務付け建築物
の耐震改修等補助 15棟

建築局
公共建築部

住宅計画課

・民間建築物の耐
震診断補助　50棟
・民間建築物の耐
震改修補助　2棟

・民間建築物の耐
震診断補助　99棟
・民間建築物の耐
震改修補助　3棟

・民間建築物の耐
震診断補助 130棟
・民間建築物の耐
震改修補助 10棟

・民間建築物の耐
震診断補助 135棟
・民間建築物の耐
震改修補助 7棟

・民間建築物の耐
震診断補助　31棟
・民間建築物の耐
震改修補助　5棟

・民間建築物の耐
震診断補助　6棟
・民間建築物の耐
震改修補助　5棟

・民間建築物の耐
震診断補助　7棟
・民間建築物の耐
震改修補助　11棟
・耐震診断義務付け
建築物の耐震改修
等補助 11棟

・民間建築物の耐
震診断補助　3棟
・民間建築物の耐
震改修補助　12棟

・民間建築物の耐
震診断補助　8棟
・民間建築物の耐
震改修補助　21棟

1 1 3
県有施設の耐震化の推進
★

●耐震改修 非木造・200 ㎡
以上の建築物のうち、Is 値
が0.6 未満の一般県有施設
16棟

建築局
公共建築部

公共建築課

・一般県有施設の
耐震改修 15棟（1棟
はあり方検討施設と
なり除外）

（事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了）

1 1 3
県有施設の耐震化の推進
★

記載なし 病院事業庁 経営課

・精神医療センター
全面改築
 建設工事
 既存建物撤去

・精神医療センター
全面改築
 建設工事
 既存建物撤去

・精神医療センター
全面改築
 建設工事
 既存建物撤去

・精神医療センター
全面改築
既存建物撤去
外溝・駐車場工事

（事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了）

1 1 3
県有施設の耐震化の推進
★

記載なし 警察本部 施設課
・警察本部庁舎耐
震工事の実施

・名西分庁舎耐震
工事の実施

（事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了）

1 1 4
県立学校施設の耐震化の推
進 ★

記載なし 教育委員会 財務施設課
・高等学校Bﾗﾝｸ建
物の耐震改修工事

・高等学校Bﾗﾝｸ建
物の耐震改修工事

・高等学校Bﾗﾝｸ建
物の耐震改修工事

（事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了）

1 1 5
市町村立学校施設の耐震化
の促進 ★

記載なし 教育委員会 財務施設課
・国への要望
・市町村施設主管
課長会議の開催

・国への要望
・市町村施設主管
課長会議の開催

・国への要望
・市町村施設主管
課長会議の開催

・国への要望
・市町村施設主管
課長会議の開催

・国への要望
・市町村施設主管
課長会議の開催

・国への要望 ・国への要望 ・国への要望 （事業完了）

1 1 6
私立学校施設の耐震化の支
援

記載なし
県民文化局
県民生活部

学事振興課
私学振興室

・補助金による耐震
化支援を6校2園に
おいて実施（うち県
費5校2園）

・補助金による耐震
化支援を6校5園に
おいて実施（うち県
費4校5園）

・補助金による耐震
化支援を3校4園に
おいて実施（うち県
費3校4園）

・補助金による耐震
化支援を2校7園に
おいて実施（うち県
費2校7園）

・補助金による耐震
化支援を0校1園に
おいて実施（うち県
費0校0園）

・補助金による耐震
化支援を0校1園に
おいて実施（うち県
費0校1園）

・補助金による耐震
化支援を6校0園に
おいて実施（うち県
費4校0園）

・補助金による耐震
化支援を4校4園に
おいて実施（うち県
費3校2園）

・補助金による耐震
化支援

1 1 7
建築物の非構造部材等の耐
震対策の促進

記載なし

建築局
公共建築部

・
建築局

住宅計画課
・

建築指導課

・関係法令や市町
村の補助制度、改
修方法等の情報提
供を随時実施

・関係法令や市町
村の補助制度、改
修方法等の情報提
供を随時実施

・関係法令や市町
村の補助制度、改
修方法等の情報提
供を随時実施

・関係法令や市町
村の補助制度、改
修方法等の情報提
供を随時実施
・民間建築物のブ
ロック塀に係るパト
ロールの実施、所
有者への普及・啓
発

・ブロック塀等の除
却・改修等補助
691件
・関係法令や市町
村の補助制度、改
修方法等の情報提
供を随時実施
・民間建築物のブ
ロック塀に係るパト
ロールの実施、所
有者への普及・啓
発

・ブロック塀等の除
却・改修等補助
9,418.96m
・関係法令や市町
村の補助制度、改
修方法等の情報提
供を随時実施
・民間建築物のブ
ロック塀に係るパト
ロールの実施、所
有者への普及・啓
発

・民間建築物のブ
ロック塀に係るパト
ロールの実施、所
有者への普及・啓
発
・ブロック塀等の除
却・改修等補助
11,040.32m
・関係法令や市町
村の補助制度、改
修方法等の情報提
供を随時実施

・民間建築物のブ
ロック塀に係るパト
ロールの実施、所
有者への普及・啓
発
・関係法令や市町
村の補助制度、改
修方法等の情報提
供を随時実施

・民間建築物のブ
ロック塀に係るパト
ロールの実施、所
有者への普及・啓
発
・ブロック塀等の除
却・改修等補助
24,000m
・関係法令や改修
方法等の情報提供
を随時実施

1 1 8
県有施設の非構造部材等の
耐震対策の推進

●特定天井脱落対策 12施
設18室
●天井・外壁等落下防止対
策に関する説明会・研修会
開催 1回/年

防災安全局
防災部

防災危機管理課

BCPに基づく取組と
しての県有施設の
非構造部材等の耐
震化状況の把握、
耐震化の推進に向
けた検討

BCPに基づく取組と
しての県有施設の
非構造部材等の耐
震化状況の把握、
耐震化の推進に向
けた検討

BCPに基づく取組と
しての県有施設の
非構造部材等の耐
震化状況の把握、
耐震化の推進に向
けた検討

・BCPに基づく取組
としての県有施設の
非構造部材等の耐
震化状況の把握、
耐震化の推進に向
けた検討

・BCPに基づく取組
としての県有施設の
非構造部材等の耐
震化状況の把握、
耐震化の推進に向
けた検討

・BCPに基づく取組
としての県有施設の
非構造部材等の耐
震化状況の把握、
耐震化の推進に向
けた検討

・BCPに基づく取組
としての県有施設の
非構造部材等の耐
震化状況の把握、
耐震化の推進に向
けた検討

・BCPに基づく取組
としての県有施設の
非構造部材等の耐
震化状況の把握、
耐震化の推進に向
けた検討

・BCPに基づく取組
としての県有施設の
非構造部材等の耐
震化状況の把握、
耐震化の推進に向
けた検討

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等

対策の柱　1

2020年度
柱

2015年度 2017年度
ターゲット 番号

アクション項目
（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

1



2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

1 1 8
県有施設の非構造部材等の
耐震対策の推進

●特定天井脱落対策　12施
設18室
※2018年8月改訂時に目標等
を追加
●天井・外壁等落下防止対
策に関する説明会・研修会
開催 1 回/年

建築局
公共建築部

公共建築課

・特定天井脱落対
策（基本調査）2施
設2室
・天井・外壁等落下
防止対策に関する
説明会・研修会支
援1回

・特定天井脱落対
策
（基本調査）11施設
16室
（実施設計）2施設2
室
・天井・外壁等落下
防止対策に関する
説明会・研修会支
援1回

・特定天井脱落対
策
(実施設計)3施設5
室
(工事)2施設2室
・天井・外壁等落下
防止対策に関する
説明会・研修会支
援1回

・特定天井脱落対
策
（工事）3施設5室
・天井・外壁等落下
防止対策に関する
説明会・研修会支
援1回

・特定天井脱落対
策
（基本調査）1施設1
室
（実施設計）2施設3
室
（工事）1施設1室
・天井・外壁等落下
防止対策に関する
説明会・研修会支
援1回

・特定天井脱落対
策
（実施設計）1施設1
室
（工事）2施設3室
・天井・外壁等落下
防止対策に関する
説明会・研修会支
援　1回

・特定天井脱落対
策
（実施設計）2施設4
室
（工事）2施設3室
・天井・外壁等落下
防止対策に関する
説明会・研修会支
援　1回

・特定天井脱落対
策
（実施設計）1施設2
室
（工事）2施設4室
・天井・外壁等落下
防止対策に関する
説明会・研修会支
援１回

・特定天井脱落対
策
（工事）2施設5室
・天井・外壁等落下
防止対策に関する
説明会・研修会支
援１回

1 1 8
県有施設の非構造部材等の
耐震対策の推進

記載なし 関係局 担当課

・各施設管理者によ
る県有施設のブロッ
ク塀に係る緊急点
検の実施
・建築基準不適合
又は劣化・損傷があ
るブロック塀の撤去

・設計図書等により
安全性が確認でき
ないブロック塀の撤
去等

（事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了）

1 1 9
県立学校施設の非構造部材
等の耐震対策の推進

●県立高等学校武道場並び
に特別支援学校遊戯室及び
温水プールの吊り天井等の
耐震対策（131棟）40.5%
（2019年）→100%（2022年）

教育委員会 財務施設課

・高等学校及び特別
支援学校にかかる
体育館の吊り天井
等の耐震対策工事
及び高等学校の設
計

・高等学校及び特別
支援学校にかかる
体育館の吊り天井
等の耐震対策工事

・高等学校武道場
並びに特別支援学
校遊戯室及び温水
プールの吊り天井
等の耐震対策工事
にかかる設計

・高等学校武道場
並びに特別支援学
校遊戯室及び温水
プールの吊り天井
等の耐震対策工事
及び設計
・高等学校及び特別
支援学校のブロック
塀に係る緊急点検
の実施、ブロック塀
の撤去

・高等学校武道場
並びに特別支援学
校温水プールの吊
り天井等の耐震対
策工事及び設計
・高等学校のブロッ
ク塀撤去

・高等学校武道場
の吊り天井等の耐
震対策工事及び設
計

・高等学校武道場
の吊り天井等の耐
震対策工事及び設
計

・高等学校武道場
の吊り天井等の耐
震対策工事

（事業完了）

1 1 10
市町村立学校施設の非構造
部材等の耐震対策の促進

記載なし 教育委員会 財務施設課
・国への要望
・市町村施設主管
課長会議の開催

・国への要望
・市町村施設主管
課長会議の開催

・国への要望
・市町村施設主管
課長会議の開催

・国への要望
・市町村施設主管
課長会議の開催
・市町村教育委員
会への市町村立学
校のブロック塀に係
る緊急点検の依
頼、点検状況の把
握、対策に係る助
言

・国への要望
・市町村施設主管
課長会議の開催

・国への要望 ・国への要望 ・国への要望
・国への要望
・市町村施設主管
課長会議の開催

1 1 11
家具等の転倒防止対策の促
進 ★

●家具固定推進検討会の設
置（2015年度完了）
●家具固定推進検討会構成
団体に対する取組報告の実
施 １回以上/年

防災安全局
防災部

防災危機管理課

・家具固定推進検
討会の設置、開催
（4回）
・家具等転倒防止
対策推進フェア(あ
いち防災フェスタ)の
開催
・家具等転倒防止
対策啓発事業の実
施

・家具固定推進検
討会等での検討、
報告
・家具等転倒防止
対策推進フェア(あ
いち防災フェスタ)の
開催
・家具等転倒防止
対策啓発事業の実
施
・啓発用パンフレット
の作成、配布

・家具固定推進検
討会での検討
・家具等転倒防止
対策推進フェア(あ
いち防災フェスタ)の
開催
・家具等転倒防止
対策啓発事業の実
施
・啓発用パンフレット
の内容検討、印刷、
配布
・啓発用パネルの作
成

・あいち防災フェス
タの開催
・家具等転倒防止
対策啓発事業の実
施
・啓発用パンフレット
の印刷、配布

・家具固定推進検
討会での検討
・あいち防災フェス
タの開催
・家具等転倒防止
対策啓発事業の実
施
・啓発用パンフレット
の印刷、配布
・伊勢湾台風60年
のつどいでのワーク
ショップ

・防災協働社会推
進協議会幹事会で
の検討
・家具等転倒防止
対策啓発事業の実
施
・啓発用パンフレット
の印刷、配布

・防災協働社会推
進協議会幹事会で
の検討
・あいち防災フェス
タの開催
・家具等転倒防止
対策啓発事業の実
施
・啓発用パンフレット
の印刷、配布
・家具固定推進検
討会構成団体に対
する取組報告の実
施 1回

・防災協働社会推
進協議会幹事会で
の検討
・あいち防災フェス
タの開催
・家具等転倒防止
対策啓発事業の実
施
・啓発用パンフレット
の印刷、配布
・家具固定推進検
討会構成団体に対
する取組報告の実
施 1回

・防災協働社会推
進協議会幹事会で
の検討
・あいち防災フェス
タの開催
・家具等転倒防止
対策啓発事業の実
施
・啓発用パンフレット
の印刷、配布
・家具固定推進検
討会構成団体に対
する取組報告の実
施

1 1 12
県有施設の家具固定等の推
進

●進捗状況の調査（毎年度）
防災安全局

防災部
防災危機管理課 ・進捗状況の調査 ・進捗状況の調査

・ガラス飛散防止工
事（6庁舎）
・進捗状況の調査

・ガラス飛散防止工
事（14庁舎）
・進捗状況の調査

・ガラス飛散防止工
事（20庁舎）
・進捗状況の調査

・ガラス飛散防止工
事（17庁舎）
・進捗状況の調査

・ガラス飛散防止工
事（3庁舎）
・進捗状況の調査

・ガラス飛散防止工
事（3庁舎）
・進捗状況の調査

・進捗状況の調査

1 1 13
私立学校施設の非構造部材
等の耐震対策の促進

記載なし
県民文化局
県民生活部

学事振興課
私学振興室

・補助金による耐震
化支援を1校8園に
おいて実施（うち県
費0校0園）

・補助金による耐震
化支援を2校4園に
おいて実施（うち県
費2校4園）
・各私立学校長によ
るブロック塀に係る
緊急点検を実施し、
ブロック塀を有する
学校へは追加調査

・補助金による耐震
化支援を5校11園に
おいて実施（うち県
費1校1園）
・各私立学校長によ
るブロック塀に係る
緊急点検を実施し、
ブロック塀を有する
学校へは追加調査

・補助金による耐震
化支援を2校14園に
おいて実施（うち県
費1校6園）
・各私立学校長によ
るブロック塀に係る
緊急点検を実施し、
ブロック塀を有する
学校へは追加調査

・補助金による耐震
化支援を3校2園に
おいて実施（うち県
費2校1園）
・各私立学校長によ
るブロック塀に係る
緊急点検を実施し、
ブロック塀を有する
学校へは追加調査

・補助金による耐震
化支援を2園におい
て実施（うち県費1
園）

・補助金による耐震
化支援

2018年8月 アクション項目新規追加

2017年3月 アクション項目新規追加
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

1 1 14
市町村地震対策事業の促進
★

●南海トラフ地震等対策事
業費補助金における市町村
補助需要への対応度合い
（補助要望があった市町村に
対する補助採択率）100％

防災安全局
防災部

災害対策課

・市町村が行う防災
力強化に役立つソ
フト及びハード整備
事業への助成
・市町村が行う浸
水・津波対策への
補助事業採択市町
村 27市町村中8市
町村

・市町村が行う防災
力強化に役立つソ
フト及びハード整備
事業への助成
・市町村が行う浸
水・津波対策への
補助事業採択市町
村 27市町村中25市
町村

・市町村が行う防災
力強化に役立つソ
フト及びハード整備
事業への助成
・市町村が行う浸
水・津波対策への
補助事業採択市町
村 27市町村中14市
町

・市町村が行う防災
力強化に役立つソ
フト及びハード整備
事業への助成 14市
町村

・市町村が行う防災
力強化に役立つソ
フト及びハード整備
事業への助成 13市
町村

・市町村が行う防災
力強化に役立つソ
フト及びハード整備
事業への助成 10市
町

・市町村が行う防災
力強化に役立つソ
フト及びハード整備
事業への助成　11
市町村

・市町村が行う防災
力強化に役立つソ
フト及びハード整備
事業への助成　9市
町村

・市町村が行う防災
力強化に役立つソ
フト及びハード整備
事業への助成

1 1 15
市町村における情報伝達手
段の多重化・多様化の促進
★

●地域特性に適した組み合
わせにより複数の情報伝達
手段を整備する市町村　全
市町村（2018年度～）
●同報系防災行政無線の他
に、住民への伝達手段を複
数整備する市町村 全市町村
（～2017年度）
※2018年8月改訂時に目標等
を修正

防災安全局
防災部

災害対策課

・市町村の情報伝
達手段の多重化の
取り組みへの助成
・住民への伝達手
段を複数整備する
市町村 全市町村中
43市町村（2016年4
月1日現在）

・市町村の情報伝
達手段の多重化の
取り組みへの助成
・住民への伝達手
段を複数整備する
市町村 全市町村中
43市町村（2017年4
月1日現在）

・市町村の情報伝
達手段の多重化の
取り組みへの助成
7市町
・住民への伝達手
段を複数整備する
市町村 全市町村中
43市町村（2018年4
月1日現在）

・市町村の情報伝
達手段の多重化の
取り組みへの助成
12市町村
・住民への伝達手
段を複数整備する
市町村 全市町村
（事業完了）

・市町村の情報伝
達手段の多重化の
取り組みへの助成
24市町村

・市町村の情報伝
達手段の多重化の
取り組みへの助成
11市町

・市町村の情報伝
達手段の多重化の
取り組みへの助成
7市町

・市町村の情報伝
達手段の多重化の
取り組みへの助成
10市町

・市町村の情報伝
達手段の多重化の
取り組みへの助成

1 1 16
危険な空き家の除却等への
支援

記載なし
建築局

公共建築部
住宅計画課

・不良住宅等除却
費補助
113棟

・不良住宅等除却
費補助 190棟

・不良住宅等除却
費補助 248棟
・空家住宅等改修
費補助 2棟

・不良住宅等除却
費補助 285棟
・空家住宅等改修
費補助 2棟

・不良住宅等除却
費補助 263棟
・空家住宅等改修
費補助 10棟

空き家の除却等補
助

1 1 17
超高層建築物等における長
周期地震動対策の促進

記載なし 建築局 建築指導課

・構造設計者が集ま
る会議でリーフレッ
トを配布
・既存建築物の所
有者等へリーフレッ
トを配布

・構造設計者が集ま
る会議でリーフレッ
トを配布
・既存建築物の所
有者等へリーフレッ
トを配布

・構造設計者が集ま
る会議でリーフレッ
トを配布
・既存建築物の所
有者等へリーフレッ
トを配布

・既存建築物の所
有者等へリーフレッ
トを配布

・既存建築物の所
有者等へリーフレッ
トを配布

・既存建築物の所
有者等へリーフレッ
トを配布

1 2 1
市町村浸水・津波避難計画
の策定の促進 ★

●本県被害予測調査におい
て浸水が想定される市町村
のうち、浸水・津波避難計画
を策定する市町村 該当市町
村全て（27 市町村）

防災安全局
防災部

災害対策課

・市町村が津波避
難計画を策定する
事業への助成
・津波避難計画策
定市町村 27市町村
中13市町村（2016
年4月1日現在）

・市町村が津波避
難計画を策定する
事業への助成
・津波避難計画策
定市町村 27市町村
中16市町村（2017
年4月1日現在）

・市町村が津波避
難計画を策定する
事業への助成　2市
・津波避難計画策
定市町村 27市町村
中24市町村（2018
年4月1日現在）

・市町村が津波避
難計画を策定する
事業への助成　1市
・津波避難計画策
定市町村 27市町村
中27市町村（2019
年4月1日現在）

・市町村が津波避
難計画を策定する
事業への助成　※
要望なし
・津波避難計画策
定市町村 27市町村
中27市町村（2020
年4月1日現在）

・市町村が津波避
難計画等を策定す
る事業への助成　1
市
・津波避難計画策
定市町村 27市町村
中27市町村
（2021.4.1現在）

・市町村の津波避
難計画見直しに係
る助言
・津波避難計画策
定市町村 27市町村
中27市町村
（2022.4.1現在）

・市町村の津波避
難計画見直しに係
る助言
・津波避難計画策
定市町村 27市町村
中27市町村
（2023.4.1現在）

・市町村の津波避
難計画見直しに係
る助言

1 2 2
市町村浸水・津波ハザード
マップの作成の促進 ★

●本県被害予測調査におい
て浸水が想定される市町村
のうち、浸水・津波ハザード
マップを作成している市町村
数
該当市町村全て（27 市町
村）

防災安全局
防災部

災害対策課

・市町村が浸水・津
波ハザードマップを
作成する事業への
助成
・津波ハザードマッ
プ作成市町村27市
町村中18市町村
（2016年4月1日現
在）

・市町村が浸水・津
波ハザードマップを
作成する事業への
助成
・津波ハザードマッ
プ作成市町村27市
町村中21市町村
（2017年4月1日現
在）

・市町村が浸水・津
波ハザードマップを
作成する事業への
助成　3市町
・津波ハザードマッ
プ作成市町村27市
町村中21市町村
（2018年4月1日現
在）

・市町村が浸水・津
波ハザードマップを
作成する事業への
助成　2市
・津波ハザードマッ
プ作成市町村27市
町村中22市町村
（2019年4月1日現
在）

・市町村が浸水・津
波ハザードマップを
作成する事業への
助成　　2市
・津波ハザードマッ
プ作成市町村27市
町村中24市町村
（2020年4月1日現
在）

・市町村が浸水・津
波ハザードマップを
作成する事業への
助成　　7市町
・津波ハザードマッ
プ作成市町村27市
町村中24市町村
（2021.4.1現在）

・市町村が浸水・津
波ハザードマップを
作成する事業への
助成
・津波ハザードマッ
プ作成市町村27市
町村中27市町村
（2022.4.1現在）

・市町村が浸水・津
波ハザードマップを
作成する事業への
助成

・市町村が浸水・津
波ハザードマップを
作成する事業への
助成

1 2 3
浸水・津波避難訓練の実施
★

●津波・地震防災訓練の実
施 1 回/年
●本県被害予測調査におい
て浸水・津波の被害が想定
される市町村のうち、浸水・
津波避難訓練を毎年度実施
している市町村数
該当市町村全て（27市町村）

防災安全局
防災部

災害対策課

・市町村との共催に
よる津波・地震防災
訓練の実施　1回
・浸水・津波避難訓
練実施市町村 27市
町村中15市町村
（2016年4月1日現
在）

・市町村との共催に
よる津波・地震防災
訓練の実施　1回
・浸水・津波避難訓
練実施市町村 27市
町村中16市町村
（2017年4月1日現
在）

・市町村との共催に
よる津波・地震防災
訓練の実施　1回
・浸水・津波避難訓
練実施市町村 27市
町村中15市町村
（2018年4月1日現
在）

・市町村との共催に
よる津波・地震防災
訓練の実施　1回
・浸水・津波避難訓
練実施市町村 27市
町村中18市町村
（2019年4月1日現
在）

・市町村との共催に
よる津波・地震防災
訓練の実施　1回
・浸水・津波避難訓
練実施市町村 27市
町村中18市町村
（2020年4月1日現
在）

・新型コロナによる
中止

・浸水・津波避難訓
練実施市町村 27市
町村中10市町村
（2021年4月1日現
在）

・市町村との共催に
よる津波・地震防災
訓練の実施　１回
・浸水・津波避難訓
練実施市町村 27市
町村中15市町村
（2022年4月1日現
在）

・内閣府、市町村と
の共催による津波・
地震防災訓練の実
施　1回
・浸水・津波避難訓
練実施市町村 27市
町村中18市町村
（2023年4月1日現
在）

・市町村との共催に
よる津波・地震防災
訓練の実施　1回

1 2 4
浸水・津波に対する避難施
設等の確保の促進 ★

●南海トラフ地震等対策事
業費補助金における市町村
補助需要への対応度合い
（補助要望があった市町村に
対する補助採択率）100％

防災安全局
防災部

災害対策課

・市町村の浸水・津
波避難施設整備へ
の助成
・補助金の活用市
町村 27市町村中2
市町村
・愛知県沿岸市町
村等津波対策推進
協議会の開催

・市町村の浸水・津
波避難施設整備へ
の助成
・補助金の活用市
町村 27市町村中2
市町村
・愛知県沿岸市町
村等津波対策推進
協議会の開催

・市町村の浸水・津
波避難施設整備へ
の助成
・補助金の活用市
町村 27市町村中0
市町村
・愛知県沿岸市町
村等津波対策推進
協議会幹事会の開
催

・市町村の浸水・津
波避難施設整備へ
の助成
※要望なし
・愛知県沿岸市町
村等津波対策推進
協議会幹事会の開
催

・市町村の浸水・津
波避難施設整備へ
の助成
※要望なし
・愛知県沿岸市町
村等津波対策推進
協議会幹事会の開
催

・市町村の浸水・津
波避難施設整備へ
の助成　3市
・愛知県沿岸市町
村等津波対策推進
協議会幹事会の開
催　1回

・市町村の浸水・津
波避難施設整備へ
の助成　2市
・愛知県沿岸市町
村等津波対策推進
協議会幹事会の開
催　1回

・市町村の浸水・津
波避難施設整備へ
の助成　1市
・愛知県沿岸市町
村等津波対策推進
協議会幹事会の開
催　1回

・市町村の浸水・津
波避難施設整備へ
の助成
・愛知県沿岸市町
村等津波対策推進
協議会幹事会の開
催

2018年8月 アクション項目新規追加

2018年8月 アクション項目新規追加
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

1 2 5
農業水利施設の浸水・津波
避難施設としての利用の推
進 ★

●階段等の設置 27箇所
農林基盤局

農地部
農地整備課

・排水機場への避
難階段の設置等　3
箇所

・排水機場への避
難階段の設置等　2
箇所

・排水機場への避
難階段の設置等　1
箇所

・排水機場への避
難階段の設置等　1
箇所

・排水機場への避
難階段の設置等　3
箇所

実施なし
・排水機場への避
難階段の設置等　5
箇所

・排水機場への避
難階段の設置等
12箇所

・実施予定なし

1 2 6

津波災害警戒区域内の避難
促進施設（要配慮者利用施
設）における避難確保計画
の作成等の促進

記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課

・市町村要配慮者
利用施設避難確保
計画作成等推進会
議の開催（尾張地
区、三河地区で2回

・市町村要配慮者
利用施設避難確保
計画作成等推進会
議を開催（尾張地区
で1回開催）。

・市町村要配慮者
利用施設避難確保
計画作成等推進会
議の開催

1 2 6

津波災害警戒区域内の避難
促進施設（要配慮者利用施
設）における避難確保計画
の作成等の促進

記載なし
県民文化局
県民生活部

学事振興課
私学振興室

・通知等による避難
確保計画の作成等
の周知

・通知等による避難
確保計画の作成等
の周知

・通知等による避難
確保計画の作成等
の周知

1 2 6

津波災害警戒区域内の避難
促進施設（要配慮者利用施
設）における避難確保計画
の作成等の促進

記載なし
福祉局
福祉部

福祉総務課
監査指導室

・実地監査・指導時
に対象施設・事業所
へ計画作成等を指
導

・実地監査・指導時
に対象施設・事業所
へ計画作成等を指
導

・実地監査・指導時
に対象施設・事業所
へ計画作成等を指
導

1 2 6

津波災害警戒区域内の避難
促進施設（要配慮者利用施
設）における避難確保計画
の作成等の促進

記載なし
福祉局
福祉部

障害福祉課
・事業所向け集団指
導等での働きかけ

・事業所向け集団指
導等での働きかけ

・事業所向け集団指
導等での働きかけ

1 2 6

津波災害警戒区域内の避難
促進施設（要配慮者利用施
設）における避難確保計画
の作成等の促進

記載なし 福祉局 高齢福祉課
・R3介護保険指定
事業者講習会で所
管施設に周知

・R4介護保険指定
事業者講習会で所
管施設に周知

・介護保険指定事
業者講習会で所管
施設に周知

1 2 6

津波災害警戒区域内の避難
促進施設（要配慮者利用施
設）における避難確保計画
の作成等の促進

記載なし 福祉局 子育て支援課
市町村等児童福祉
主管課長会議にお
いて周知

市町村等児童福祉
主管課長会議にお
いて周知

市町村等児童福祉
主管課長会議にお
いて周知

1 2 6

津波災害警戒区域内の避難
促進施設（要配慮者利用施
設）における避難確保計画
の作成等の促進

記載なし 建設局 河川課

・市町村要配慮者
利用施設避難確保
計画作成等推進会
議の開催

・市町村要配慮者
利用施設避難確保
計画作成等推進会
議の開催

・市町村要配慮者
利用施設避難確保
計画作成等推進会
議の開催

1 2 6

津波災害警戒区域内の避難
促進施設（要配慮者利用施
設）における避難確保計画
の作成等の促進

記載なし
建築局

公共建築部
住宅計画課

・チラシ等により周
知

・チラシ等により周
知

・チラシ等により周
知

1 2 6

津波災害警戒区域内の避難
促進施設（要配慮者利用施
設）における避難確保計画
の作成等の促進

記載なし 教育委員会 保健体育課
・避難確保計画の
作成等の促進

・避難確保計画の
作成等の促進

・避難確保計画の
作成等の促進

1 2 7
河川・海岸堤防の耐震化等
の推進 ★

●農地海岸堤防の耐震化
3.8km

農林基盤局
農地部

農地計画課
農地整備課

・農地海岸堤防の
耐震化　0.4㎞

・農地海岸堤防の
耐震化　0.3㎞

・農地海岸堤防の
耐震化　0.7㎞

・農地海岸堤防の
耐震化　0.6㎞

・農地海岸堤防の
耐震化　0.6㎞

・農地海岸堤防の
耐震化　0.7㎞

・農地海岸堤防の
耐震化　0.2㎞

・農地海岸堤防の
耐震化 0.1km

・農地海岸堤防の
耐震化　0.2㎞

1 2 7
河川・海岸堤防の耐震化等
の推進 ★

●河川堤防の耐震化
57.2km
●建設海岸堤防の耐震化
20.7km
●建設海岸堤防の補強・補
修 5.0km

建設局 河川課

・河川堤防の耐震
化　3.1km
・建設海岸堤防の
耐震化　1.3km
・建設海岸堤防の
補強補修　0.6km

・河川堤防の耐震
化　2.6km
・建設海岸堤防の
耐震化　1.4㎞
・建設海岸堤防の
補強補修　0.2㎞

・河川堤防の耐震
化　0.6km
・建設海岸堤防の
耐震化　0.4km
・建設海岸堤防の
補強補修　1.2km

・河川堤防の耐震
化　9.2km
・建設海岸堤防の
耐震化　0.6km
・建設海岸堤防の
補強補修　0.5km

・河川堤防の耐震
化　6.5㎞
・建設海岸堤防の
耐震化　0.6km
・建設海岸堤防の
補強補修　0.7m

・河川堤防の耐震
化　6.8㎞
・建設海岸堤防の
耐震化　1.5km
・建設海岸堤防の
補強補修 0.7km

・河川堤防の耐震
化　3.4㎞
・建設海岸堤防の
耐震化　1.6㎞
・建設海岸堤防の
補強補修　0.2㎞

・河川堤防の耐震
化　1.9km
・建設海岸堤防の
耐震化　0.9km
・建設海岸堤防の
補強補修　0.6km

・河川堤防の耐震
化
　1.7km
・建設海岸堤防の
耐震化　0.4km
・建設海岸堤防の
補強補修　0.4km

1 2 8
港湾・漁港の海岸堤防の耐
震化等の推進 ★

●港湾海岸堤防の耐震化
2.9km
●漁港海岸堤防の耐震化
3.4km
●港湾海岸堤防の補強・補
修 0.9km
●漁港の津波対策施設の新
規設置 1.4km

都市・交通局 港湾課

・港湾海岸堤防の
耐震化　0.17km
・漁港海岸堤防の
耐震化　0.38km
・港湾海岸堤防の
補強・補修　0.4km
・漁港の津波対策
施設の新規設置
0.00km

・港湾海岸堤防の
耐震化　0.15km
・漁港海岸堤防の
耐震化　0.06km
・港湾海岸堤防の
補強・補修　0km
・漁港の津波対策
施設の新規設置
0km(委託)

・港湾海岸堤防の
耐震化　0.05km
・漁港海岸堤防の
耐震化　0.04km
・漁港の津波対策
施設の新規設置
0km

・港湾海岸堤防の
耐震化　0.14km
・漁港海岸堤防の
耐震化　0.18km
・漁港の津波対策
施設の新規設置
0.09km

・港湾海岸堤防の
耐震化　0.42km
・漁港海岸堤防の
耐震化　0.17km
・漁港の津波対策
施設の新規設置
0.08km

・港湾海岸堤防の
耐震化　0.87km
・漁港海岸堤防の
耐震化　0.35km
・漁港の津波対策
施設の新規設置
0.09km

・港湾海岸堤防の
耐震化　0.27km
・漁港海岸堤防の
耐震化　0.48km
・港湾海岸堤防の
補強・補修（設計委
託）
・漁港の津波対策
施設の新規設置
0.04km

・港湾海岸堤防の
耐震化　0.42km
・漁港海岸堤防の
耐震化　0.93km
・港湾海岸堤防の
補強・補修（設計委
託）
・漁港の津波対策
施設の新規設置
0.03km

・港湾海岸堤防の
耐震化　0.50km
・漁港海岸堤防の
耐震化　0.11km
・港湾海岸堤防の
補強・補修 0.36km
・漁港の津波対策
施設の新規設置
0.01km

1 2 9
河川・海岸の水閘門・排水機
場等の耐震化の推進 ★

●河川の水閘門・排水機場
等の耐震化 27 施設
●建設海岸の水門等の耐震
化 20 基

建設局 河川課

・河川の水閘門・排
水機場等の耐震化
0施設
・建設海岸の水門
等の耐震化 　0基

・河川の水閘門・排
水機場等の耐震化
0基
・建設海岸の水門
等の耐震化 　0基

・河川の水閘門・排
水機場等の耐震化
1基
・建設海岸の水門
等の耐震化 　3基

・河川の水閘門・排
水機場等の耐震化
1基
・建設海岸の水門
等の耐震化　1基

・河川の水閘門・排
水機場等の耐震化
１基
・建設海岸の水門
等の耐震化　0基
（施工中）

・河川の水閘門・排
水機場の耐震化　１
基
・建設海岸の水門
の耐震化　0基（施
工中）

・河川の水閘門・排
水機場等の耐震化
6基
・建設海岸の水門
等の耐震化　2基

・河川の水閘門・排
水機場等の耐震化
3基
・建設海岸の水門
等の耐震化　2基

・河川の水閘門・排
水機場等の耐震化
6基
・建設海岸の水門
等の耐震化　2基

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

1 2 9
河川・海岸の水閘門・排水機
場等の耐震化の推進 ★

●港湾海岸の水門等の耐震
化 18 基
●漁港海岸の水門等の耐震
化 32 基

都市・交通局 港湾課

・港湾海岸の水門
等耐震化  3基
・漁港海岸の水門
等耐震化　5基

・港湾海岸の水門
等耐震化　4基
・漁港海岸の水門
等耐震化　0基

・港湾海岸の水門
等耐震化　1基
・漁港海岸の水門
等耐震化　0基

・港湾海岸の水門
等耐震化　1基
・漁港海岸の水門
等耐震化　3基

・港湾海岸の水門
等耐震化　1基
・漁港海岸の水門
等耐震化　0基（委
託）

・港湾海岸の水門
等耐震化　0基（施
工中）
・漁港海岸の水門
等耐震化　2基

・港湾海岸の水門
等耐震化　2基
・漁港海岸の水門
等耐震化（設計委
託）

・港湾海岸の水門
等耐震化 　1基
・漁港海岸の水門
等耐震化 　5基

・港湾海岸の水門
等耐震化　1.3基
・漁港海岸の水門
等耐震化（設計委
託）

1 2 10
河川・海岸の水門等の自動
閉鎖化・遠隔操作化等の推
進 ★

●河川の水門等の自動閉鎖
化・遠隔操作化 3 施設
●建設海岸の水門等の自動
閉鎖化・遠隔操作化 12 施設

建設局 河川課

・河川の水門等の
自動閉鎖化　0施設
・建設海岸の水門
等の自動閉鎖化　0
基

・河川の水門等の
自動閉鎖化　0基
・建設海岸の水門
等の自動閉鎖化　0
基

・河川の水門等の
自動閉鎖化　0基
・建設海岸の水門
等の自動閉鎖化　1
基

・河川の水門等の
自動閉鎖化　0基
（設計中2基）
・建設海岸の水門
等の自動閉鎖化　0
基

・河川の水門等の
自動閉鎖化　0基
・建設海岸の水門
等の自動閉鎖化　0
基（施工中）

・河川の水門等の
自動閉鎖化　0基
（施工中）
・建設海岸の水門
等の自動閉鎖化　0
基（施工中）

・河川の水門等の
自動閉鎖化　1基
・建設海岸の水門
等の　自動閉鎖化
2基

・河川の水門等の
自動閉鎖化 　0基
・建設海岸の水門
等の自動閉鎖化
1基

・河川の水門等の
自動閉鎖化　2基
・建設海岸の水門
等の自動閉鎖化
1基

1 2 10
河川・海岸の水門等の自動
閉鎖化・遠隔操作化の推進
★

●港湾海岸の水門等の自動
閉鎖化・遠隔操作化 5 施設
●漁港海岸の水門等の自動
閉鎖化・遠隔操作化 10 施設

都市・交通局 港湾課

・港湾海岸の水門
等の自動閉鎖化・
遠隔操作化　0施設
・漁港海岸の水門
等の自動閉鎖化・
遠隔操作化　0施設

・港湾海岸の水門
等の自動閉鎖化・
遠隔操作化　0基
（委託）
・漁港海岸の水門
等の自動閉鎖化・
遠隔操作化　0基

・港湾海岸の水門
等の自動閉鎖化・
遠隔操作化　0基
・漁港海岸の水門
等の自動閉鎖化・
遠隔操作化　0基

・港湾海岸の水門
等の自動閉鎖化・
遠隔操作化　1基
・漁港海岸の水門
等の自動閉鎖化・
遠隔操作化　7基

・港湾海岸の水門
等の自動閉鎖化・
遠隔操作化　1基
・漁港海岸の水門
等の自動閉鎖化・
遠隔操作化　0基

・港湾海岸の水門
等の自動閉鎖化・
遠隔操作化　0基
（施工中）
・漁港海岸の水門
等の自動閉鎖化・
遠隔操作化　1基

・港湾海岸の水門
等の自動閉鎖化・
遠隔操作化　1基
・漁港海岸の水門
等の自動閉鎖化・
遠隔操作化　1基

・港湾海岸の水門
等の自動閉鎖化・
遠隔操作化　0基
（施工中）
・漁港海岸の水門
等の自動閉鎖化・
遠隔操作化　1基

・港湾海岸の水門
等の自動閉鎖化・
遠隔操作化　1基
・漁港海岸の水門
等の自動閉鎖化・
遠隔操作化　事業
完了

1 2 11
農業用排水機場の耐震化等
の推進 ★

●排水機場の耐震化 60箇
所
●排水路の耐震化 39.3ｋｍ

農林基盤局
農地部

農地整備課

・排水機場の耐震
化　7箇所
・排水路の耐震化
2.1㎞

・排水機場の耐震
化　5箇所
・排水路の耐震化
5.3㎞

・排水機場の耐震
化　6箇所
・排水路の耐震化
4.1㎞

・排水機場の耐震
化　4箇所
・排水路の耐震化
5.0㎞

・排水機場の耐震
化
4箇所
・排水路の耐震化
5.0km

・排水機場の耐震
化　3箇所
・排水路の耐震化
5.2㎞

・排水機場の耐震
化　2箇所
・排水路の耐震化
5.6㎞

・排水機場の耐震
化 8箇所
・排水路の耐震化
3.8ｋｍ

・排水機場の耐震
化　1箇所
・排水路の耐震化
1.8km

1 2 12
海岸防災林の機能の維持・
向上

●継続的な保育、改植工等
の実施 270ha

農林基盤局
林務部

森林保全課
・海岸防災林の保
育、改植工等の実
施　34ha

・海岸防災林の保
育、改植工等の実
施　32ha

・海岸防災林の保
育、改植工等の実
施　27ha

・海岸防災林の保
育、改植工等の実
施　28ha

海岸防災林の保
育、改植工等の実
施　23ha

海岸防災林の保
育、改植工等の実
施　22ha

・海岸防災林の保
育、改植工等の実
施　14ha

・海岸防災林の保
育、改植工等の実
施　14ha

・海岸防災林の保
育、改植工等の実
施　30ha

1 2 13
南海トラフ地震臨時情報に
対する防災対応の促進 ★

●「南海トラフ地震防災対策
推進基本計画」の変更を踏
まえた、南海トラフ地震防災
対策推進計画を変更した市
町村の割合 全市町村

防災安全局
防災部

防災危機管理課

・南海トラフ地震防
災対策推進計画の
変更等に係る相談
に個別対応

・南海トラフ地震防
災対策推進計画の
変更等に係る相談
に個別対応

・南海トラフ地震防
災対策推進計画の
変更等に係る相談
に個別対応

1 2 13
南海トラフ地震臨時情報に
対する防災対応の促進 ★

●「南海トラフ地震防災対策
推進基本計画」の変更を踏
まえた、南海トラフ地震防災
対策推進計画を変更した市
町村の割合 全市町村

防災安全局
防災部

災害対策課

・南海トラフ地震防
災対策推進計画の
変更等に係る相談
に個別対応

南海トラフ地震防災
対策推進計画の変
更等に係る相談に
個別対応

市町村の地域防災
計画修正時等にお
ける南海トラフ地震
防災対策推進計画
の作成支援

1 3 1
災害に強い街づくりを支える
土地区画整理事業の促進

●459ha
都市・交通局
都市基盤部

都市整備課
・土地区画整理事
業　79ha

・土地区画整理事
業　61ha

・土地区画整理事
業　92ha

・土地区画整理事
業  93ha

・土地区画整理事
業 46ha

・土地区画整理事
業 65ha

・土地区画整理事
業 46ha

・土地区画整理事
業
41ha

・土地区画整理事
業
　51ha

1 3 2
市街化区域内の公園緑地整
備の推進

●3 公園（大高緑地、小幡緑
地、牧野ヶ池緑地）の用地取
得 1.4ha

都市・交通局
都市基盤部

公園緑地課 ・用地取得　0.1ha ・用地取得　0.7ha ・用地取得　0.1ha ・用地取得　0.03ha ・用地取得　0.16ha ・用地取得　0.6ha ・用地取得　0.2ha ・用地取得　0.9ha ・用地取得　0.8ha

1 3 3
密集市街地等の防災上危険
な市街地の整備の促進 ★

●「地震時等に著しく危険な
密集市街地」（愛知県内
104ha ）を概ね解消（2020年
度まで）

建築局
公共建築部

住宅計画課

・住宅市街地総合
整備事業等にて老
朽建築物等除却を
実施
・密集市街地の解
消1地区（完了ベー
ス）（9地区実施）

・住宅市街地総合
整備事業等にて老
朽建築物等除却を
実施
・密集市街地の解
消4地区（完了ベー
ス）（11地区実施）

・住宅市街地総合
整備事業等にて老
朽建築物等除却を3
地区で実施
・密集市街地の解
消2地区（完了ベー
ス）（11地区実施）

・住宅市街地総合
整備事業等にて老
朽建築物等除却を3
地区で実施
・密集市街地の解
消2地区（完了ベー
ス）（11地区実施）

・住宅市街地総合
整備事業等にて老
朽建築物等除却を3
地区で実施
・市街地再開発事
業等にて密集市街
地解消を7地区で実
施（10地区実施）

・住宅市街地総合
整備事業等にて老
朽建築物等除却を3
地区で実施
・市街地再開発事
業等にて密集市街
地解消を7地区で実
施（10地区実施）

・密集市街地の解
消（7地区）

・密集市街地の解
消（6地区）

・密集市街地の解
消（9地区）

1 3 4
耐震性貯水槽始め市町村消
防水利確保の支援

●国補助制度（消防防災施
設整備費補助金）及び県補
助制度を合わせた、市町村
の整備需要への対応度合い
（補助採択率） 100％

防災安全局
防災部

災害対策課

・市町村が行う耐震
性貯水槽整備への
助成
・市町村の整備需
要への補助採択率
37.5％

・市町村が行う耐震
性貯水槽整備への
助成
・市町村の整備需
要への補助採択率
54.2％

・市町村が行う耐震
性貯水槽整備への
助成 9市町
・市町村の整備需
要への補助採択率
68.4％

・市町村が行う耐震
性貯水槽整備への
助成 2市
・市町村の整備需
要への補助採択率
68.1％

・市町村が行う耐震
性貯水槽整備への
助成 7市

・市町村が行う耐震
性貯水槽整備への
助成 3市町

・市町村が行う耐震
性貯水槽整備への
助成 6市

・市町村が行う耐震
性貯水槽整備への
助成8市

・市町村が行う耐震
性貯水槽整備への
助成

1 3 5
感震ブレーカーの普及啓発
等

記載なし
防災安全局

防災部
消防保安課

・防災啓発イベント
等において啓発活
動の実施

・防災啓発イベント
等において啓発活
動の実施

・防災啓発イベント
等において啓発活
動の実施

・防災啓発イベント
等において啓発活
動の実施

・防災啓発イベント
等において啓発活
動の実施

・防災啓発イベント
等において啓発活
動の実施

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加

2018年8月 アクション項目新規追加
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

1 4 1 土砂災害対策の推進 ★

●土石流対策施設の整備
59 箇所
●急傾斜地崩壊防止施設の
整備 53 箇所
●地すべり防止施設の整備
1 箇所
●土砂災害防止法に基づく
基礎調査 9,400 箇所（2019
年度まで）

建設局 砂防課

・土石流対策施設
の整備　7箇所
・急傾斜地崩壊防
止施設の整備　4箇
所
・地すべり防止施設
の整備　0箇所
・土砂災害防止法に
基づく基礎調査の
実施　1,401箇所

・土石流対策施設
の整備　5箇所
・急傾斜地崩壊防
止施設の整備　4箇
所
・地すべり防止施設
の整備　0箇所
・土砂災害防止法に
基づく基礎調査の
実施　1,335箇所

・土石流対策施設
の整備　7箇所
・急傾斜地崩壊防
止施設の整備　3箇
所
・地すべり防止施設
の整備　0箇所
・土砂災害防止法に
基づく基礎調査の
実施 　2,568箇所

・土石流対策施設
の整備　7箇所
・急傾斜地崩壊防
止施設の整備　2箇
所
・地すべり防止施設
の整備　0箇所
・土砂災害防止法に
基づく基礎調査の
実施 　2,743箇所

・土石流対策施設
の整備　7箇所
・急傾斜地崩壊防
止施設の整備　5箇
所
・地すべり防止施設
の整備　1箇所
・土砂災害防止法に
基づく基礎調査の
実施 　1,353箇所

・土石流対策施設
の整備　4箇所
・急傾斜地崩壊防
止施設の整備　2箇
所

・土石流対策施設
の整備　3箇所
・急傾斜地崩壊防
止施設の整備　5箇
所

・土石流対策施設
の整備　6箇所
・急傾斜地崩壊防
止施設の整備　6箇
所

・土石流対策施設
の整備　4箇所
・急傾斜地崩壊防
止施設の整備8箇
所

1 4 1 土砂災害対策の推進 ★ 記載なし
建築局

公共建築部
住宅計画課 ・実績無し ・実績無し ・実績無し ・実績無し ・実績無し ・実績無し

・民間住宅・建築物
の土砂災害対策改
修補助　4棟

1 4 2 山地災害対策の推進
●地域森林計画区の山地災
害危険区域内における治山
施設の整備 108 箇所

農林基盤局
林務部

森林保全課
・治山施設の整備
12箇所

・治山施設の整備
10箇所

・治山施設の整備
12箇所

・治山施設の整備
12箇所

治山施設の整備
12箇所

治山施設の整備
12箇所

・治山施設の整備
12箇所

・治山施設の整備
12箇所

・治山施設の整備
12箇所

1 4 3
農業用ため池の耐震診断の
実施

●251箇所
農林基盤局

農地部
農地計画課

・農業用ため池の耐
震診断　49箇所

・農業用ため池の耐
震診断　66箇所

・農業用ため池の耐
震診断　33箇所

・農業用ため池の耐
震診断　2箇所

・農業用ため池の耐
震診断　4箇所

・農業用ため池の耐
震診断　44箇所

・農業用ため池の耐
震診断　71箇所

・農業用ため池の耐
震診断　30箇所

・農業用ため池の耐
震診断　36箇所

1 4 4
農業用ため池の整備の推進
★

●130箇所
農林基盤局

農地部
農地整備課

・農業用ため池の整
備　5箇所

・農業用ため池の整
備　18箇所

・農業用ため池の整
備　21箇所

・農業用ため池の整
備　13箇所

農業用ため池の整
備　12箇所

農業用ため池の整
備　15箇所

農業用ため池の整
備　15箇所

農業用ため池の整
備　14箇所

農業用ため池の整
備　23箇所

1 4 5
農業用ため池のハザード
マップ作成 ★

●385箇所（2020年度まで）
農林基盤局

農地部
農地計画課

・農業用ため池のハ
ザードマップ作成
50箇所

・農業用ため池のハ
ザードマップ作成
61箇所

・農業用ため池のハ
ザードマップ作成
52箇所

・農業用ため池のハ
ザードマップ作成　1
箇所

・農業用ため池のハ
ザードマップ作成
122箇所

・農業用ため池のハ
ザードマップ作成
27箇所

・農業用ため池のハ
ザードマップ作成
67箇所

・農業用ため池のハ
ザードマップ作成　9
箇所

・農業用ため池のハ
ザードマップ作成　3
箇所

1 4 6
基幹的農業水利施設の耐震
化等の推進

●基幹的農業水利施設の耐
震化 48.9ｋｍ（県営）
●大規模農業水利施設の耐
震化 着工5地区（うち完了2
地区）（国・機構営）

農林基盤局
農地部

農地計画課
農地整備課

・基幹的農業水利
施設の耐震化（県
営）　0.4km
・大規模農業水利
施設の耐震化（国・
機構営）　着工4地
区

・基幹的農業水利
施設の耐震化（県
営）　1.4km
・大規模農業水利
施設の耐震化（国・
機構営）　4地区

・基幹的農業水利
施設の耐震化（県
営）　0.8km
・大規模農業水利
施設の耐震化（国・
機構営）　4地区

・基幹的農業水利
施設の耐震化（県
営）　4.4km
・大規模農業水利
施設の耐震化（国・
機構営）　5地区

・基幹的農業水利
施設の耐震化(県
営)
4.2km
・大規模農業水利
施設の耐震化(国・
機構営)　5地区

・基幹的農業水利
施設の耐震化（県
営）　3.7km
・大規模農業水利
施設の耐震化（国・
機構営）　5地区

・基幹的農業水利
施設の耐震化（県
営）　4.2km
・大規模農業水利
施設の耐震化（国・
機構営）　5地区

・基幹的農業水利
施設の耐震化（県
営）　2.5km
・大規模農業水利
施設の耐震化（国・
機構営）　6地区（う
ち完了1地区）

・基幹的農業水利
施設の耐震化（県
営）　3.6km
・大規模農業水利
施設の耐震化（国・
機構営）6地区（うち
完了1地区）

1 4 7
大規模盛土造成地における
宅地の耐震化の促進 ★

●大規模盛土造成地分布図
の公表率100％
※2018年8月改訂時に目標等
を修正

建築局 建築指導課
・大規模盛土変動
予測調査（東浦町）

・大規模盛土変動
予測調査（東浦町）

・大規模盛土造成
地分布図のとりまと
め・公表（常滑市）
（公表率81.5％）

・大規模盛土造成
地分布図のとりまと
め・公表（知多市、
阿久比町）
（公表率87.0%）

・大規模盛土造成
地分布図の公表
（刈谷市、豊明市、
蒲郡市、犬山市、小
牧市、半田市、東海
市）（公表率100%）
・市町村事業（変動
予測調査）の支援

・市町村事業（変動
予測調査）の支援

・市町村事業（変動
予測調査）の支援

・市町村事業（変動
予測調査）の支援

・市町村事業の支
援

1 4 8 亜炭鉱跡地対策の促進 記載なし
経済産業局

産業部
産業振興課

・国への統一要請に
て要請済み

・国への統一要請に
て要請済み

・国への統一要請に
て要請済み

・国への統一要請に
て要請済み

・国への統一要請に
て要請済み

・国への統一要請に
て要請済み

・国への統一要請に
て要請済み

・国への統一要請に
て要請済み

・国への要請

1 4 9 地盤沈下防止対策の推進

●水準測量調査等の実施及
び調査結果の公表 1 回/年
●尾張地域の地下水揚水量
49 万㎥／日以下
●尾張地域地下水保全対策
協議会に対しての連絡調整
1 回/年（～2017年度）
※2018年8月改訂時に目標等
を削除

環境局
環境政策部

水大気環境課

・水準測量調査、地
下水位調査等の実
施及び調査結果の
公表（8月）を実施
・尾張地域の地下
水揚水量 29万㎡/
日(2014年度）
・地下水揚水の規
制、尾張地域地下
水保全対策協議会
に対しての連絡調
整1回（5月）を実施

・水準測量調査、地
下水位調査等の実
施及び調査結果の
公表（8月）を実施
・尾張地域の地下
水揚水量 29万㎥/
日(2015年度）
・地下水揚水の規
制、尾張地域地下
水保全対策協議会
に対しての連絡調
整1回（5月）を実施

・水準測量調査、地
下水位調査等の実
施及び調査結果の
公表（8月）を実施
・尾張地域の地下
水揚水量 28万㎥/
日(2016年度）
・地下水揚水の規
制、尾張地域地下
水保全対策協議会
に対しての連絡調
整1回（6月）を実施

・水準測量調査、地
下水位調査等の実
施及び調査結果の
公表（8月）を実施
・尾張地域の地下
水揚水量 28万㎥/
日(2017年度）
・地下水揚水の規
制、尾張地域地下
水保全対策協議会
に対しての連絡調
整1回（5月）を実施

・水準測量調査、地
下水位調査等の実
施及び調査結果の
公表（8月）を実施
・尾張地域の地下
水揚水量 28万㎥/
日(2018年度）
・地下水揚水の規
制、尾張地域地下
水保全対策協議会
に対しての連絡調
整1回（5月）を実施

・水準測量調査、地
下水位調査等の実
施及び調査結果の
公表（8月）を実施
・尾張地域の地下
水揚水量 27万㎥/
日(2019年度）
・地下水揚水の規
制、尾張工業用水
道協同組合に対し
ての連絡調整を実
施

・水準測量調査、地
下水位調査等の実
施及び調査結果の
公表（8月）を実施
・尾張地域の地下
水揚水量 27万㎥/
日(2020年度）
・地下水揚水の規
制、尾張工業用水
道協同組合に対し
ての連絡調整を実
施

・水準測量調査、地
下水位調査等の実
施及び調査結果の
公表（8月）を実施
・尾張地域の地下
水揚水量 26万㎥/
日(2021年度）
・地下水揚水の規
制、尾張工業用水
道協同組合に対し
ての連絡調整を実
施

・地下水揚水の規
制を実施するととも
に、地盤沈下等の
状況を継続的に調
査･把握

2017年度 新規取組を追加
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

1 5 1
必要水量を確保するための
実効性のある計画作成の促
進

●計画の策定率 100％
（2019年度まで）

保健医療局
生活衛生部

生活衛生課 ・計画策定率 63％ ・計画策定率 67％ ・計画策定率87％ 計画策定率89％ 計画策定率100％ 計画策定率100％ 計画策定率100％ 計画策定率100％

・計画策定後の実
効性の検証や、計
画の見直しを随時
行うよう指導

1 6 1 緊急交通路の確保 記載なし 警察本部 交通規制課
・交通規制計画の
随時見直しを実施

・交通規制計画の
見直し

・交通規制計画の
見直し

・交通規制計画の
随時見直し

・交通規制計画の
随時見直し

・交通規制計画の
随時見直し

・交通規制計画の
随時見直し

・交通規制計画の
随時見直し

・交通規制計画の
随時見直し

1 6 2 交通管制施設の整備の推進 記載なし 警察本部 交通規制課
・交通管制施設の
整備

・交通管制施設の
整備

・交通管制施設の
整備

・交通管制施設の
整備

・施設の整備 ・施設の整備 ・施設の整備 ・施設の整備 ・施設の整備

1 6 3
交通対策資機材の整備の推
進

記載なし 警察本部 交通規制課
・交通対策資機材
の整備

・交通対策資機材
の整備

・交通対策資機材
の整備

・交通対策資機材
の整備

・交通対策資機材
の整備

・交通対策資機材
の整備

・交通対策資機材
の整備

・交通対策資機材
の整備

・交通対策資機材
の整備

1 7 1
災害応急活動を実施するた
めの石油燃料の確保

記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課

・災害応急活動に従
事する緊急通行車
両等の燃料確保

・災害応急活動に従
事する緊急通行車
両等の燃料確保

・災害応急活動に従
事する緊急通行車
両等の燃料確保

・災害応急活動に従
事する緊急通行車
両等の燃料確保

・災害応急活動に従
事する緊急通行車
両等の燃料確保

・災害応急活動に従
事する緊急通行車
両等の燃料確保

・災害応急活動に従
事する緊急通行車
両等の燃料確保

・災害応急活動に従
事する緊急通行車
両等の燃料確保

・災害応急活動に従
事する緊急通行車
両等の燃料確保

1 7 2
防災拠点の機能を維持する
ための石油燃料の確保

記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課

・石油連盟との情報
共有を積極的に実
施

・石油連盟との情報
共有を積極的に実
施
・石油連盟実施の
訓練に参加

・石油連盟との情報
共有を積極的に実
施
・石油連盟実施の
訓練に参加

・石油連盟との情報
共有を積極的に実
施
・石油連盟実施の
訓練に参加

・石油連盟との情報
共有を積極的に実
施
・石油連盟実施の
訓練に参加

・石油連盟との情報
共有を積極的に実
施
・石油連盟実施の
訓練に参加

・石油連盟との情報
共有を積極的に実
施
・石油連盟実施の
訓練に参加

・石油連盟との情報
共有を積極的に実
施
・石油連盟実施の
訓練に参加

・石油連盟との情報
共有を積極的に実
施

1 7 3
警察・消防車両等の石油燃
料の確保

記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課

・中核給油所に災害
時の燃料を確保

・中核給油所に災害
時の燃料を確保

・中核給油所に災害
時の燃料を確保

・中核給油所に災害
時の燃料を確保

・中核給油所に災害
時の燃料を確保

・中核給油所に災害
時の燃料を確保

・中核給油所に災害
時の燃料を確保

・中核給油所に災害
時の燃料を確保

・中核給油所に災害
時の燃料を確保

1 7 4
重要施設への電力の臨時供
給のための体制整備

記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課

・災害時に電力の臨
時供給が必要とな
る重要施設のリスト
化に向けた関係機
関との調整・検討

・災害時に電力の臨
時供給が必要とな
る重要施設のリスト
化に向けた関係機
関との調整・検討

・災害時に電力の臨
時供給が必要とな
る重要施設のリスト
化に向けた関係機
関との調整・検討

・災害時に電力の臨
時供給が必要とな
る重要施設のリスト
化に向けた関係機
関との調整・検討

・災害時に電力の臨
時供給が必要とな
る重要施設のリスト
化に向けた関係機
関との調整・検討

・災害時に電力の臨
時供給が必要とな
る重要施設のリスト
化に向けた関係機
関との調整・検討

1 7 5
広域的に発生する停電や通
信障害に対する早期復旧体
制の整備

記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課 ・連絡会議の開催 ・連絡会議の開催

1 8 1
石油コンビナート泡消火薬剤
の整備の推進

●泡消火薬剤の更新 5.0kℓ
程度/年

防災安全局
防災部

消防保安課
・合成界面活性系
の泡消火薬剤の更
新　6.2kl

・合成界面活性系
の泡消火薬剤の更
新　5.3kl

・合成界面活性系
の泡消火薬剤の更
新　4.4kl

・合成界面活性系
の泡消火薬剤の更
新5.5kl

・合成界面活性系
の泡消火薬剤の更
新4.4kl

・合成界面活性系
の泡消火薬剤の更
新4.8kl

・合成界面活性系
の泡消火薬剤の更
新4.34kl

・泡消火薬剤の更
新15.0kl

・泡消火薬剤の更
新

1 8 2
石油コンビナート等防災訓練
の実施

●防災訓練の実施 1 回/年
防災安全局

防災部
消防保安課

・石油コンビナート
等防災訓練の実施
1回

・石油コンビナート
等防災訓練の実施
1回

・石油コンビナート
等防災訓練の実施
1回

・石油コンビナート
等防災訓練の実施
1回

・石油コンビナート
等防災訓練の実施
1回

新型コロナによる中
止

・石油コンビナート
等防災訓練の実施
1回

・石油コンビナート
等防災訓練の実施
1回

・石油コンビナート
等防災訓練の実施

1 8 3
高圧ガス等の事業所の防災
対策の促進

●講習会の開催 電気 5 回/
年、火薬 5 回/年、高圧ガス
8 回/年

防災安全局
防災部

消防保安課
産業保安室

・講習会の開催 電
気 5回、火薬 5回、
高圧ガス 5回

・講習会の開催 電
気 5回、火薬 5回、
高圧ガス 7回

・講習会の開催 電
気 5回、火薬 2回
（権限移譲先につい
ては移譲先で個々
に実施）、高圧ガス
7回

・講習会の開催 電
気 4回、火薬 2回
（権限移譲先につい
ては移譲先で個々
に実施）、高圧ガス
7回

・講習会の開催 電
気 5回、火薬 2回、
高圧ガス6回

・講習会の開催 電
気0回、火薬 1回、
高圧ガス1回

・講習会の開催　0
回（新型コロナによ
る中止）
・電気・火薬
電気0回、火薬2回

・講習会の開催 電
気6回、火薬2回、高
圧ガス9回

・講習会の開催 電
気6回、火薬2回、高
圧ガス8回

1 8 4
特定製造事業所の高圧ガス
設備の耐震化の促進

記載なし
防災安全局

防災部
消防保安課
産業保安室

・高圧ガス設備等耐
震設計基準（2014
年1月施行）により
評価を行い、不適合
が認められた設備
については貯蔵量
を減らす等の指導を
行った結果、すべて
の設備が基準に適
合していることを確
認

（事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了）

1 8 5
毒物劇物製造所等の地震防
災応急体制の確立の指導

●立入検査 15 件程度/年
保健医療局
生活衛生部

医薬安全課

・毒物劇物大量保
管施設15施設に立
入調査を行い、地震
防災応急計画を確
認

・立入検査　20件 ・立入検査15件 ・立入検査16件 ・立入検査17件 立入検査11件

・調査票を15施設に
送付し、うち6施設
へ立ち入検査を実
施

・調査票を15施設に
送付し、うち8施設
へ立入検査を実施

・立入検査15件程
度

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加

2018年8月 アクション項目新規追加
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

1 8 6
有害化学物質の流出等防止
対策の指導

記載なし
環境局

環境政策部
環境活動推進課
水大気環境課

・有害化学物質使
用工場等への立入
検査時に、事故時
の措置の徹底等を
指導

・有害化学物質使
用工場等への立入
検査時に、事故時
の措置の徹底等を
指導

・有害化学物質使
用工場等への立入
検査時に、事故時
の措置の徹底等を
指導

・有害化学物質使
用工場等への立入
検査時に、事故時
の措置の徹底等を
指導

・有害化学物質使
用工場等への立入
検査時に、事故時
の措置の徹底等を
指導

・有害化学物質使
用工場等への立入
検査時に、事故時
の措置の徹底等を
指導

・有害化学物質使
用工場等への立入
検査時に、事故時
の措置の徹底等を
指導

・有害化学物質使
用工場等への立入
検査時に、事故時
の措置の徹底等を
指導

・有害化学物質使
用工場等への立入
検査時に、事故時
の措置の徹底等を
指導

1 8 7 石綿飛散防止対策の周知
●解体工事現場立入検査
400 件程度/年

環境局
環境政策部

水大気環境課

・立入検査の機会に
国のマニュアルに従
い工事を行うよう指
導  約340現場

・立入検査の機会に
国のマニュアルに従
い工事を行うよう指
導  約390現場

・立入検査の機会に
国のマニュアルに従
い工事を行うよう指
導　約460現場

・立入検査の機会に
国のマニュアルに従
い工事を行うよう指
導　約610現場
・県職員、市町村職
員、施設管理者向
けに災害時の石綿
飛散等防止に係る
応急対応講習会を
開催

・立入検査の機会に
国のマニュアルに従
い工事を行うよう指
導　約550現場

・立入検査の機会に
国のマニュアルに従
い工事を行うよう指
導　約340現場

・立入検査の機会に
国のマニュアルに従
い工事を行うよう指
導 約360現場

・立入検査の機会に
国のマニュアルに従
い工事を行うよう指
導　約470現場

・立入検査の機会に
国のマニュアルに従
い工事を行うよう指
導

1 8 8
産業廃棄物飛散流出等防止
対策の指導

記載なし 環境局
資源循環推進課

廃棄物監視指導室

・立入検査の都度
飛散、流出、地下浸
透及び悪臭の発散
の防止措置の徹底
を指導

・立入検査の都度
飛散、流出、地下浸
透及び悪臭の発散
の防止措置の徹底
を指導

・立入検査の都度
飛散、流出、地下浸
透及び悪臭の発散
の防止措置の徹底
を指導

・立入検査の都度
飛散、流出、地下浸
透及び悪臭の発散
の防止措置の徹底
を指導

・立入検査の都度
飛散、流出、地下浸
透及び悪臭の発散
の防止措置の徹底
を指導

・立入検査の都度
飛散、流出、地下浸
透及び悪臭の発散
の防止措置の徹底
を指導

・立入検査の都度
飛散、流出、地下浸
透及び悪臭の発散
の防止措置の徹底
を指導

・立入検査の都度
飛散、流出、地下浸
透及び悪臭の発散
の防止措置の徹底
を指導

・立入検査の都度
飛散、流出、地下浸
透及び悪臭の発散
の防止措置の徹底
を指導

1 8 9
ＰＣＢ廃棄物の適正処理によ
る流出リスクの軽減

●高濃度PCB変圧器・コンデ
ンサー等の処理の進捗率
100%（2022年度）
●高濃度PCB安定器及び汚
染物等の処理の進捗率100%
（2021年度）
●県有施設で保管している
高濃度PCB廃棄物の処理完
了（2021年度）

環境局
資源循環推進課

廃棄物監視指導室
・コンデンサー21台
の処理

 ・コンデンサー10台
の処理
 ・ＰＣＢ油25個の処
理
 ・安定器2,943kgの
処理

・高濃度PCB廃棄物
処理
 コンデンサー２台
 ＰＣＢ油11個
 保管容器3個
 安定器14,056kg

・高濃度PCB廃棄物
処理
  安定器等
11,848kg

・高濃度PCB廃棄物
処理
  保管容器　　 4個
  安定器等
12,752kg

・高濃度PCB廃棄物
処理（処理完了）
  コンデンサー類　３
台
　ＰＣＢ油　20個
  安定器等　829kg

・低濃度PCB廃棄物
処理
小型コンデンサー
186kg

・事業者に対する期
限内処理の指導等

・事業者に対する期
限内処理の指導等

1 9 1
安全かつ円滑な航空消防防
災活動の推進

●防災ヘリコプター「わか
しゃち」の更新
●ヘリコプターテレビ電送シ
ステム（地上設備を含む）の
更新

防災安全局
防災部

消防保安課
・入札の実施
・業者の決定

・「わかしゃち」更新
に伴う新資機材の
検討及び検証

・機体納入（5月26
日)
・運航開始（7月1
日）

緊急運航　42件
訓練等　 180件

緊急運航　30件
訓練等　 109件

緊急運航　43件
訓練等　 205件

緊急運航　54件
訓練等　 208件

緊急運航　0件
訓練等　95件

・適正管理

1 9 2 防災航空隊の充実強化

●防災航空隊が使用する消
防用のアナログ150MHz 帯
無線設備を、デジタル
260MHz 帯設備に変更
●研修会、訓練等を通じて、
ヘリコプターを運用する岐阜
県、静岡県、三重県、名古屋
市、愛知県警察、海上保安
庁等との連携を推進
●夜間訓練、様々な状況を
想定した訓練、他の防災関
係機関又は医療機関と連携
した訓練等の実施
●名古屋飛行場内又は周辺
の関係事業者との協定など
により、ヘリベースとして必
要な運航支援、整備、食糧、
宿泊等の機能を確保

防災安全局
防災部

消防保安課

・防災航空隊が使
用する消防用のア
ナログ150MHz 帯無
線設備を、デジタル
260MHz 帯設備に
変更
・研修会、訓練等を
通じて、ヘリコプター
を運用する岐阜県、
三重県、名古屋市、
愛知県警察、海上
保安庁等との連携
を推進
・夜間訓練、様々な
状況を想定した訓
練、他の防災関係
機関又は医療機関
と連携した訓練等の
実施

・各消防本部への
出張講習会を実施
し、防災ヘリコプ
ターの効率的な要
請や理解を深め、
連携を図ることを実
施
・研修会、訓練等を
通じて、ヘリコプター
を運用する岐阜県、
三重県、名古屋市、
愛知県警察、海上
保安庁等との連携
を推進
・夜間訓練、様々な
状況を想定した訓
練、他の防災関係
機関又は医療機関
と連携した訓練等の
実施

・各消防本部への
出張講習会を実施
し、防災ヘリコプ
ターの効率的な要
請や理解を深め、
連携を図ることを実
施
・研修会、訓練等を
通じて、ヘリコプター
を運用する岐阜県、
三重県、名古屋市、
愛知県警察、海上
保安庁等との連携
を推進
・夜間訓練、様々な
状況を想定した訓
練、他の防災関係
機関又は医療機関
と連携した訓練等の
実施

・各消防本部への
出張講習会を実施
し、防災ヘリコプ
ターの効率的な要
請や理解を深め、
連携をはかることを
実施
・研修会、訓練等を
通じて、ヘリコプター
を運用する岐阜県、
三重県、名古屋市、
愛知県警察、海上
保安庁等との連携
を推進
・夜間訓練、様々な
状況を想定した訓
練、他の防災関係
機関又は医療機関
と連携した訓練等の
実施

・各消防本部への
出張講習会を実施
し、防災ヘリコプ
ターの効率的な要
請や理解を深め、
連携をはかることを
実施
・研修会、訓練等を
通じて、ヘリコプター
を運用する岐阜県、
三重県、名古屋市、
愛知県警察、海上
保安庁等との連携
を推進
・夜間訓練、様々な
状況を想定した訓
練、他の防災関係
機関又は医療機関
と連携した訓練等の
実施

・各消防本部への
出張講習会を実施
し、防災ヘリコプ
ターの効率的な要
請や理解を深め、
連携をはかることを
実施
・研修会、訓練等を
通じて、ヘリコプター
を運用する岐阜県、
三重県、名古屋市、
愛知県警察、海上
保安庁等との連携
を推進
・夜間訓練、様々な
状況を想定した訓
練、他の防災関係
機関又は医療機関
と連携した訓練等の
実施

・各消防本部への
出張講習会を実施
し、防災ヘリコプ
ターの効率的な要
請や理解を深め、
連携をはかることを
実施
・研修会、訓練等を
通じて、ヘリコプター
を運用する岐阜県、
三重県、名古屋市、
愛知県警察、海上
保安庁等との連携
を推進
・夜間訓練、様々な
状況を想定した訓
練、他の防災関係
機関又は医療機関
と連携した訓練等の
実施

・各消防本部への
出張講習会を実施
し、防災ヘリコプ
ターの効率的な要
請や理解を深め、
連携をはかることを
実施
・研修会、訓練等を
通じて、ヘリコプター
を運用する岐阜県、
三重県、愛知県警
察、海上保安庁等と
の連携を推進
・夜間訓練、様々な
状況を想定した訓
練、他の防災関係
機関又は医療機関
と連携した訓練等の
実施
・防災ヘリコプター
の名古屋市への運
航委託により、2機
種3機体制での運用
を実施。

・防災ヘリコプター
の適切な維持管
理、安全かつ円滑
な運航、装備品の
更新、訓練の充実、
関係機関との連携
の推進等
・夜間訓練、各市消
防本部との連携訓
練、緊急消防援助
隊の受け入れ等、
様々な状況を想定
した訓練、他県の防
災関係機関又は医
療機関と連携した訓
練等の実施
・防災ヘリコプター
の名古屋市への運
航委託

1 9 3
緊急消防援助隊の受援体制
の強化

●緊急消防援助隊受援計画
の見直し
●県内全消防本部と防災関
係機関との合同訓練の実施
1 回/年
●他県と連携した合同訓練
の実施

防災安全局
防災部

消防保安課

・受援計画及び応援
計画の一部改正
・県合同訓練 1 回
・中部ブロック合同
訓練及び全国合同
訓練各1回

・受援計画及び応援
計画の一部改正
・県合同訓練 1 回
・中部ブロック合同
訓練1回

・受援計画及び応援
計画の一部改正
・県合同訓練１回
・中部ブロック合同
訓練１回

・緊急消防援助隊
受援計画の見直し
・県内全消防本部と
防災関係機関との
合同訓練の実施

・緊急消防援助隊
受援計画の見直し
・県内全消防本部と
防災関係機関との
合同訓練の実施

・緊急消防援助隊
受援計画の見直し
・県内全消防本部と
防災関係機関との
合同訓練の実施

・緊急消防援助隊
受援計画の見直し
・県内全消防本部と
防災関係機関との
合同訓練の実施

・緊急消防援助隊
受援計画の見直し
・県内全消防本部と
防災関係機関との
合同訓練の実施
・中部ブロック合同
訓練1回

・緊急消防援助隊
受援計画の見直し
・県内全消防本部と
防災関係機関との
合同訓練の実施
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

1 9 4
救助活動を行う県内消防本
部職員の災害対応力の強化

●外傷・災害対応講習の受
講者 100 人/年

防災安全局
防災部

消防保安課
・外傷・災害対応講
習受講者 92人

・外傷・災害対応講
習受講者 98人

・外傷・災害対応講
習受講者　100人

・外傷・災害対応講
習受講者　104人

・外傷・災害対応講
習　受講者 　109人

・新型コロナによる
中止

・県内消防本部の
指揮隊、警防隊、救
助隊、救急隊員に
対する外傷・災害対
応講習の実施（受
講者24名）

・県内消防本部の
指揮隊、救助隊、救
急隊員に対する外
傷・災害対応講習
の実施（受講者２４
名）

・県内消防本部の
指揮隊、救助隊、救
急隊員に対する外
傷・災害対応講習
の実施

1 9 5
救急救命士の処置範囲拡大
に係る講習の実施

●処置拡大救急救命士の養
成 900 人

防災安全局
防災部

消防保安課
・処置拡大救急救
命士の養成412人

・処置拡大救急救
命士の養成131人

・処置拡大救急救
命士の養成49人

・処置拡大救急救
命士の養成49人

・処置拡大救急救
命士の養成88人

・実施なし
・処置拡大救急救
命士の養成 15人

（事業完了） （事業完了）

1 9 6
救出救助資機材等の整備の
推進

記載なし 警察本部 警備第二課
・救出救助資機材
の整備

・救出救助資機材
の整備

・救出救助資機材
の整備

・救出救助資機材
の整備

・救出救助資機材
の整備

・救出救助資機材
の整備

・救出救助資機材
の整備

・救出救助資機材
の整備

・救出救助資機材
の整備

1 9 7
救出救助を担う機関との連
携強化

記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課

・救出救助活動を担
う防災関係機関及
び同活動を支援す
る民間団体との合
同訓練を実施（1回）

救出救助活動を担
う防災関係機関及
び同活動を支援す
る民間団体との合
同訓練を実施（1回）

・救出救助活動を担
う防災関係機関及
び同活動を支援す
る民間団体との合
同訓練を実施（1回）

・訓練の実施　1回
（ただし、民間団体
は不参加）

・訓練の実施1回（た
だし、民間団体は不
参加）

・訓練の実施１回(た
だし、民間団体は不
参加)

・訓練の実施１回程
度

1 10 1
災害医療調整機能の強化
★

●医療救護活動計画の策定
●災害医療調整本部、地域
災害医療対策会議に係る訓
練の実施 1 回/年

保健医療局
健康医務部

医務課

・医療救護活動計
画の策定
・災害医療調整本
部運用訓練の実施
（2015年7月9日）

・災害医療調整本
部運用訓練の実施
（2016年8月6日）

・災害医療調整本
部運用訓練の実施
（2018年1月21日）

・災害医療調整本
部運用訓練の実施
（2019年2月3日）

 ・保健医療調整本
部運用訓練の実施
（2020年1月26日）

 ・保健医療調整本
部運用訓練の実施
（2021年1月27日）

・南海トラフ地震時
医療活動訓練の実
施（2022年1月13
日）

・大規模地震時医
療活動訓練
（2022年10月1日）

・訓練の実施
・会議・研修等の実
施
・資機材の整備、維
持管理等

1 10 2
災害医療活動に係る情報収
集・連絡体制の確保

●研修・訓練の実施 4 回以
上/年

保健医療局
健康医務部

医務課
・医師会無線訓練8
回

・医師会無線訓練8
回

・医師会無線訓練8
回

・医師会無線訓練8
回

・医師会無線訓練9
回
・ＥＭＩＳ操作研修実
施（2020年1月20
日）

・医師会無線訓練9
回

・医師会無線訓練9
回

・広域災害・救急医
療情報システムＥＭ
ＩＳ入力訓練（12回）
・大規模地震時医
療活動訓練
（2022年10月1日）

・広域災害救急医
療情報システムの
運営
・研修・訓練の実施

1 10 3
広域医療搬送体制の確立
★

●訓練の実施 1 回/年
保健医療局
健康医務部

医務課

・広域搬送拠点臨
時医療施設（ＳＣＵ）
訓練実施（2016年2
月8日）

・大規模地震時医
療活動訓練実施
（2016年8月6日）

・大規模地震時医
療活動訓練実施
（2017年7月29日）

・大規模地震時医
療活動訓練実施
（2018年8月4日）

・大規模地震時医
療活動訓練実施
（2019年9月7日）

・南海トラフ地震時
保健医療活動訓練
実施（2021年1月27
日）

・南海トラフ地震時
医療活動訓練の実
施（2022年1月13
日）

・大規模地震時医
療活動訓練
（2022年10月1日）

・訓練の実施
・会議・研修等の実
施
・資機材の整備、維
持管理等
・ドクターヘリの運営

1 10 4
災害拠点病院等の機能の強
化 ★

●2013年4月から適用の新
たな要件を満たす災害拠点
病院数 36 病院
●BCPの考え方に基づいた
災害対策マニュアルを策定し
ている災害拠点病院数　す
べての災害拠点病院（35病
院）（2018年度～）
※2018年8月改訂時に目標等
を追加

保健医療局
健康医務部

医務課

・災害拠点病院の
機能強化への補助
(安城更生病院始め
2病院)
・新たな要件を満た
す災害拠点病院数
26病院

・災害拠点病院の
機能強化への補助
(豊橋医療センター
始め3病院)
・新たな要件を満た
す災害拠点病院数
26病院

・災害拠点病院の
機能強化への補助
(安城更生病院始め
4病院)
・新たな要件（2017
年3月31日に追加）
を満たす災害拠点
病院数 15病院

・災害拠点病院の
機能強化への補助
(藤田医科大学病
院)
・新たな要件（2017
年3月31日に追加）
を満たす災害拠点
病院数 35病院
・BCPの考え方に基
づいた災害対策マ
ニュアルを策定して
いる災害拠点病院
数　35病院

・災害拠点病院の
機能強化への補助
(名古屋第二赤十字
病院、海南病院）
・新たな要件（2019
年7月17日に追加）
を満たす災害拠点
病院数 35病院
・BCPの考え方に基
づいた災害対策マ
ニュアルを策定して
いる災害拠点病院
数　35病院

・災害拠点病院の
耐震化状況の調
査・指導(2020年9
月)
・新たな要件（2019
年7月17日に追加）
を満たす災害拠点
病院数 35病院
・ＢCPの考え方に基
づいた災害対策マ
ニュアルを策定して
いる災害拠点病院
数　35病院

・災害拠点病院の
耐震化状況の調
査・指導(2021年9
月)
・新たな要件（2019
年7月17日に追加）
を満たす災害拠点
病院数 35病院
・ＢCPの考え方に基
づいた災害対策マ
ニュアルを策定して
いる災害拠点病院
数　35病院

・災害拠点病院の
機能強化（非常用
発電機整備）への
補助（1病院）
・新たな要件（2019
年7月17日に追加）
を満たす災害拠点
病院数 36病院
・ＢCPの考え方に基
づいた災害対策マ
ニュアルを策定して
いる災害拠点病院
数　36病院

・災害拠点病院の
機能強化への補助

1 10 5
市町村水道施設(災害拠点
病院へ至る配水管)の耐震
化の促進

●災害拠点病院へ供給する
配水管の耐震化率 100％

保健医療局
生活衛生部

生活衛生課

・耐震化率37％
※耐震適合管含む
（2016年3月末時
点）

・耐震化率43％
※耐震適合管含む
（2017年3月末時
点）

・耐震化率46％
※耐震適合管含む
（2018年3月末時
点）

・耐震化率46％
※耐震適合管含む
（2018年3月末時
点）

耐震化率46％
※耐震適合管含む
（2020年3月末時
点）

耐震化率51％
※耐震適合管含む
（2021年3月31日時
点）

耐震化率51％
※耐震適合管含む
（2022年3月31日時
点）

耐震化率56％
※耐震適合管含む
（2023年3月31日時
点）

・市町村水道施設
(災害拠点病院へ至
る配水管)の耐震化
の促進

1 10 6
市町村水道施設(災害拠点
病院へ至る配水池)の耐震
化の促進

●災害拠点病院へ供給する
配水池の耐震化率 100％

保健医療局
生活衛生部

生活衛生課
・耐震化率86％
（2016年3月末時
点）

・耐震化率86％
（2017年3月末時
点）

・耐震化率86％
（2018年3月末時
点）

耐震化率86％
（2019年3月末時
点）

耐震化率86％
（2020年3月末時
点）

耐震化率91％
（2021年3月31日時
点）

耐震化率91％
（2022年3月31日時
点）

耐震化率92％
（2023年3月31日時
点）

・市町村水道施設
(災害拠点病院へ供
給する配水池)の耐
震化の促進

2017年3月 アクション項目新規追加
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

1 10 7
災害時の医薬品等安定供給
確保体制の整備 ★

●災害時医薬品等（医薬品
68 品目、医療機器11 品目、
衛生材料39 品目）の備蓄
●医薬品搬送等訓練の実施
1 回/年

保健医療局
生活衛生部

医薬安全課

・災害時医薬品等
（医薬品68 品目、
医療機器11 品目、
衛生材料39 品目）
の備蓄
・医薬品搬送等訓
練の実施 1 回

・災害時医薬品等
（医薬品68 品目、
医療機器11 品目、
衛生材料39 品目）
の備蓄
・医薬品等供給情
報伝達訓練 1 回

・災害時医薬品等
（医薬品68 品目、
医療機器11 品目、
衛生材料39 品目）
の備蓄
・医薬品等供給情
報伝達訓練 1 回

・災害時医薬品等
（医薬品68 品目、
医療機器11 品目、
衛生材料39 品目）
の備蓄
・医薬品等供給情
報伝達訓練 1 回

・災害時医薬品等
（医薬品68 品目、
医療機器11 品目、
衛生材料39 品目）
の備蓄
・医薬品等供給情
報伝達訓練 1 回

・災害時医薬品等
（医薬品68 品目、
医療機器11 品目、
衛生材料39 品目）
の備蓄
・医薬品等供給情
報伝達訓練 1 回

・災害時医薬品等
（医薬品68 品目、
医療機器11 品目、
衛生材料39 品目）
の備蓄
・医薬品等供給情
報伝達訓練 1 回

・災害時医薬品等
（医薬品68 品目、
医療機器11 品目、
衛生材料39 品目）
の備蓄
・医薬品等供給情
報伝達訓練 1 回

・災害時医薬品等
の備蓄及び医薬品
搬送訓練の実施

1 10 8 DMATの活動体制の確保 ★ ●DMATの編成数　84チーム
保健医療局
健康医務部

医務課

・南海トラフ地震時
医療活動訓練実施
（2019年2月3日）
・愛知ＤＭＡＴ隊員
養成研修実施
（2019年2月16日、
17日）
・DMATの編成数
　74チーム
（2018年4月1日）

・南海トラフ地震時
医療活動訓練実施
（2020年1月26日）
・DMATの編成数
　66チーム
（2019年4月1日）

・南海トラフ地震時
保健医療活動訓練
実施（2021年1月27
日）
・DMATの編成数
　80チーム
（2020年4月1日）

・南海トラフ地震時
医療活動訓練の実
施（2022年1月13
日）
・DMATの編成数
　73チーム
（2021年4月1日）

・大規模地震時医
療活動訓練
（2022年10月1日）
・DMATの編成数
　75チーム
（2022年4月1日）

・訓練の実施
・会議・研修等の実
施

1 11 1
緊急輸送道路等の整備の推
進

●107.9km
（道路建設課：100.4km、都市
整備課：7.5km）

建設局 道路建設課

・緊急輸送道路の
整備　9.3km
（このうち3.8kmは、
2014年度に供用済）

・緊急輸送道路の
整備　3.1km

・緊急輸送道路の
整備　10.8km

・緊急輸送道路の
整備　3.7km

・緊急輸送道路の
整備 5.9km

・緊急輸送道路の
整備 4.6km

・緊急輸送道路の
整備 7.5km

・緊急輸送道路の
整備
3.4km

・緊急輸送道路の
整備
1.7km

1 11 1
緊急輸送道路等の整備の推
進

●107.9km
（道路建設課：100.4km、都市
整備課：7.5km）

都市・交通局
都市基盤部

都市整備課
・緊急輸送道路の
整備　1.0km

・緊急輸送道路の
整備　1.0km

・緊急輸送道路の
整備工事　0.3km

・緊急輸送道路の
整備　0.9km

・緊急輸送道路の
整備　0.4km

・緊急輸送道路の
整備　0.1km

・緊急輸送道路の
整備　0.2km

・緊急輸送道路の
整備　0.9km

・緊急輸送道路の
整備　0.6km

1 11 2
緊急輸送道路等の橋梁の耐
震化の推進 ★

●橋梁の耐震化 40 橋 建設局 道路維持課
・緊急輸送道路等
の橋梁の耐震化　4
橋

・緊急輸送道路等
の橋梁の耐震化　2
橋

・緊急輸送道路等
の橋梁の耐震化　8
橋

・緊急輸送道路等
の橋梁の耐震化　3
橋

・緊急輸送道路等
の橋梁の地震対策
3橋

・緊急輸送道路等
の橋梁の地震対策
4橋

・緊急輸送道路等
の橋梁の地震対策
5橋

・緊急輸送道路等
の橋梁の地震対策
1橋

・緊急輸送道路等
の橋梁の地震対策
2橋

1 11 3
臨港道路橋梁の耐震化の推
進 ★

●臨港道路橋梁の耐震化 3
橋
●臨港道路橋梁の耐震化に
向けた調査 1橋

都市・交通局 港湾課
・臨港道路橋梁の
耐震化　0.0橋

・臨港道路橋梁の
耐震化　1橋

・臨港道路橋梁の
耐震化　0.6橋

・臨港道路橋梁の
耐震化　0.6橋

・臨港道路橋梁の
耐震化　0.8橋

（事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了）

1 11 4
県営名古屋空港の機能維持
に必要な施設の耐震化の推
進 ★

●耐震補強工事の実施 3箇
所

都市・交通局 航空空港課
・重要地下構造物
の耐震補強工事

・重要地下構造物
の耐震補強工事・
設計

・重要地下構造物
の耐震補強工事

・重要地下構造物
の耐震補強工事・
設計

・重要地下構造物
の耐震補強工事

・重要地下構造物
の耐震補強工事

・重要地下構造物
の耐震補強工事

（事業完了） （事業完了）

1 12 1 行方不明者相談体制の整備
●検証訓練の実施 １回以上
/年

警察本部 人身安全対策課
・通信確認訓練を実
施

・通信確認訓練を実
施

・行方不明者相談ダ
イヤル開設模擬訓
練を実施

・行方不明者相談ダ
イヤル開設模擬訓
練を実施

・防犯情報の配信
ネットワークの配信
先を随時拡充

・訓練実施

・災害用行方不明
者相談ダイヤルの
整備
・訓練実施

・訓練実施 ・訓練実施

2018年8月 アクション項目新規追加
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

2 1 1
医療施設（災害拠点病院等）
の耐震化の支援 ★

●災害拠点病院、病院群輪
番制参加病院の耐震化率
85％

保健医療局
健康医務部

医務課

・耐震化整備への
補助（名古屋掖済
会病院始め4病院）
・災害拠点病院、病
院群輪番制参加病
院の耐震化率
72.8％（2015年9月
時点）

・耐震化整備への
補助(名古屋掖済会
病院始め3病院)
・災害拠点病院、病
院群輪番制参加病
院の耐震化率
73.5％（2016年9月
時点）

・耐震化整備への
補助（藤田保健衛
生大学坂文種報徳
會病院）
・災害拠点病院、病
院群輪番制参加病
院の耐震化率
75.2％（2017年9月
時点）

・災害拠点病院、病
院群輪番制参加病
院の耐震化率
80.0％（2018年9月
時点）

・災害拠点病院、病
院群輪番制参加病
院の耐震化率
82.0％（2019年9月
時点）

・災害拠点病院の
耐震化状況の調
査・指導(2020年9
月)
・災害拠点病院、病
院群輪番制参加病
院の耐震化率
84.4％（2020年9月
時点）

・災害拠点病院の
耐震化状況の調
査・指導(2021年9
月)
・災害拠点病院、病
院群輪番制参加病
院の耐震化率
86.0％（2021年9月
時点）

・災害拠点病院、病
院群輪番制参加病
院の耐震化率
86.1％（2022年9月
時点）

・耐震化整備への
補助

2 1 2
入院患者や透析患者等の搬
送手段の確保

記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課

・災害時における緊
急輸送等に関する
協定（2016年度締
結）の実施細目の
検討

・災害時における緊
急輸送等に関する
協定（2016年度締
結）の実施細目の
検討

・災害時における緊
急輸送等に関する
協定（2016年度締
結）の実施細目の
検討

・災害時における緊
急輸送等に関する
協定（2016年度締
結）の実施細目の
検討

・災害時における緊
急輸送等に関する
協定（2016年度締
結）の実施細目の
継続検討

・災害時における緊
急輸送等に関する
協定（2016年度締
結）の実施細目の
継続検討

・災害時における緊
急輸送等に関する
協定（2016年度締
結）の実施細目の
継続検討

2 1 3
社会福祉施設の非常用電源
確保の促進

記載なし
福祉局
福祉部

障害福祉課
非常用自家発電設
備の設置 1箇所

非常用自家発電設
備の設置　1箇所

非常用自家発電設
備の設置　2箇所

2 1 3
社会福祉施設の非常用電源
確保の促進

記載なし 福祉局 高齢福祉課
非常用自家発電設
備整備を行う施設
への助成

非常用自家発電設
備整備を行う施設
への助成

社会福祉施設等の
防災・減災対策に係
る整備の促進

2 1 3
社会福祉施設の非常用電源
確保の促進

記載なし 福祉局 子育て支援課
市町村等児童福祉
主管課長会議にお
いて周知

市町村等児童福祉
主管課長会議にお
いて周知

市町村等児童福祉
主管課長会議にお
いて周知

2 1 4
病院の非常用電源確保の促
進

●災害拠点病院、救命救急
センター、周産期母子医療セ
ンターにおける発災後72時
間の事業継続が可能となる
非常用電源の確保　　37病
院

保健医療局
健康医務部

医務課
・災害拠点病院の
状況等の調査・指
導（2021年9月）

・非常用電源整備
への補助
（1病院）

・非常用電源整備
への補助

2 2 1
災害時保健師活動体制の整
備の促進

●災害時保健師初動体制構
築訓練（情報伝達訓練等）の
実施　1回/年

保健医療局
健康医務部

医療計画課
・情報伝達訓練の
実施 1 回

・情報伝達訓練の
実施　1回

・情報伝達訓練の
実施　1回

・情報伝達訓練の
実施　1回
・受援体制に係る地
域情報の整備

・情報伝達訓練の
実施　1回
・受援体制に係る地
域情報の整備

・訓練の実施　1回
・受援体制に係る地
域情報の整備

・新型コロナによる
中止

・訓練の実施　1回
・受援体制に係る地
域情報の整備

・訓練の実施　1回
・受援体制に係る地
域情報の整備

2 2 2
災害時の市町村保健師の活
動マニュアル等の作成及び
見直しの支援

記載なし
保健医療局
健康医務部

医療計画課

・市町村保健師の
活動マニュアル等
の作成状況把握と
必要な支援

・市町村保健師の
活動マニュアル等
の作成状況把握と
必要な支援

・市町村保健師の
活動マニュアル等
の作成状況の把握
と必要な支援

・市町村保健師の
活動マニュアル等
の作成状況の把握
と必要な支援

・市町村保健師の
活動マニュアル等
の作成状況の把握
と必要な支援

・市町村保健師の
活動マニュアル等
の作成状況の把握
と必要な支援

・市町村保健師の
活動マニュアル等
の作成状況の把握
と必要な支援

・市町村保健師の
活動マニュアル等
の作成状況の把握
と必要な支援

・市町村保健師の
活動マニュアル等
の作成状況の把握
と必要な支援

2 2 3
改訂版「愛知県災害時保健
師活動マニュアル」の普及啓
発

●会議・研修等の実施 1 回
以上/年

保健医療局
健康医務部

医療計画課 ・研修会の実施 1回 ・研修会の実施 1回 ・研修会の実施 1回 ・研修の実施 1回 ・研修の実施 1回 ・研修の実施 1回 ・研修の実施 1回
・研修会の実施 　1
回

・会議・研修等の実
施　1回以上

2 2 4
災害時要配慮者の緊急一時
的な社会福祉施設への受入
体制の整備 ★

記載なし
福祉局
福祉部

地域福祉課
・愛知県災害福祉
広域支援推進協議
会の開催

・愛知県災害福祉
広域支援推進協議
会の開催

・愛知県災害福祉
広域支援推進協議
会の開催

・愛知県災害福祉
広域支援推進協議
会の開催

・愛知県災害福祉
広域支援推進協議
会の開催

・愛知県災害福祉
広域支援推進協議
会の開催

市町村のための災
害時要配慮者支援
体制構築マニュア
ルの改訂

・愛知県災害福祉
広域支援推進協議
会の開催
(令和5年3月書面開
催)

・愛知県災害福祉
広域支援推進協議
会の開催

2 2 5
社会福祉施設の耐震化の支
援

記載なし 福祉局 児童家庭課
・耐震化整備対象
施設　1か所改築

・計画なし ・計画なし
・耐震化整備　児童
養護施設1か所

・耐震化整備　児童
養護施設1か所

・実績なし
・耐震化整備　母子
生活支援施設1か
所

令和3、4年度の2ヵ
年で施設の耐震化
改築工事を実施。

・計画なし

2 2 5
社会福祉施設の耐震化の支
援

●保育所 2 箇所程度/年 福祉局 子育て支援課
・認定こども園　1か
所　耐震化整備

・認定こども園　1か
所　耐震化整備

・認定こども園　2か
所　耐震化整備

・認定こども園　3か
所　耐震化整備

・耐震化整備　認定
こども園 1か所

・耐震化整備　認定
こども園 3か所

・耐震化整備　認定
こども園 1か所

・耐震化整備　認定
こども園１か所

・耐震化整備　認定
こども園6か所

2 2 6 消毒等防疫対策の整備 記載なし 感染症対策局 感染症対策課 ・実績なし ・実績なし ・実績なし ・実績なし ・実績なし ・実績なし ・実績なし ・実績なし

・市町村が実施し
た、感染症まん延防
止のために要した
消毒等の補助

2 3 1
災害時の心のケア活動に関
する研修会の実施

●受講者数 50 人/年
保健医療局
健康医務部

医務課
こころの健康推進室

・研修会 1回実施
受講者 　68人

・研修会 1回実施
受講者 76人

・研修会2回実施
受講者　72人

研修会2回開催
受講者　96名

研修会2回開催
受講者91名

研修会2回開催
受講者約160名

研修会2回開催
受講者約96名

研修会2回開催
受講者78名

・研修会の開催　3
回以上

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加

2017年3月 アクション項目新規追加

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加

対策の柱　2
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

2 3 2 生活相談対応の充実

●「県民相談活動マニュア
ル」及び「災害時の県民相談
Ｑ＆Ａ」の随時更新
●関係職員を対象とした県
民相談チーム運用訓練の実
施 20 人程度/年

県民文化局
県民生活部

・
防災安全局

防災部

県民生活課
・

災害対策課

・関係職員を対象と
した県民相談チー
ム運用訓練の実施
29人
・災害時の県民相
談Ｑ＆Ａを改訂
（2016年4月1日時
点）

・関係職員を対象と
した県民相談チー
ム運用訓練の実施
18 人
・「県民相談活動マ
ニュアル」の改訂
（2016年4月改訂）

・関係職員を対象と
した県民相談チー
ム運用訓練の実施
22 人

・関係職員を対象と
した県民相談チー
ム運用訓練の実施
23 人

・関係職員を対象と
した県民相談チー
ム運用訓練の実施
18 人

・「災害時の県民相
談Ｑ＆Ａ」の更新
・関係職員を対象と
した県民相談チー
ム運用訓練の実施
18人

・「災害時の県民相
談Ｑ＆Ａ」の更新
・関係職員を対象と
した県民相談チー
ム運用訓練の実施
16人

・「災害時の県民相
談Ｑ＆Ａ」の更新
・関係職員を対象と
した県民相談チー
ム運用訓練の実施
29人

・「災害時の県民相
談Ｑ＆Ａ」の更新
・関係職員を対象と
した県民相談チー
ム運用訓練の実施
20人程度

2 3 3
災害に便乗した悪質商法等
に関する注意喚起の実施

記載なし
県民文化局
県民生活部

県民生活課

・消費生活相談の
内容を掲載した「あ
いちクリオ通信」を
毎月配信

・消費生活相談の
内容を掲載した「あ
いちクリオ通信」を
毎月配信

2 4 1 家庭内備蓄の促進 ★ 記載なし
防災安全局

防災部
防災危機管理課

・地震防災出前講
座 30回
・防災パンフレット等
の配布
・イベント等への
ブース出展 17回

・地震防災出前講
座 51回
・防災パンフレット等
の配布
・イベント等への
ブース出展 15回

・地震防災出前講
座 30回
・防災パンフレット等
の配布
・イベント等への
ブース出展 18回

・地震防災出前講
座 17回
・防災パンフレット等
の配布
・イベント等への
ブース出展 17回

・防災パンフレット等
の配布
・イベント等への
ブース出展 8回

・防災パンフレット等
の配布
・イベント等への
ブース出展 6回

・防災パンフレット等
の配布
・イベント等への
ブース出展 4回程
度

・防災パンフレット等
の配布
・イベント等への
ブース出展 23回

・防災パンフレット等
の配布
・イベント等への
ブース出展 5回程
度

2 4 2
初動時に必要な災害救助用
備蓄物資の確保 ★

●県が拠出するべき災害救
助用物資の確保（充足）率
100％

防災安全局
防災部

災害対策課

・災害救助用備蓄
物資の品目・数量
の見直し
・災害救助用物資
の確保（充足）率
100％（見直し前）

・災害救助用備蓄
物資の品目・数量
の見直し
・災害救助用物資
の確保（充足）率
飲料水101.1%、食料
75.2%

・災害救助用備蓄
物資の買い増し
・災害救助用物資
の確保（充足）率
飲料水101.1%、食料
87.4%

・災害救助用備蓄
物資の買い増し
・災害救助用物資
の確保（充足）率
飲料水101.1%、食料
99.7%

・災害救助用備蓄
物資の買い増し
・災害救助用物資
の確保（充足）率
飲料水101.1%、食料
87.6%

・災害救助用備蓄
物資の買い増し
・災害救助用備蓄
物資の確保（充足）
率　飲料水
101.1％、食料
68.4％（備蓄計画数
医療については、市
町村の備蓄量を踏
まえながら、適宜修
正）

・災害救助用備蓄
物資の買い増し
・災害救助用備蓄
物資の確保（充足）
率　飲料水42.9％、
食料42.3％（備蓄計
画数医療について
は、市町村の備蓄
量を踏まえながら、
適宜修正）

・災害救助用備蓄
物資の買い増し
・災害救助用備蓄
物資の確保（充足）
率　飲料水186%、食
料45.6%（備蓄計画
数医療については、
市町村の備蓄量を
踏まえながら、適宜
修正）

・災害救助用備蓄
物資の買い増し

2 4 3
市町村の食糧・生活必需品
確保のための耐震性備蓄倉
庫整備の促進 ★

●国補助制度（消防防災施
設整備費補助金）における
市町村の整備需要への対応
度合い（補助採択率） 100％

防災安全局
防災部

災害対策課

・耐震性備蓄倉庫
の整備実現に向け
た支援・協力
・市町村の整備需
要への補助採択率
※要望なし

・耐震性備蓄倉庫
の整備への助成
・市町村の整備需
要への補助採択率
※要望なし

・耐震性備蓄倉庫
の整備への助成　1
市
・市町村の整備需
要への補助採択率
100%

・耐震性備蓄倉庫
の整備への助成
・市町村の整備需
要への補助採択率
※要望なし

・耐震性備蓄倉庫
の整備への助成
※要望なし

・耐震性備蓄倉庫
の整備への助成
※要望なし

・耐震性備蓄倉庫
の整備への助成
※要望なし

・耐震性備蓄倉庫
の整備への助成
2市

・耐震性備蓄倉庫
の整備への支援

2 4 4
食糧及び生活必需品の備蓄
計画に基づく物資の調達体
制の整備 ★

●県が拠出するべき物資の
調達先の確保（充足）率
100％
●災害時物資提供協定締結
事業者協議会の開催　１回/
年（2018年度～）
※2018年8月改訂時に目標等
を追加

防災安全局
防災部

災害対策課

・災害救助用備蓄
物資の品目・数量
の見直し
・物資の調達先の
確保（充足）率
100％（見直し前）

・災害救助用備蓄
物資の品目・数量
の見直し
・災害救助用物資
の確保（充足）率
100％（見直し前）

・災害救助用備蓄
物資の買い増し（重
要6品目）2018年4
月1日現在
食料87.4%
飲料水101.1%
毛布79.2%
トイレ18.1%
紙おむつ（幼児）
49.5%
紙おむつ（大人）
87.6%

・災害救助用備蓄
物資の買い増し（重
要6品目）2019年4
月1日現在
食料99.7%
飲料水101.1%
毛布81.8%
トイレ28.6%
紙おむつ（幼児）
68.7%
紙おむつ（大人）
100.2%
・災害時物資提供
協定締結事業者協
議会の開催

・災害救助用備蓄
物資の買い増し（重
要6品目）2020.4.1現
在
食料87.6%
飲料水101.1%
毛布84.4%
トイレ34.6%
紙おむつ（幼児）
73.1%
紙おむつ（大人）
115.8%
・災害時物資提供
協定締結事業者協
議会の開催 1回

・災害救助用備蓄
物資の買い増し（重
要6品目）2021.4.1現
在
食料68.4%
飲料水101.1%
毛布87%
トイレ45.1%
紙おむつ（幼児）
73.1%
紙おむつ（大人）
115.8%
(備蓄計画数量につ
いては、市町村の
備蓄量を踏まえな
がら、適宜修正)
・災害時物資提供
協定締結事業者協
議会の開催 １回

・災害救助用備蓄
物資の買い増し（重
要6品目）2022.4.1現
在
食料42.3%
飲料水42.9%
毛布87%
トイレ45.1%
紙おむつ（幼児）
73.1%
紙おむつ（大人）
115.8%
(備蓄計画数量につ
いては、市町村の
備蓄量を踏まえな
がら、適宜修正)
・災害時物資提供
協定締結事業者協
議会の開催 １回

・災害救助用備蓄
物資の買い増し（重
要6品目）2023.4.1現
在
食料45.6%、飲料水
186%
毛布92.3%、トイレ
29.9%
紙おむつ（幼児）
101%
紙おむつ（大人）
52.5%
(備蓄計画数量につ
いては、市町村の
備蓄量を踏まえな
がら、適宜修正)
・災害時物資提供
協定締結事業者協
議会の開催 １回

・災害救助用備蓄
物資の買い増し

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

2 4 5
災害時の物流体制の強化
★

●国（中部運輸局）、愛知県
トラック協会、東海倉庫協会
との連絡会議の開催　1 回/
年
●有識者、民間事業者、市
町村等による「災害時物流
円滑化検討会」の開催、物
流及び人的支援の体制強化
に向けた検討の実施 ２回／
年
●災害時広域物資輸送拠点
の災害物流訓練の実施
●東海倉庫協会との物資の
保管等に関する協定に係る

防災安全局
防災部

災害対策課
・災害時物流に関す
る連絡会議等の開
催　1回

・災害物流に関する
連絡会議の開催3
回
・「災害時物流円滑
化検討会」の開催2
回
・災害時広域物資
輸送拠点の開設訓
練の実施3回

・災害物流に関する
連絡会議の開催1
回
・「災害時物流円滑
化検討会」の開催2
回
・災害時広域物資
輸送拠点の開設・
運営訓練の実施4
回
・市町村と連携した
災害物流訓練の実
施1回

・「災害時物流円滑
化検討会」の開催1
回
・災害時広域物資
輸送拠点の開設・
運営訓練の実施2
回
・市町村と連携した
災害物流訓練の実
施3回

・愛知県災害物流
円滑化検討会の開
催 1回
・広域物資輸送拠
点開設・運営訓練
及び市町村と連携
した災害物流訓練
の実施 5回

・愛知県災害物流
円滑化検討会の開
催　2回
・広域物資輸送拠
点開設・運営訓練
及び市町村と連携
した災害物流訓練
の実施　4回

・愛知県災害物流
円滑化検討会の開
催　1回
・広域物資輸送拠
点開設・運営訓練
の実施及び市町村
と連携した災害物流
訓練の実施　1回

・愛知県災害物流
円滑化検討会の開
催　1回
・広域物資輸送拠
点開設・運営訓練
及び市町村と連携
した災害物流訓練
の実施　1回

・広域物資輸送拠
点開設・運営訓練
の実施
・市町村と連携した
災害物流訓練の実
施

2 5 1
災害時要配慮者に係る広域
支援体制の整備 ★

記載なし
福祉局
福祉部

地域福祉課・関係課

・愛知県災害福祉
広域支援推進協議
会の開催及び愛知
県災害派遣福祉
チーム員の養成

・愛知県災害福祉
広域支援推進協議
会の開催及び愛知
県災害派遣福祉
チーム員の養成

・愛知県災害福祉
広域支援推進協議
会の開催及び愛知
県災害派遣福祉
チーム員の養成

・愛知県災害福祉
広域支援推進協議
会の開催及び愛知
県災害派遣福祉
チーム員の養成

・愛知県災害福祉
広域支援推進協議
会の開催及び愛知
県災害派遣福祉
チーム員の養成

・愛知県災害福祉
広域支援推進協議
会の開催及び愛知
県災害派遣福祉
チーム員の養成

市町村のための災
害時要配慮者支援
体制構築マニュア
ルの改訂及び愛知
県災害派遣福祉
チーム員の養成

・愛知県災害福祉
広域支援推進協議
会の開催(2023年3
月書面開催)
・愛知県災害派遣
福祉チーム員の養
成（2022年10月18
日）

・愛知県災害福祉
広域支援推進協議
会の開催及び愛知
県災害派遣福祉
チーム員の養成

2 5 2
「災害時における生活環境
安全対策マニュアル」の周知

記載なし
保健医療局
生活衛生部

生活衛生課 （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了）

2 5 3
市町村避難所の円滑な運営
等に関する助言 ★

●市町村における避難所運
営マニュアルの整備 全市町
村
●県・市町村と地域住民によ
る避難所開設・運営訓練の
実施（2018年度～）
※2018年8月改訂時に目標等
を追加

防災安全局
防災部

災害対策課

・市町村ごとの実態
に即した避難所運
営マニュアル作成に
向けた支援・協力
・避難所運営マニュ
アルの整備市町村
全市町村中53市町
村

・市町村ごとの実態
に即した避難所運
営マニュアル作成に
向けた支援・協力
・避難所運営マニュ
アルの整備市町村
全市町村中54市町
村

・検討会議の開催
（2回）
・避難所運営マニュ
アルの整備市町村
全市町村中54市町
村

・見直しをした愛知
県避難所運営マ
ニュアルの内容の
普及
・避難所運営マニュ
アルの整備市町村
全市町村中54市町
村
・避難所運営訓練
の実施（2回）

・見直しをした愛知
県避難所運営マ
ニュアルの内容の
普及
・避難所運営マニュ
アルの整備　全市
町村
・避難所運営訓練
の実施（2回）

・見直しをした愛知
県避難所運営マ
ニュアルの内容の
普及
・避難所運営マニュ
アルの整備　全市
町村
・避難所における新
型コロナウイルス感
染拡大防止ガイドラ
インに基づく避難所
運営研修の実施（3
回）

・見直しをした愛知
県避難所運営マ
ニュアルの内容の
普及
・市町村と連携した
避難所開設・運営
訓練の実施 1回

・見直しをした愛知
県避難所運営マ
ニュアルの内容の
普及
・市町村と連携した
避難所開設・運営
訓練の実施　2回

・見直しをした愛知
県避難所運営マ
ニュアルの内容の
普及
・市町村と連携した
避難所開設・運営
訓練の実施

2 5 4
災害時要配慮者の避難生活
の支援 ★

●南海トラフ地震等対策事
業費補助金の「災害時要配
慮者対策事業」における市
町村補助需要への対応度合
い（当該事業の補助要望が
あった市町村に対する補助
採択率） 100％

防災安全局
防災部

災害対策課

・市町村が行う避難
所等に必要な災害
時要援護者生活資
機材の整備への助
成
・補助金の活用市
町村 全市町村中8
市町村

・市町村が行う避難
所等に必要な災害
時要援護者生活資
機材の整備への助
成
・補助金の活用市
町村 全市町村中17
市町村

・市町村が行う避難
所等に必要な災害
時要援護者生活資
機材の整備への助
成
・補助金の活用市
町村 全市町村中5
市町村

・市町村が行う避難
所等に必要な災害
時要配慮者生活資
機材の整備への助
成
・補助金の活用市
町村 全市町村中5
市町

・市町村が行う避難
所等に必要な災害
時要援護者生活資
機材の整備への助
成
・補助金の活用市
町村 全市町村中6
市町

・市町村が行う避難
所等に必要な災害
時要援護者生活資
機材の整備への助
成　　6市町

・市町村が行う避難
所等に必要な要配
慮者の避難生活資
機材整備への助成
4市町

・市町村が行う避難
所等に必要な要配
慮者の避難生活資
機材整備への助成
1市

・市町村が行う避難
所等に必要な要配
慮者の避難生活資
機材整備への助成

2 5 5
避難行動要支援者の支援体
制の整備の促進 ★

記載なし
福祉局
福祉部

地域福祉課
・市町村会議等での
働きかけ

・市町村会議等での
働きかけ

・市町村会議等での
働きかけ

・市町村会議等での
働きかけ

・市町村会議等での
働きかけ

・市町村会議等での
働きかけ

・市町村会議等での
働きかけ

・市町村会議等での
働きかけ（要配慮
者・避難行動要支
援者に関する実務
研修　個別避難計
画編の実施（2023
年2月3日））

・市町村会議等での
働きかけ

2 5 6
避難所への再生可能エネル
ギーの導入の支援

記載なし 環境局 地球温暖化対策課

・市町村が行う避難
所への再生可能エ
ネルギー等の導入
について、17市町・
25施設に対して補
助を実施

・市町村が行う避難
所への再生可能エ
ネルギー等の導入
について、13市町・
19施設に対して補
助実施

（事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了）

2 5 7 指定避難所の指定の促進 記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課

・指定避難所の指
定に向けた助言、
情報収集

・指定避難所の指
定に向けた助言、
情報収集

・指定避難所の指
定に向けた助言、
情報収集
・未指定市町に対
し、個別に指定する
よう働きかけ

・指定避難所の指
定に向けた助言、
情報収集・未指定
市町に対し、個別に
指定するよう働きか
け

・指定避難所の指
定に向けた助言、
情報収集

・指定避難所の指
定に向けた助言、
情報収集

・指定避難所の指
定に向けた助言、
情報収集

2 5 8
保健師等による避難所等の
支援体制の整備

●会議・研修等の実施　1回
以上/年

保健医療局
健康医務部

医療計画課
・災害時体制整備
状況調査の実施

・災害時体制整備
状況調査の実施

・災害時体制整備
状況調査の実施

・災害時体制整備
状況調査の実施

・新型コロナによる
中止

・災害時体制整備
状
況調査の実施

・会議・研修等の実
施　１回以上

2017年3月 アクション項目新規追加

2017年3月 アクション項目新規追加
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

2 5 9
避難所運営における避難所
外避難者への対策の整備

●市町村避難所運営マニュ
アルへの避難所外避難者支
援に係る記載 全市町村

防災安全局
防災部

災害対策課

・検討会議の開催(2
回)
・避難所運営ゲーム
(HUG)研修の実施 1
回（県政お届け講座
は除く）
・避難所運営訓練
の実施1回（武豊
町）

・市町村避難所運
営マニュアルへの
避難所外避難者支
援に係る記載の促
進

・市町村避難所運
営マニュアルへの
避難所外避難者支
援に係る記載の促
進

・市町村避難所運
営マニュアルへの
避難所外避難者支
援に係る記載の促
進

・市町村避難所運
営マニュアルへの
避難所外避難者支
援に係る記載の促
進

・市町村避難所運
営マニュアルへの
避難所外避難者支
援に係る記載の促
進

・市町村避難所運
営マニュアルへの
避難所外避難者支
援に係る記載の促
進

2 5 10

避難所における避難者の過
密抑制など感染症対策の観
点を取り入れた防災対策の
推進 ★

●市町村避難所運営マニュ
アルへの感染症対策に係る
記載　全市町村
●南海トラフ地震等対策事
業費補助金における市町村
補助需要への対応度合い
（補助要望があった市町村に
対する補助採択率）100％

防災安全局
防災部

災害対策課

・市町村避難所運
営マニュアルへの
感染症対策に係る
記載　49市町村
・南海トラフ地震等
対策事業費補助金
における補助要望
があった市町村に
対する補助採択率
100％

・市町村避難所運
営マニュアルへの
感染症対策に係る
記載　49市町村
・「避難所における
新型コロナウイルス
感染拡大予防ガイド
ライン」の内容の普
及

・「避難所における
新型コロナウイルス
感染拡大予防ガイド
ライン」の見直し

2 5 11
避難所におけるペット受入れ
体制の整備

●会議・研修会等での助言
や情報提供 1回以上/年

保健医療局
生活衛生部

生活衛生課 ・会議の実施　1回 ・会議の実施　1回
・市町村への助言
及び情報提供　1回
以上

2 5 12
災害時要配慮者の避難所と
してのホテル・旅館等の活用

記載なし
県民文化局
県民生活部

社会活動推進課
多文化共生推進室

・災害時外国人支
援活動講座の開催
2回

･災害時外国人支援
活動講座の開催　2
回

･災害時外国人支援
活動講座の開催　2
回
（5-4-6に含む）

2 5 12
災害時要配慮者の避難所と
してのホテル・旅館等の活用

記載なし
福祉局
福祉部

地域福祉課

市町村のための災
害時要配慮者支援
体制構築マニュア
ルの改訂

・市町村会議等での
働きかけ（要配慮
者・避難行動要支
援者に関する実務
研修　個別避難計
画編の実施（2023
年2月3日））

・市町村会議等での
働きかけ

2 5 13
避難所の非常用電源として
の電動車等の活用の推進

記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課

・避難所や中山間
地の集落などにお
ける非常用電源とし
ての電動車等の活
用について、市町村
に対し情報提供

・避難所や中山間
地の集落などにお
ける非常用電源とし
ての電動車等の活
用について、市町村
に対し情報提供

・避難所や中山間
地の集落などにお
ける非常用電源とし
ての電動車等の活
用について、市町村
に対し情報提供

2 6 1
被災建築物応急危険度判定
士の養成とその実施体制の
整備

●判定士の養成・登録
10,000 人程度

建築局
公共建築部

住宅計画課
・2016年3月末現在
8,247名登録

・2017年3月末現在
8,824名登録

・2018年3月末現在
8,992名登録

2019年3月末現在
9,356名登録

2020年3月末現在
9,369 名登録

2021年3月末現在
9,524 名登録

2022年3月末現在
9,256 名登録

2023年3月末現在
9,151名登録

・応急危険度判定
士養成講習会の実
施

2 6 2
被災宅地危険度判定士の養
成とその実施体制の整備

●判定士養成講習会を実施
し、判定士人数（800人）を維
持
●調整員机上訓練を実施し
各市町村1 人以上の調整員
を養成

建築局 建築指導課

・判定士養成講習
会を2会場で実施。
・調整員養成講習
会の実施
・判定士人数 1,295
人（2016年4月1日
現在）

・判定士養成講習
会を2会場で実施。
・調整員養成講習
会の実施
・判定士人数 1,477
人（2017年4月1日
現在）

・判定士養成講習
会を2会場で実施。
・調整員養成講習
会の実施
・判定士人数 1,595
人（2018年4月1日
現在）

・判定士養成講習
会を2会場で実施。
・調整員養成講習
会の実施
・判定士人数 1,676
人（2019年4月1日
現在）

・判定士養成講習
会を2会場で実施。
・調整員養成講習
会の実施
・判定士人数 1,730
人（2020年4月1日
現在）

・判定士養成講習
会を4会場で実施。
・調整員養成講習
会の実施
・判定士人数 1,801
人（2021年4月1日
現在）

・判定士養成講習
会を4会場で実施。
・調整員養成講習
会の実施
・判定士人数 1,814
人（2022年4月1日
現在）

・判定士養成講習
会を4会場で実施。
・調整員養成講習
会の実施
・判定士人数 1,930
人（2023年4月1日
現在）

・判定士養成講習
会の実施

2 7 1
仮設住宅建設に係る体制の
整備

●応急仮設住宅建設候補地
の確保 30,191 戸分
●応急仮設住宅建設模擬訓
練の実施 1 回以上/年

建築局
公共建築部

公営住宅課

・応急仮設住宅建
設候補地の確保
41,390戸分
・応急仮設住宅建
設候補地台帳の更
新及び応急仮設住
宅建設模擬訓練の
実施1回

・応急仮設住宅建
設候補地の確保
40,986戸分
・応急仮設住宅建
設候補地台帳の更
新及び応急仮設住
宅建設模擬訓練の
実施1回

・応急仮設住宅建
設の実地訓練及び
映像教材の作成
・応急仮設住宅建
設候補地の確保
40,912戸分
・応急仮設住宅建
設候補地台帳の更
新及び応急仮設住
宅建設模擬訓練の
実施1回

・応急仮設住宅建
設候補地の確保
43,256戸分
・応急仮設住宅建
設候補地台帳の更
新及び応急仮設住
宅建設模擬訓練の
実施1回

・応急仮設住宅建
設候補地の確保
42,901戸分
・応急仮設住宅建
設候補地台帳の更
新及び応急仮設住
宅建設模擬訓練の
実施1回

・応急仮設住宅建
設候補地の確保
42,686戸分
・応急仮設住宅建
設候補地台帳の更
新及び応急仮設住
宅建設模擬訓練の
実施1回

・応急仮設住宅建
設候補地の確保
42,740戸分
・応急仮設住宅建
設候補地台帳の更
新及び応急仮設住
宅建設模擬訓練の
実施1回

・応急仮設住宅建
設候補地の確保
42,228戸分
・応急仮設住宅建
設候補地台帳の更
新及び応急仮設住
宅建設模擬訓練の
実施1回

・応急仮設住宅建
設候補地台帳の更
新及び応急仮設住
宅建設模擬訓練の
実施

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加

2017年3月 アクション項目新規追加
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

2 7 2
公共賃貸住宅への一時入居
に係る体制の整備

記載なし
建築局

公共建築部
公営住宅課

県営住宅管理室

・公的団体と情報交
換を行い、空家を把
握

・公的団体と情報交
換を行い、空家を把
握

・公的団体と情報交
換を行い、空家を把
握

・公的団体と情報交
換を行い、空家を把
握

・公的団体と情報交
換を行い、空家を把
握

・公的団体と情報交
換を行い、空家を把
握

・公的団体と情報交
換を行い、空家を把
握

・公的団体と情報交
換を行い、空家を把
握

・公的団体と情報交
換を行い、空家を把
握

2 7 3
賃貸型応急住宅の提供に係
る体制の整備

記載なし
建築局

公共建築部
公営住宅課

県営住宅管理室
・マニュアルの検討 ・マニュアルの検討 ・マニュアルの検討 ・マニュアルの検討 ・マニュアルの検討 ・マニュアルの検討 ・マニュアルの検討 ・マニュアルの検討 ・マニュアルの検討

2 7 4
（昭和56年以前建設の）公営
住宅の整備の推進

●県営住宅の建替工事の推
進：1750戸（2025年度末）(参
考)
●県営住宅の長寿命化改善
工事の推進：875戸（2025年
度末）（参考）

建築局
公共建築部

公営住宅課

・県営鳴海住宅始
め3住宅で257戸の
建替事業に着手
・県営大森向住宅
始め2住宅430戸の
長寿命化改善工事
に着手

・県営鳴海住宅始
め5住宅で383戸の
建替事業に着手。
・県営中川住宅始
め4住宅で369戸の
長寿命化改善工事
に着手。

・昭和56年以前建
設の公営住宅の建
替工事及び長寿命
化改善工事の実施

2 8 1
帰宅困難者等支援対策の推
進

記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課

・基本原則の周知・
徹底
・帰宅支援ステー
ションの拡充

・基本原則の周知・
徹底
・帰宅支援ステー
ションの拡充
・連絡会議の開催

・基本原則の周知・
徹底
・帰宅支援ステー
ションの拡充
・連絡会議の開催

・基本原則の周知・
徹底
・帰宅支援ステー
ションの拡充
・代替輸送に関する
検討

・基本原則の周知・
徹底
・帰宅支援ステー
ションの拡充
・代替輸送に関する
検討

・基本原則の周知・
徹底
・帰宅支援ステー
ションの拡充
・代替輸送に関する
検討

・基本原則の周知・
徹底
・帰宅支援ステー
ションの拡充
・代替輸送に関する
検討について、連絡
会議を実施

・基本原則の周知・
徹底
・帰宅支援ステー
ションの拡充
・代替輸送に関する
検討について、連絡
会議を実施

・基本原則の周知・
徹底
・帰宅支援ステー
ションの拡充
・代替輸送に関する
検討
・帰宅困難者対策に
関する検討につい
て、連絡会議を実施

2 8 2
愛知県庁BCP等における帰
宅困難者等への対応ルール
の整備

●帰宅困難者等の対応ルー
ルの整備 全庁舎

防災安全局
防災部

防災危機管理課
・プロジェクトチーム
での検討

・見直しの検討 ・見直しの検討 ・見直しの検討 ・見直しの検討
・プロジェクトチーム
での検討

・プロジェクトチーム
での検討

・見直しの検討 ・見直しの検討

2 9 1
教職員の初任者の防災教育
指導力の向上

●研修の実施率 100％ 教育委員会 高等学校教育課
・校内研修にてほぼ
100%実施済み

・校内研修にてほぼ
100％実施済み

・校内研修にてほぼ
100％実施済み

・校内研修にてほぼ
100％実施済み

・校内研修にてほぼ
100％実施済み

・校内研修にてほぼ
100％実施済み

・校内研修にてほぼ
100％実施済み

・校内研修にてほぼ
100％実施済み

・新任教員が所属す
る高等学校におい
て実施

2 9 2 教職員研修の実施
●防災研修 各校1 回以上/
年

教育委員会 特別支援教育課

・各特別支援学校に
おいて、防災意識を
高めるための研修
会や訓練等を実施

・各特別支援学校に
おいて、防災意識を
高めるための研修
会や訓練等を実施

・各特別支援学校に
おいて、防災意識を
高めるための研修
会や訓練等を実施

・各特別支援学校に
おいて、防災意識を
高めるための研修
会や訓練等を実施

・各特別支援学校に
おいて、防災意識を
高めるための研修
会や訓練等を実施

・各特別支援学校に
おいて、防災意識を
高めるための研修
会や訓練等を実施

・各特別支援学校に
おいて、防災意識を
高めるための研修
会や訓練等を実施

・各特別支援学校に
おいて、防災意識を
高めるための研修
会や訓練等を実施

・防災研修　各校１
回以上

2 9 3
防災教育指導者研修会の実
施

●防災教育指導者の養成
600 人/年

教育委員会 保健体育課

・県内の公立学校
の教員459名に対し
研修会を実施（防災
教育指導者の養
成）

・県内の公立学校
の教員450名に対し
研修会を実施。
・県内の公立学校
の採用2年目の教
員535名に対し研修
会を実施。

・県内の公立学校
の教員461名に対し
研修会を実施。
・県内の県立学校
の採用2年目の教
員362名に対し研修
会を実施。

・県内の公立学校
の教員427名に対し
研修会を実施。
・県内の県立学校
の採用2年目の教
員377名に対し研修
会を実施。

・県内の公立学校
の教員428名に対し
研修会を実施。
・県内の県立学校
の採用2年目の教
員363名に対し研修
会を実施。
・県内の県立学校
の新任校長33人に
対し研修を実施。
・新任教頭向けのe-
ラーニング研修教
材を作成した。

・防災教育指導者
研修会は、新型コロ
ナによる中止
・県内の県立学校
採用2年目の教員
252名に対しeラーニ
ング研修教材を活
用し実施
・県内の県立学校
の新任校長35名に
対し研修会を実施
・新任教頭向けのe
ラーニング研修教
材の活用

・防災教育指導者
研修会の実施　指
導者の育成　408人
・県内の県立学校
採用2年目の教員
353名に対しeラーニ
ング研修教材を活
用し実施
・県内の県立学校
の新任校長35名に
対し研修会を実施
・新任教頭向けのe
ラーニング研修教
材の活用

・防災教育指導者
研修会中止
・県内の県立学校
採用2年目の教員
209名に対し研修会
を実施
・県内の県立学校
の新任校長35名に
対し研修会の実施

・防災教育指導者
研修会の実施　指
導者の育成　420人
・採用2年目の教員
に対する防災教育
基礎研修会の開催
高校・特支各1回
・県内の県立学校
の新任校長向けの
有識者による講義
等の実施　1回

2 9 4 防災マニュアルの充実 ●指導・支援 18校程度/年 教育委員会 特別支援教育課

・防災マニュアル
が、学校や地域の
実情に応じて適切
に作成されているか
をチェックし、指導
助言を実施
・指導・支援学校数
16校

・防災マニュアル
が、学校や地域の
実情に応じて適切
に作成されているか
をチェックし、指導
助言を実施
・指導・支援学校数
16校

・防災マニュアル
が、学校や地域の
実情に応じて適切
に作成されているか
をチェックし、指導
助言を実施
・指導・支援学校数
17校

防災マニュアルが、
学校や地域の実情
に応じて適切に作
成されているかを
チェックし、指導助
言を実施
・指導・支援学校数
18校

防災マニュアルが、
学校や地域の実情
に応じて適切に作
成されているかを
チェックし、指導助
言を実施
・指導・支援学校数
17校

・防災マニュアル
が、学校や地域の
実情に応じて適切
に作成されているか
チェックし、指導助
言を実施
・指導・支援学校数
18校

・防災マニュアル
が、学校や地域の
実情に応じて適切
に作成されているか
チェックし、指導助
言を実施
・指導・支援学校数
18校

・防災マニュアル
が、学校や地域の
実情に応じて適切
に作成されているか
チェックし、指導助
言を実施
・指導・支援学校数
18校

・学校訪問による指
導・支援　18校程度

2 9 5
ヘリテージマネージャーの養
成

●ヘリテージマネージャーの
養成 180名程度

県民文化局
文化部

文化芸術課
文化財室

・ヘリテージマネー
ジャーの養成117名

・ヘリテージマネー
ジャーの養成20名
・レベルアップ受講
者27名

・レベルアップ受講
者
　前期　17名
　後期　19名

・ヘリテージマネー
ジャー養成講座受
講者31名

・ヘリテージマネー
ジャーレベルアップ
講座受講者11名

・ヘリテージマネー
ジャー養成講座受
講者13名

・ヘリテージマネー
ジャー養成講座受
講者37名

ヘリテージマネー
ジャー養成講座（レ
ベルアップ・更新講
習）受講者25名

・ヘリテージマネー
ジャー養成講座の
実施

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

2 9 6
文化財レスキュー実施台帳
の作成

●県内の指定文化財等（建
造物）の台帳の作成 全12 ブ
ロック

県民文化局
文化部

文化芸術課
文化財室

・西尾市肴町の町
並調査を実施

・県内100箇所を調
査

・県内103箇所を調
査

・県内78箇所を調査 ・県内70箇所を調査 ・県内63箇所を調査

・建物調査　県内60
箇所を調査
・愛知県デジタル文
化財台帳（レス
キュー台帳含む）の
作成

・建物調査
　県内57箇所を調
査
・愛知県デジタル文
化財台帳（レス
キュー台帳含む）の
作成

・文化財防災レス
キュー台帳作成に
あたり、基礎データ
となる建物調査
・愛知県デジタル文
化財台帳（レス
キュー台帳含む）の
作成

2 9 7 文化財の耐震化等の推進

●修理事業等を行っている
物件の所有者に、併せて耐
震予備診断の実施の呼び掛
け

県民文化局
文化部

文化芸術課
文化財室

・文化財が所在する
市町村を通じて耐
震化の推進を所有
者に呼び掛け
・保存修理事業を計
画する文化財につ
いて、耐震診断、耐
震化工事も行うよう
に依頼

・文化財が所在する
市町村を通じて耐
震化の推進を所有
者に呼び掛け
・保存修理事業を計
画する文化財につ
いて、耐震診断、耐
震化工事も行うよう
に依頼

2 10 1
孤立可能性のある集落に関
する情報の収集・提供

●孤立可能性のある集落に
関する現況調査の実施 2 回
程度

防災安全局
防災部

災害対策課

・孤立可能性集落
の現状把握（国の
調査にあわせて
2023年度まで2回実
施予定）

・孤立可能性集落
の現状把握（国の
調査にあわせて
2023年度まで2回実
施予定）

・孤立可能性集落
の現状把握（現況
調査の実施なし）

・孤立可能性集落
の現状把握（現況
調査の実施なし）

・孤立可能性集落
の現状把握（現況
調査の実施なし）

・孤立可能性集落
の現状把握（現況
調査の実施なし）

・孤立可能性集落
の現状把握

・孤立可能性集落
の現状把握

・孤立可能性集落
の現状把握

2 10 2
孤立可能性のある集落と市
町村役場等との通信の確保

●孤立可能性のある集落を
有する市町村の衛星携帯電
話等の配備率 100％

防災安全局
防災部

災害対策課

・市町村の孤立可
能性集落への相互
通信機器整備への
助成
・衛星携帯電話の
配備率 53.5％
（2013年12月31日）

・市町村の孤立可
能性集落への相互
通信機器整備への
助成
・衛星携帯電話の
配備率87％

・市町村の孤立可
能性集落への相互
通信機器整備への
助成
※要望なし
・衛星携帯電話の
配備率87％

・市町村の孤立可
能性集落への相互
通信機器整備への
助成
※要望なし
・衛星携帯電話の
配備率87％

・市町村の孤立可
能性集落への相互
通信機器整備への
助成
※要望なし
・衛星携帯電話の
配備率87％

・市町村の孤立可
能性集落への相互
通信機器整備への
助成
※要望なし

・孤立可能性のある
集落を有する市町
村の衛星携帯電話
等の配備率94．1％

・孤立可能性のある
集落を有する市町
村の衛星携帯電話
等の配備率 94.1％

・市町村の孤立可
能性集落への相互
通信機器整備への
助成

2 10 3

孤立可能性のある集落の被
災状況及び住民ニーズを的
確に伝えるための伝達項目
の共有

●孤立可能性のある集落を
有する市町村における伝達
項目リストの作成率 100％

防災安全局
防災部

災害対策課 （未実施） （未実施） （未実施） （未実施）
・伝達項目リストの
作成及び共有

・伝達項目リストの
作成及び共有

・伝達項目リストの
作成及び共有

・伝達項目リストの
作成及び共有

・伝達項目リストの
作成及び共有

2 11 1
住家の被害認定調査及び罹
災証明書の交付体制の確立

●研修の実施（毎年度）
●家屋被害認定士の養成・
登録 50人/年

防災安全局
防災部

災害対策課

・家屋被害認定士
の創設（215名養
成）
・住家の被害認定
研修の実施
（「あいち・名古屋強
靱化共創センター」
共催）

・家屋被害認定士
の登録（165名養
成）
・住家の被害認定
研修の実施
（「あいち・名古屋強
靱化共創センター」
共催）

・家屋被害認定士
の登録（147名養
成）
・住家の被害認定
研修の実施
（「あいち・名古屋強
靱化共創センター」
共催）

・住家の被害認定
研修の実施は、新
型コロナによる中止

・住家の被害認定
研修の実施
（「あいち・名古屋強
靱化共創センター」
共催）

・住家の被害認定
研修の実施
（「あいち・名古屋強
靱化共創センター」
共催）

・住家の被害認定
研修の実施
（「あいち・名古屋強
靱化共創センター」
共催）

2 11 2
被災者生活再建支援金を支
給する市町村への支援

記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課

・対象災害発生時に
おける愛知県被災
者生活再建支援事
業費補助金の交付

・対象災害発生時に
おける愛知県被災
者生活再建支援事
業費補助金の交付

・対象災害発生時に
おける愛知県被災
者生活再建支援事
業費補助金の交付
（令和2年度交付実
績なし）

・対象災害なし

・対象災害発生時に
おける愛知県被災
者生活再建支援事
業費補助金の交付
1件

・対象災害発生時に
おける愛知県被災
者生活再建支援事
業費補助金の交付

2018年8月 アクション項目新規追加

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加

2017年3月 アクション項目新規追加

16



2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

3 1 1
職員の安否・参集状況及び
家族の安否を把握する仕組
みの見直し

●職員の安否・参集状況の
把握に係る訓練の実施 1回/
年

防災安全局
防災部

防災危機管理課 ・訓練の実施　1回 ・訓練の実施　1回 ・訓練の実施　1回 ・訓練の実施1回 ・訓練の実施1回 ・訓練の実施1回 ・訓練の実施1回 ・訓練の実施1回 ・訓練の実施1回

3 1 2
職員の家庭における地震対
策の促進

●職員の自宅の耐震化、家
具固定、非常持ち出し品の
準備の実施割合 100％

防災安全局
防災部

防災危機管理課

・職員の自宅の耐
震化87％
・家具固定12％
・非常持ち出し品の
準備67％

・職員研修等で、職
員へ家庭での防災
対策を周知・啓発

・職員の自宅の耐
震化88％
・家具固定13％
・非常持ち出し品の
準備64％

・職員研修、主管課
連絡会議等で周知

・職員研修、主管課
連絡会議等で周知

・職員研修、主管課
連絡会議等で周知

・職員研修、主管課
連絡会議等で周知

・職員研修、主管課
連絡会議等で周知

・職員研修、主管課
連絡会議等で周知

3 1 3
発災時の庁内の人的・物的
資源の最適な配置等を定め
たマニュアルの見直し

●各地方機関を含めた発災
時の全庁的な資源分配ルー
ルの整備

防災安全局
防災部

防災危機管理課
・プロジェクトチーム
での検討

・見直しの検討 ・見直しの検討 ・見直しの検討 ・見直しの検討
・プロジェクトチーム
での検討

・プロジェクトチーム
での検討

・見直しの検討 ・見直しの検討

3 1 4
県庁等の燃料、物資や資機
材の調達体制、配備状況の
見直し

●本県被害予測調査を踏ま
えた物資備蓄等の計画の見
直し
●物資の配備状況を取りま
とめる体制の整備

防災安全局
防災部

防災危機管理課
・プロジェクトチーム
での検討

・見直しの検討 ・見直しの検討 ・見直しの検討 ・見直しの検討
・プロジェクトチーム
での検討

・プロジェクトチーム
での検討

・見直しの検討 ・見直しの検討

3 1 4
県庁等の燃料、物資や資機
材の調達体制、配備状況の
見直し

●本県被害予測調査を踏ま
えた物資備蓄等の計画の見
直し
●物資の配備状況を取りま
とめる体制の整備

防災安全局
防災部

災害対策課
・石油連盟との情報
共有を積極的に実
施

・石油連盟との情報
共有を積極的に実
施

・石油連盟との情報
共有を積極的に実
施

・石油連盟との情報
共有を積極的に実
施

・石油連盟との情報
共有を積極的に実
施

・石油連盟との情報
共有を積極的に実
施

・石油連盟との情報
共有を積極的に実
施

・石油連盟との情報
共有を積極的に実
施

・石油連盟との情報
共有を積極的に実
施

3 1 4
県庁等の燃料、物資や資機
材の調達体制、配備状況の
見直し

●本県被害予測調査を踏ま
えた物資備蓄等の計画の見
直し
●物資の配備状況を取りま
とめる体制の整備

会計局 管理課、調達課

・協定・覚書締結企
業等の最新連絡窓
口・手段等の確認
・調達マニュアルの
作成
・地方機関毎の実
績事業者の整理

・協定・覚書締結企
業等の最新連絡窓
口・手段等の確認
・調達マニュアルの
修正
・地方機関毎の契
約実績事業者の整
理

・協定・覚書締結企
業等の最新連絡窓
口・手段等の確認
・調達マニュアルの
修正
・地方機関毎の契
約実績事業者の整
理

・協定・覚書締結企
業等の最新連絡窓
口・手段等の確認
・調達マニュアルの
修正
・地方機関毎の契
約実績事業者の整
理

・協定・覚書締結企
業等の最新連絡窓
口・手段等の確認
・調達マニュアルの
修正
・地方機関毎の契
約実績事業者の整
理

・協定・覚書締結企
業等の最新連絡窓
口・手段等の確認
・調達マニュアルの
修正
・地方機関毎の契
約実績事業者の整
理

・協定・覚書締結企
業等の最新連絡窓
口・手段等の確認
・調達マニュアルの
修正
・地方機関毎の契
約実績事業者の整
理

・協定・覚書締結企
業等の最新連絡窓
口・手段等の確認
・調達マニュアルの
修正
・地方機関毎の契
約実績事業者の整
理

・協定・覚書締結企
業等の最新連絡窓
口・手段等の確認
・調達マニュアルの
修正
・地方機関毎の契
約実績事業者の整
理

3 1 4
県庁等の燃料、物資や資機
材の調達体制、配備状況の
見直し

●本県被害予測調査を踏ま
えた物資備蓄等の計画の見
直し
●物資の配備状況を取りま
とめる体制の整備

会計局 調達課

・本庁における関係
企業・事業者の緊
急連絡先の確認
・緊急物資調達先
一覧表の作成
・公用車用燃料を確
保する方策の検討

・営業種目別事業
者一覧の作成
・愛知県石油業協
同組合との契約の
地方機関への更な
る拡大

・営業種目別事業
者一覧の作成
・愛知県石油業協
同組合との契約

・営業種目別事業
者一覧の作成
・愛知県石油業協
同組合との契約

・営業種目別事業
者一覧の作成
・愛知県石油業協
同組合との契約

・営業種目別事業
者一覧の作成
・愛知県石油業協
同組合との契約

・営業種目別事業
者一覧の作成
・愛知県石油業協
同組合との契約

・営業種目別事業
者一覧の作成
・愛知県石油業協
同組合との契約

・営業種目別事業
者一覧の作成
・愛知県石油業協
同組合との契約

3 1 5 参集時の物資・資材の確保
●職員用の非常用食糧及び
飲料水の確保

防災安全局
防災部

災害対策課
・職員用の非常用
食糧及び飲料水の
確保

・職員用の非常用
食糧及び飲料水の
確保

・職員用の非常用
食糧及び飲料水の
確保

・職員用の非常用
食糧及び飲料水の
確保

・職員用の非常用
食糧及び飲料水の
確保

・職員用の非常用
食糧及び飲料水の
確保

・職員用の非常用
食糧及び飲料水の
確保

・職員用の非常用
食糧及び飲料水の
確保

・職員用の非常用
食糧及び飲料水の
確保

3 1 6
発災時の職員のメンタルケ
アの体制の確保

記載なし 人事局 職員厚生課
・職員のメンタルヘ
ルスケアの体制を
検討

・職員のメンタルヘ
ルスケアの体制を
検討

・職員のメンタルヘ
ルスケアの体制を
検討

・職員のメンタルヘ
ルスケアの体制を
検討

・職員のメンタルヘ
ルスケアの体制を
検討

・職員のメンタルヘ
ルスケアの体制を
検討

・職員のメンタルヘ
ルスケアの体制を
検討

・職員のメンタルヘ
ルスケアの体制を
検討

・職員のメンタルヘ
ルスケアの体制を
検討

3 1 7
防災拠点となる公共施設等
の耐震化の推進・促進 ★

●県内の防災拠点となる公
共施設等の耐震化率 100%

防災安全局
防災部

防災危機管理課
・国への要望の実
施

・国への要望の実
施

・国への要望の実
施

・国への要望の実
施

・国への要望の実
施

・国への要望の実
施

・国への要望の実
施

・国への要望の実
施

・国への要望の実
施

3 1 8
防災拠点への再生可能エネ
ルギーの導入の支援

記載なし 環境局 地球温暖化対策課
・28市町・38施設に
対して補助実施

・19市町・26施設に
対して補助実施

（事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了）

3 1 9
被災時における県有施設の
継続使用に係る体制の整備

記載なし
建築局

公共建築部
住宅計画課

・応急危険度判定
士養成講習会の実
施　2回

・応急危険度判定
士養成講習会の実
施　2回

・応急危険度判定
士養成講習会の実
施　1回

・応急危険度判定
士養成講習会の実
施　3回

・応急危険度判定
士養成講習会の実
施 3回(行政職員向
け）

・応急危険度判定
士養成講習会の実
施 6回実施(行政職
員向け）

・応急危険度判定
士養成講習会の実
施 6回実施

・応急危険度判定
士養成講習会の実
施 6回実施

・応急危険度判定
士養成講習会の実
施

対策の柱　3
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

3 1 10
地方機関の非常用電源設備
の確保

●非常用電源設備の整備
災害対応業務を担う拠点施
設

防災安全局
防災部

防災危機管理課

・県災害対策本部
の方面本部・支部を
設置する7庁舎の基
本調査

・4庁舎（東三河・海
部・知多・西三河）
の実施設計

・工事（3庁舎：東三
河・海部・西三河）
・実施設計（3庁舎：
新城設楽・三の丸・
豊田加茂）
・基本調査（12庁
舎：建設事務所等）

・工事（4庁舎：新城
設楽、三の丸、知
多、豊田加茂）
・実施設計（3庁舎：
知多建設、知立建
設、豊田加茂建設）
・基本調査（11庁
舎：保健所）

・工事（3庁舎：知多
建設、知立建設、豊
田加茂建設）
・実施設計（8庁舎：
建設事務所4庁舎、
保健所4庁舎）
・基本調査（2庁舎：
農林水産事務所）

・工事（5庁舎：衣浦
港務所、新城設楽
建設、春日井、津
島、新城保健所）
・実施設計（4庁舎：
瀬戸、江南、衣浦東
部、半田保健所）

・工事（ 6庁舎：新城
設楽建設設楽支
所、江南、津島、半
田、新城、豊川保健
所）
・実施設計（4 庁舎：
日光川排水機場、
東三河建設、知多
保健所、西尾保健
所）

・工事（ 6庁舎：東三
河建設、日光川排
水機場、瀬戸保健
所、衣浦東部保健
所、西尾保健所、豊
川保健所）
・実施設計（5 庁舎：
西尾総合事務所
（幡豆農地）、新城
設楽農林水産事務
所、尾張農林水産
事務所一宮支所、
一宮建設、三河港
務所）

・工事（ 7庁舎：西尾
総合事務所（幡豆
農地）、新城設楽農
林水産事務所、尾
張農林水産事務所
一宮支所、一宮建
設、三河港務所、知
多保健所、東三河
建設事務所）

3 1 11
本庁の行政情報通信ネット
ワークの可用性の向上

記載なし

総務局
総務部

（防災安全局
防災部）

情報政策課
（防災危機管理課）

・ネットワークの冗
長化に向けた検討
を実施

・ネットワークの冗
長化に向けた検討
を実施

・ネットワークの冗
長化に向けた検討
を実施

・ネットワークの冗
長化に向けた検討
を実施

・ネットワークの冗
長化に向けた検討
を実施

・ネットワークの冗
長化に向けた検討
を実施

・ネットワークの冗
長化に向けた検討
を実施

・ネットワークの冗
長化に向けて西庁
舎・自治センター間
の試行を実施

・ネットワークの冗
長化に向けて議会
棟・本庁舎間と本庁
舎・西庁舎間の試
行を実施

3 1 12
大規模災害時における環境
測定機能の維持対策の推進

●環境調査センターの環境
測定機能維持

環境局
環境政策部

環境政策課
環境活動推進課
水大気環境課

・アスベスト試料採
取装置を4台増設
・モニタリングポスト
電源車のための充
電コンセント設置工
事を実施

・環境放射能の監
視体制を維持

・大規模災害発生
時にあっても環境放
射能の監視体制を
維持

・大規模災害発生
時にあっても環境放
射能の監視体制を
維持

・大規模災害発生
時にあっても環境放
射能の監視体制を
維持

・大規模災害発生
時にあっても環境放
射能の監視体制を
維持

・大規模災害発生
時にあっても環境放
射能の監視体制を
維持

・大規模災害発生
時にあっても環境放
射能の監視体制を
維持

・大規模災害発生
時にあっても環境放
射能の監視体制を
維持

3 1 13
地震の発生を前提とした通
信設備の運用

●市町村職員または方面本
部要員の通信機器操作訓練
の実施 1 回/年

防災安全局
防災部

災害対策課

・防災訓練等を通じ
た通信機器や非常
用電源使用方法の
習熟
・通信機器操作訓
練の実施 1回

・防災訓練等を通じ
た通信機器や非常
用電源使用方法の
習熟
・通信機器操作訓
練の実施 1回

・防災訓練等を通じ
た通信機器や非常
用電源使用方法の
習熟
・通信機器操作訓
練の実施 1回

・防災訓練等を通じ
た通信機器や非常
用電源使用方法の
習熟
・通信機器操作訓
練の実施 1回

・防災訓練等を通じ
た通信機器や非常
用電源使用方法の
習熟
・通信機器操作訓
練の実施 随時

・防災訓練等を通じ
た通信機器や非常
用電源使用方法の
習熟
・通信機器操作訓
練の実施　随時

・防災訓練等を通じ
た通信機器や非常
用電源使用方法の
習熟
・通信機器操作訓
練の実施　随時

・防災訓練等を通じ
た通信機器や非常
用電源使用方法の
習熟
・通信機器操作訓
練の実施　随時

・防災訓練等を通じ
た通信機器や非常
用電源使用方法の
習熟
・通信機器操作訓
練の実施　随時

3 1 14
各施設の被災状況の把握の
仕組みの見直し

記載なし
防災安全局

防災部
防災危機管理課

・プロジェクトチーム
での検討

・見直しの検討 ・見直しの検討 ・見直しの検討 ・見直しの検討
・プロジェクトチーム
での検討

・プロジェクトチーム
での検討

・見直しの検討 ・見直しの検討

3 1 15
外部委託業務の継続性の確
保

●委託仕様に業務継続体制
の確保を記載

防災安全局
防災部

防災危機管理課 ・庁内への周知 ・庁内への周知 ・庁内への周知 ・庁内への周知 ・庁内への周知 ・庁内への周知 ・庁内への周知 ・庁内への周知 ・庁内への周知

3 1 16 愛知県庁BCP の見直し
●PDCA サイクルの実施に
よる愛知県庁BCP の見直し
1回/年

防災安全局
防災部

防災危機管理課
・愛知県庁BCPの見
直し

・愛知県庁BCPの見
直し

・愛知県庁BCPの見
直し

・愛知県庁BCPの見
直し

・愛知県庁BCPの見
直し

・愛知県庁BCPの見
直し

・愛知県庁BCPの見
直し

・愛知県庁BCPの見
直し

・愛知県庁BCPの見
直し

3 1 17
市町村ＢＣＰの策定の支援
★

●説明会の開催等の策定支
援（毎年度）（2020年完了）
●県内市町村におけるBCP
策定割合 100%（2020年完
了）
●計画の見直し等に関する
市町村職員向け研修の開催
1回/年※2021年度改訂時に
目標を追加

防災安全局
防災部

防災危機管理課

・研修会1回
・個別相談の実施
・県内市町村におけ
るBCP 策定割合
51.9％（2016年4月1
日現在）

・研修会1回
・個別相談の実施
・県内市町村におけ
るBCP 策定割合
53.7％（2016年7月
31日現在）
・策定事業への助
成

・研修会1回
・個別相談の実施
・県内市町村におけ
るBCP 策定割合
87％（2018年3月現
在）

・研修会1回
・個別相談の実施
・県内市町村におけ
るBCP 策定割合
93％（2019年3月現
在）

・研修会1回
・個別相談の実施
・県内市町村におけ
るBCP 策定割合
96％（2020年3月現
在）

・研修会は、新型コ
ロナによる中止
・個別相談の実施

・研修会は、新型コ
ロナによる中止
・個別相談の実施

・計画の見直し等に
関する研修会　2回
・個別相談の実施

・計画の見直し等に
関する研修会　2回
・個別相談の実施

3 1 18
市町村幹部職員危機管理研
修会の開催

●研修会の開催 1 回/年
防災安全局

防災部
災害対策課

・市町村の首長を対
象とした研修の実施

・市町村の首長を対
象とした研修の実施

・市町村の首長を対
象とした研修の実施

・市町村の防災を担
当する幹部職員を
対象とした講演

・市町村の防災を担
当する幹部職員を
対象とした講演

・新型コロナによる
中止

・新型コロナによる
中止

・市町村の防災を担
当する幹部職員を
対象とした講演を実
施

・市町村の防災を担
当する幹部職員を
対象とした講演を実
施

3 1 19
被災市町村への応援体制及
び受援体制の整備 ★

記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課

・協定に基づく応援
の実施決定や、応
援職員による罹災
証明書の作成業務
等の訓練を実施（1
回）

協定に基づく応援
の実施決定や、応
援職員による罹災
証明書の作成業務
等の訓練を実施（1
回）

・訓練の実施1回
・市町村の受援計
画等の策定支援
・訓練の実施　1回

・市町村の受援計
画等の策定支援
・訓練の実施　1回

・市町村の受援計
画等の策定支援
・訓練の実施　1回

・市町村の受援計
画等の策定支援
・訓練の実施1回程
度

2017年3月 アクション項目新規追加
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

3 1 20
現地災害対策本部の機能強
化

記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課

・方面本部員会議
及び現地災害対策
本部員会議を同時
開催し、対応方針を
協議決定する訓練
を実施（1回）

方面本部員会議及
び現地災害対策本
部員会議を同時開
催し、対応方針を協
議決定する訓練を
実施（1回）

・訓練の実施1回 ・訓練の実施　1回 ・訓練の実施　1回 ・訓練の実施　1回
・訓練の実施1回程
度

3 2 1
被災者等に対する警察安全
相談等の受理体制の充実

●相談員の相談対応能力向
上のための訓練　１回以上/
年

警察本部 住民サービス課
・訓練実施
・装備品の整備

・訓練実施 ・訓練実施 ・訓練実施 ・訓練実施 ・訓練実施 ・訓練実施 ・訓練実施 ・訓練実施

3 2 2
被災地域における地域安全
活動の推進

●防犯情報の配信ネット
ワークの配信先を随時拡充

警察本部 生活安全総務課
・防犯情報の配信
ネットワークの配信
先を随時拡充

・防犯情報の配信
ネットワークの配信
先を随時拡充

・防犯情報の配信
ネットワークの配信
先を随時拡充

・防犯情報の配信
ネットワークの配信
先を随時拡充

・防犯情報の配信
ネットワークの配信
先を随時拡充

・防犯情報の配信
ネットワークの配信
先を随時拡充

・防犯情報の配信
ネットワークの配信
先を随時拡充

・防犯情報の配信
ネットワークの配信
先を随時拡充

・防犯情報の配信
ネットワークの配信
先を随時拡充

3 2 3
警察施設の非常用電源設備
の確保

記載なし 警察本部 施設課

・港警察署非常用
発動発電機設備改
修工事
・安城警察署非常
用発動発電機改修
工事（実施設計）

・警察施設の非常
用電源設備の確保
・安城警察署非常
用発動発電機改修
工事
・東警察署非常用
発動発電機改修工
事（実施設計）

・警察施設の非常
用電源設備の確保
・東警察署非常用
発電発電機改修工
事
・緑警察署非常用
発電発電機改修工
事（実施設計）

・警察施設の非常
用電源設備の確保
・緑警察署非常用
発電発電機改修工
事
・北警察署非常用
発電発電機改修工
事（実施設計）

警察施設の非常用
電源設備の確保
・北警察署非常用
発電発電機改修工
事
・名東警察署非常
用発電発電機改修
工事（実施設計）

・警察施設の非常
用電源設備の確保
・名東警察署非常
用発電発電機改修
工事
・天白警察署非常
用発電発電機改修
工事（実施設計）

・警察施設の非常
用電源設備の確保
・天白警察署非常
用発電発電機改修
工事
・西枇杷島警察署
非常用発電発電機
改修工事（実施設
計）

・警察施設の非常
用電源設備の確保
・西枇杷島警察署
非常用発電発電機
改修工事
・瑞穂警察署非常
用発電発電機改修
工事（実施設計）

・警察施設の非常
用電源設備の確保
・瑞穂警察署非常
用発電発電機改修
工事
・千種警察署非常
用発電発電機改修
工事（実施設計）

3 2 4
災害へ対応する各種システ
ムの整備の推進

記載なし 警察本部
警備第二課
通信指令課

・通信指令システム
更新整備において
「災害対策機能」を
整備
・訓練実施

・訓練実施
・システムの整備

・訓練実施
・システムの整備

・訓練実施
・システムの整備

・訓練実施
・システムの整備

・訓練実施
・システムの整備

・訓練実施 ・訓練実施 ・訓練実施

3 2 5 非常用食糧等の備蓄の推進
●警察職員用及び被留置者
用の非常用食糧及び飲料水
の確保

警察本部 警備第二課
・非常用食糧及び飲
料水の整備

・警察職員用及び被
留置者用の非常用
食糧及び飲料水の
確保

・警察職員用及び被
留置者用の非常用
食糧及び飲料水の
確保

・警察職員用及び被
留置者用の非常用
食糧及び飲料水の
確保

・警察職員用及び被
留置者用の非常用
食糧及び飲料水の
確保

・警察職員用及び被
留置者用の非常用
食糧及び飲料水の
確保

・警察職員用及び被
留置者用の非常用
食糧及び飲料水の
確保

・警察職員用及び被
留置者用の非常用
食糧及び飲料水の
確保

・警察職員用及び被
留置者用の非常用
食糧及び飲料水の
確保

3 2 6
県警察地震警備計画の見直
し

記載なし 警察本部 警備第二課
・県警察地震警備
計画の見直し

・地震警備計画の
随時見直し

・県警察地震警備
計画の見直し

・県警察地震警備
計画の随時見直し

・県警察地震警備
計画の随時見直し

・県警察地震警備
計画の随時見直し

・県警察地震警備
計画の随時見直し

・県警察地震警備
計画の随時見直し

・県警察地震警備
計画の随時見直し

3 2 7 県警察災害警備訓練の実施 ●訓練の実施　１回以上/年 警察本部 警備第二課 ・救出救助訓練 ・訓練実施 ・訓練実施 ・訓練実施 訓練実施 訓練実施 訓練実施 訓練実施 訓練実施

3 2 8
警察職員の精神的ケア対策
の推進

●参考資料の作成及び職員
の教育（毎年度）

警察本部 厚生課
・参考資料の作成
・職員への教育の
実施

・参考資料の作成
・職員への教育の
実施

・参考資料の作成
・職員への教育の
実施

・参考資料の作成
・職員への教育の
実施

・参考資料の作成
・職員への教育の
実施

・参考資料の作成
・職員への教育の
実施

・参考資料の作成
・職員への教育の
実施

・参考資料の作成
・職員への教育の
実施

・参考資料の作成
・職員への教育の
実施

3 2 9
警察災害派遣隊の受援体制
の整備

●図上訓練の実施　１回以
上/年

警察本部 警備第二課 ・訓練実施 ・訓練実施 ・訓練実施 ・訓練実施 ・訓練実施 訓練実施 ・訓練実施 ・訓練実施 ・訓練実施

3 3 1
ライフライン関係機関との連
携の推進

●ライフライン関係機関連絡
会の開催 1 回以上/年

防災安全局
防災部

災害対策課 ・連絡会の開催 ・連絡会の開催 ・連絡会議の開催 ・連絡会議の開催 ・連絡会議の開催 ・連絡会議の開催 ・連絡会議の開催 ・連絡会議の開催 ・連絡会議の開催

3 3 2
県営浄水場施設の耐震化の
推進

●浄水場の耐震化 5箇所
●貯水池の耐震化 1箇所

企業庁
水道部

水道事業課

・浄水場耐震補強
工事 （5箇所実施）
・貯水池耐震補強
調査 （1箇所実施）

・浄水場耐震補強
工事（4箇所実施）
・浄水場耐震診断
調査（1箇所実施）
・貯水池耐震補強
調査（1箇所実施）

・浄水場耐震補強
工事（4箇所実施)
・浄水場耐震設計
調査（1箇所実施）
・貯水池耐震補強
調査（1箇所実施）

・浄水場耐震補強
工事（3箇所実施)
・貯水池耐震補強
工事（1箇所実施）

・浄水場耐震補強
工事（4箇所実施）
・浄水場耐震診断
調査（1箇所実施）
・貯水池耐震補強
工事（1箇所実施）

・浄水場耐震補強
工事（4箇所実施)
・貯水池耐震補強
工事（1箇所実施）

・浄水場耐震補強
工事（1箇所）
・浄水場耐震診断
調査（1箇所）

・浄水場耐震補強
工事
（1箇所）

・浄水場耐震補強
工事

2017年3月 アクション項目新規追加

19



2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

3 3 3 県営水道施設の整備の推進

●広域調整池の整備 6 池
●連絡管の整備 2 路線
●基幹となる管路の複線化
1 路線

企業庁
水道部

水道事業課

・県営水道施設の
整備
調整池（4池実施）
連絡管（2路線実
施）
複線化（1路線実
施）

・県営水道施設の
整備
調整池（5池実施）
連絡管（2路線実
施）
複線化（1路線実
施）

・県営水道施設の
整備
調整池（4池実施）
連絡管（2路線実
施）
複線化（1路線実
施）

・県営水道施設の
整備
調整池（3池実施）
連絡管（2路線実
施）
複線化（1路線実
施）

・県営水道施設の
整備
調整池（3池実施）
連絡管（2路線実
施）
複線化（1路線実
施）

・県営水道施設の
整備
調整池(1池実施）
連絡管(2路線実施)

・県営水道施設の
整備
連絡管(2路線実施)

・県営水道施設の
整備
連絡管（1路線実
施）

・県営水道施設の
整備

3 3 4
流域下水道施設の耐震化の
推進

①流域下水道における水処
理機能及び汚泥処理機能の
確保のための処理場施設の
耐震化 53施設
②流域下水道における重要
管きょの流下機能確保のた
めの管きょ施設の耐震化
0.9km
③流域下水道における非常
用自家発電設備の整備 10
施設

建設局 下水道課

・処理場施設の耐
震化　6 施設
・管きょ施設の耐震
化　0.4 km
・非常用自家発電
設備の整備　2 施
設

・処理場施設の耐
震化　6 施設
・管きょ施設の耐震
化　0.3 km
・非常用自家発電
設備の整備　2 施
設

・処理場施設の耐
震化　1施設
・管きょ施設の耐震
化　0.2 km
・非常用自家発電
設備の整備　1 施
設

・処理場施設の耐
震化　2 施設
・非常用自家発電
設備の整備　1 施
設

・処理場施設の耐
震化 3施設
・非常用自家発電
設備の整備 1施設

・処理場施設の耐
震化 4施設
・非常用自家発電
設備の整備 1施設

・処理場施設の耐
震化 7施設
・非常用自家発電
設備の整備 1施設

・処理場施設の耐
震化 0施設（施工中
2施設）
・非常用自家発電
設備の整備 1施設

・処理場施設の耐
震化 2施設

3 3 5 流域下水道BCPの充実 記載なし 建設局 下水道課

・地震時対応マニュ
アルの統合
・情報伝達訓練の
実施

・愛知県下水道事
業における災害時
に関する要領を改
定
・情報伝達訓練の
実施

・日本下水道事業
団との災害時協定
締結
・愛知県下水道事
業における災害時
に関する要領を改
定
・情報伝達訓練の
実施

・愛知県下水道事
業における災害時
に関する要領を改
定
・情報伝達訓練の
実施

・愛知県下水道事
業における災害時
に関する要領を改
定
・情報伝達訓練の
実施

・これまでのBCP(地
震・津波編)から
BCP(地震・津波、水
害編)へ改定
・自然災害による下
水道機械・電気設
備緊急工事に関す
る協定締結
・情報伝達訓練の
実施

・流域下水道BCPの
継続的な改善によ
る充実
・情報伝達訓練の
実施

・流域下水道BCPの
継続的な改善によ
る充実
・情報伝達訓練の
実施
・災害訓練の実施

・流域下水道BCPの
継続的な改善によ
る充実
・情報伝達訓練の
実施
・災害訓練の実施

3 3 6
ＬＰガス確保のための体制の
整備

記載なし
防災安全局

防災部
消防保安課
産業保安室

・2016年2月23日付
けで、(一社)愛知県
LPガス協会と、「災
害時における液化
石油ガス等の優先
供給に関する協定」
を締結

（事業完了） （事業完了）

2018年5月に開催さ
れた（一社）愛知県
LPガス協会総会に
おいて協定内容の
普及を図った

2019年5月に開催さ
れた（一社）愛知県
LPガス協会総会に
おいて協定内容の
普及を図った

新型コロナによる中
止

（一社）愛知県ＬＰガ
ス協会総会等での
協定内容の普及

（一社）愛知県ＬＰガ
ス協会総会等での
協定内容の普及

・（一社）愛知県LP
ガス協会総会等で
の協定内容の普及

3 4 1
緊急輸送道路の防災対策の
推進

●落石等危険箇所対策 140
箇所

建設局 道路維持課
・落石等危険箇所
対策　11箇所

・落石等危険箇所
対策　12箇所

・落石等危険箇所
対策　5箇所

・落石等危険箇所
対策　14箇所

・落石等危険箇所
対策　17箇所

・落石等危険箇所
対策　14箇所

・落石等危険箇所
対策　23箇所

・落石等危険箇所
対策　17箇所

・落石等危険箇所
対策　7箇所

3 4 2 無電柱化の推進
●無電柱化整備 11.8ｋｍ
（都市整備課：4.3km、道路維
持課：7.5km）

都市・交通局
都市基盤部

都市整備課
・無電柱化整備
0.16km

・無電柱化整備
0.48km

・無電柱化整備
0.45km

・無電柱化整備
0.2km

・無電柱化整備
2.0km

・無電柱化整備
0.36km

・無電柱化整備
0.17km

・無電柱化整備
　1.81km

・無電柱化整備
0km

3 4 2 無電柱化の推進
●無電柱化整備 11.8ｋｍ
（都市整備課：4.3km、道路維
持課：7.5km）

建設局 道路維持課
・無電柱化整備
0.27km

・無電柱化整備
1.08km

・無電柱化整備
1.22㎞
・緊急輸送道路にお
ける新設電柱の道
路占用の制限区域
の指定

・無電柱化整備
0.60km

・無電柱化整備
0.51㎞

・無電柱化整備
0.38㎞

・無電柱化整備
0.21km

・無電柱化整備
0.25㎞

・無電柱化整備
1.80㎞

3 4 3 港湾施設の耐震化の推進

●田原ふ頭の耐震強化岸壁
の耐震化
●神野地区ガントリークレー
ンの耐震化

都市・交通局 港湾課 （未実施）
・神野地区ガント
リークレーンの耐震
化　0基(委託)

・田原ふ頭の耐震
強化岸壁の耐震化
0m（委託）
・神野地区ガント
リークレーンの耐震
化　0.0基

・田原ふ頭の耐震
強化岸壁の耐震化
0m
・神野地区ガント
リークレーンの耐震
化　0.0基

・田原ふ頭の耐震
強化岸壁の耐震化
0m
・神野地区ガント
リークレーンの耐震
化　0基(委託)

・田原ふ頭の耐震
強化岸壁の耐震化
0m
・神野地区ガント
リークレーンの耐震
化　0基（施工中）

・田原ふ頭の耐震
強化岸壁の耐震化
0m（委託）
・神野地区ガント
リークレーンの耐震
化　1基

・田原ふ頭の耐震
強化岸壁の耐震化
0施設（委託）

・田原ふ頭の耐震
強化岸壁の耐震化
0.08施設

3 4 4
港湾BCPに基づく事前対策
及び港湾BCPの充実

●3港（2015年～2023年） 都市・交通局 港湾課 ・港湾BCPの充実 ・港湾BCPの充実 ・港湾BCPの充実 ・港湾BCPの充実 ・港湾BCPの充実 ・港湾BCPの充実 ・港湾BCPの充実 ・港湾BCPの充実 ・港湾BCPの充実

20



2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

3 4 5
緊急輸送道路ネットワーク計
画の見直し

記載なし 建設局 道路維持課 （未実施）
・新規供用に伴う緊
急輸送道路網図の
修正を実施

・緊急輸送道路ネッ
トワーク計画等策定
協議会を開催し、緊
急輸送道路の見直
しを実施

・新規供用に伴う緊
急輸送道路網図の
修正なし

・緊急輸送道路ネッ
トワーク計画等策定
協議会の開催

・防災拠点の変更、
新規供用等に伴う
緊急輸送道路網図
の修正

・新規供用等に伴う
緊急輸送道路網図
の修正

・新規供用等に伴う
緊急輸送道路網図
の修正

・新規供用等に伴う
緊急輸送道路網図
の修正

3 5 1
火葬場連絡協議会の開催及
び訓練の実施

●協議会及び訓練の実施 1
回以上/年

保健医療局
生活衛生部

生活衛生課
・協議会及び訓練の
実施　1回

・協議会及び訓練の
実施　1回

・協議会及び訓練の
実施　1回

・協議会及び訓練の
実施　1回

・協議会及び訓練の
実施　1回

・協議会及び訓練の
実施　1回

・協議会及び訓練の
実施　1回

・協議会及び訓練の
実施　1回

・協議会及び訓練の
実施　1回

3 5 2
検視・身元確認用資機材の
整備の推進

記載なし 警察本部
捜査第一課
検視官室

・多数遺体の検視を
行うための感染防
止資機材等、身元
不明遺体の身元特
定用の資器材を整
備したほか、医師会
等と連携して訓練を
実施

・多数遺体の検視
及び身元特定を行
うための資器材及
び感染防止消耗品
を整備したほか、医
師会等と連携して訓
練を実施

・多数遺体の検視
及び身元特定を行
うための資器材及
び感染防止消耗品
を整備したほか、医
師会等と連携して訓
練を実施

・多数遺体の検視
及び身元特定を行
うための資器材及
び感染防止消耗品
を整備したほか、医
師会等と連携して訓
練を実施

・多数遺体の検視
及び身元特定を行
うための資器材及
び感染防止消耗品
を整備したほか、医
師会等と連携して訓
練を実施

・多数遺体の検視
及び身元特定を行
うための資器材及
び感染防止消耗品
を整備したほか、医
師会等と連携して訓
練を実施

・医師会・歯科医師
会と連携した多数遺
体取扱訓練の実施
・検視・身元確認用
資器材の整備

・医師会・歯科医師
会と連携した多数遺
体取扱訓練の実施
・検視・身元確認用
資器材の整備

・医師会・歯科医師
会と連携した多数遺
体取扱訓練の実施
・検視・身元確認用
資器材の整備

3 5 3 遺体の処置体制の確保
●県が拠出するべき死体袋
の確保（充足）率 100％

防災安全局
防災部

災害対策課

・災害救助用備蓄
物資の品目・数量
の見直し
・死体袋の確保（充
足）率 100％（見直
し前）

・災害救助用備蓄
物資の品目・数量
の見直し
・死体袋の確保（充
足）率100％

・死体袋の確保（充
足）率100％

・死体袋の確保（充
足）率100％

・死体袋の確保（充
足）率100％

・死体袋の確保（充
足）率100％

・死体袋の確保（充
足）率100％

死体袋の確保（充
足）率100％

死体袋の確保（充
足）率100％

3 6 1
平常時からの企業への啓発
の実施 ★

●企業における防災講演の
実施 1 回以上/年

防災安全局
防災部

災害対策課

・愛工大主催の企
業防災の研究会に
アドバイザーとして
参加

・愛工大主催の企
業防災の研究会に
アドバイザーとして
参加

・愛工大主催の企
業防災の研究会に
アドバイザーとして
参加

・愛工大主催の企
業防災の研究会に
アドバイザーとして
参加

・愛工大主催の企
業防災の研究会に
アドバイザーとして
参加

・愛工大主催の企
業防災の研究会に
アドバイザーとして
参加

・愛工大主催の企
業防災の研究会に
アドバイザーとして
参加

・愛工大主催の企
業防災の研究会に
アドバイザーとして
参加

・愛工大主催の企
業防災の研究会に
アドバイザーとして
参加

3 6 2
事業所の防災対策の促進
★

記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課

・「あいちBCP モデ
ル」の普及啓発

・「あいちBCP モデ
ル」の普及啓発

・「あいちBCP モデ
ル」の普及啓発

・「あいちBCP モデ
ル」の普及啓発

・「あいちBCP モデ
ル」の普及啓発

・「あいちBCP モデ
ル」の普及啓発

・「あいちBCP モデ
ル」の普及啓発

・「あいちBCPモデ
ル」の普及啓発

・「あいちBCPモデ
ル」の普及啓発

3 6 3
中小企業のBCP策定の促進
★

●中小企業のBCP 策定率
12％

経済産業局
中小企業部

中小企業金融課

・あいちBCP講習会
開催（2015年10月
30日）
参加人数58人
・中小企業のBCP
策定率 7.1％（2015
年4月1日現在）

・あいちBCP講習会
開催（2016年10月
15日）
参加人数68人
・中小企業のBCP
策定率 7.1％（2015
年4月1日現在）

・BCPセミナー2回開
催（2017年9月13
日、2018年1月26
日）
参加人数 1回目68
人、2回目30人
・大府新江工業団
地協同組合にて団
地版BCP策定支援
を実施
・策定マニュアル
「団地版あいちＢＣ
Ｐモデル」1500部作
成、県HPにて公開
・中小企業のBCP
策定率 11.2％
（2017年9月末現
在）

・BCPセミナー2回開
催（2018年11月5
日、2019年1月23
日）
参加人数 １回目40
人、2回目31人
・中小企業のBCP
策定率 11.2％
（2017年9月末現
在）

・BCPセミナー2回開
催
(2019年12月23日、
2020年2月21日）
参加人数　1回目35
人、2回目26人
・中小企業のBCP策
定状況（2020年3月
末現在）策定率
9.7％

・BCPセミナー１回
開催
(2021年3月22日）
参加人数　35人
・中小企業のBCP策
定状況（2020年3月
末現在）策定率
9.7％

・BCPセミナー　1回
開催
(2021年12月9日）
参加人数　41人
・中小企業のBCP策
定状況（2022年3月
末現在）策定率
13.5％

・BCPセミナー2回開
催
(2022年12月20日参
加人数48人、2023
年２月22日参加人
数29人）

BCPセミナーの開催

3 6 3
中小企業のBCP策定の促進
★

記載なし
防災安全局

防災部
防災危機管理課 - -

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よるBCP講習会の
開催、啓発パンフ
レットの作成

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よるBCP講習会の
開催、研修会への
講師派遣、支援情
報提供ウェブサイト
の作成

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よるBCP講習会の
開催、研修会への
講師派遣、支援情
報提供ウェブサイト
の作成

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よるBCP講習会の
開催、研修会への
講師派遣、支援情
報提供ウェブサイト
の作成

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よるBCP講習会の
開催、研修会への
講師派遣、支援情
報提供ウェブサイト
の作成

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よるBCP講習会の
開催、研修会への
講師派遣

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よるBCP講習会の
開催、研修会への
講師派遣

3 6 4
中小企業向け融資制度の充
実 ★

記載なし
経済産業局
中小企業部

中小企業金融課

・防災対策に対応し
たメニューをパワー
アップ資金（防災）と
して継続実施

・防災対策に対応し
たメニューをパワー
アップ資金（防災）と
して継続実施

・防災対策に対応し
たメニューをパワー
アップ資金（防災）と
して継続実施

・防災対策に対応し
たメニューをパワー
アップ資金（防災）と
して継続実施

・防災対策に対応し
たメニューをパワー
アップ資金（防災）と
して継続実施

・融資制度
・「中小企業強靭化
法に基づく事業継
続力強化計画又は
連携事業継続力強
化計画を策定し、経
済産業大臣の認定
を受けた中小企業
者」を融資対象者に
追加するとともに、
金利を0.1％引下げ

・融資制度
・防災対策に対応し
たメニューをパワー
アップ資金（防災）と
して継続実施

・融資制度
・防災対策に対応し
たメニューをパワー
アップ資金（防災）と
して継続実施

・融資制度
・防災対策に対応し
たメニューをパワー
アップ資金（防災）と
して継続実施
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

3 6 5
漁港施設の耐震・耐津波強
化対策の推進・促進

●漁港施設（市町村管理）の
耐震・耐津波強化対策の促
進 12漁港（農林水産局）

農業水産局 水産課

・岸壁の機能診断
及び設計、防波堤
の機能診断
・岸壁の設計及び工
事、防波堤の機能
診断

・岸壁の設計、工事

・日間賀漁港第2号
岸壁改良工事及び
第1号護岸改良の
設計

日間賀漁港第2号
岸壁改良工事

・漁港施設の耐震・
耐津波強化対策の
促進　1漁港

・漁港施設の耐震・
耐津波強化対策の
促進　1漁港

・漁港施設の耐震・
耐津波強化対策の
促進　1漁港

・漁港施設の耐震・
耐津波強化対策の
促進　1漁港

・漁港施設の耐震・
耐津波強化対策の
促進　1漁港
・津波避難施設の
整備支援　1施設

3 6 5
漁港施設の耐震・耐津波強
化対策の推進・促進

●漁港施設（県管理）の耐
震・耐津波強化対策 11施設
（都市・交通局）

都市・交通局 港湾課
・漁港施設の耐震・
耐津波強化対策
0.5施設

・漁港施設の耐震・
耐津波強化対策
0.4施設

・漁港施設の耐震・
耐津波強化対策
2.2施設

・漁港施設の耐震・
耐津波強化対策
0.4施設

・漁港施設の耐震・
耐津波強化対策
0.4施設

・漁港施設の耐震・
耐津波強化対策
1.7施設

・漁港施設の耐震・
耐津波強化対策
1.2施設

・漁港施設の耐震・
耐津波強化対策
1.3施設

・漁港施設の耐震・
耐津波強化対策
2.0施設

3 6 6
東海地震に係る地震防災応
急計画及び南海トラフ地震
防災対策計画の作成の促進

●計画の届出率 100％
防災安全局

防災部
災害対策課

・地震防災応急計
画届出率87.6％
・南海トラフ地震防
災対策計画届出率
65.7％

・地震防災応急計
画届出率87.6％
・南海トラフ地震防
災対策計画届出率
65.7％

・地震防災応急計
画届出率89.4％
・南海トラフ地震防
災対策計画届出率
66.6％

・地震防災応急計
画届出率89.4％
・南海トラフ地震防
災対策計画届出率
76.3％

・地震防災応急計
画届出率89.4％
・南海トラフ地震防
災対策計画届出率
76.3％

・地震防災応急計
画届出率89.4％
・南海トラフ地震防
災対策計画届出率
76.3％

・地震防災応急計
画届出率89.4％
・南海トラフ地震防
災対策計画届出率
76.3％

・地震防災応急計
画届出率89.4％
・南海トラフ地震防
災対策計画届出率
76.3％

・計画の作成促進

3 6 7
産業活動の維持のための対
策の検討 ★

●WG の開催（毎年度）（～
2016年度）
●産学官連携による産業の
強靱化に係る組織を設置
（2017年度完了・あいち・なご
や強靱化共創センターを設
置）
●産業基盤のボトルネック調
査等の実施（2018年度～）
※2018年8月改訂時に目標等
を追加

防災安全局
防災部

防災危機管理課

・被災者生活再建・
産業再建支援マ
ニュアルの策定に
係るWGの開催2回

・産学官連携による
地域の強靱化に係
る組織の設置に向
けた検討

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる調査・研究

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる調査・研究

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる調査・研究

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる調査・研究

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる調査・研究

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる調査・研究

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる調査・研究

3 6 8
テレワーク（在宅勤務）による
事業継続の取組の促進

記載なし
経済産業局
中小企業部

中小企業金融課

・ＢＣＰお届け講座
の実施
　実施回数　10回
　参加人数　475人

・ＢＣＰお届け講座
の実施
　実施回数　4回
　参加人数  220名

・ＢＣＰお届け講座
の実施
　実施回数　3回
　参加人数  90名

・ＢＣＰお届け講座
の実施
　実施回数　4回
　参加人数  78名

・ＢＣＰお届け講座
の実施
　実施回数　3回
　参加人数  212名

・ＢＣＰお届け講座
の実施

3 6 8
テレワーク（在宅勤務）による
事業継続の取組の促進

記載なし 労働局 労働福祉課

・テレワーク勉強会2
回
・セミナー1回
・県内企業の調査

・調査件数10件
・導入マニュアル作
成2000部
・テレワーク体験セ
ミナー2回
・導入企業事例セミ
ナー1回

・テレワーク・スクー
ル　実務担当者向
け4回、経営者向け
2回
・個別相談会10回
・アドバイザー派遣
39社

・テレワーク・スクー
ル　実務担当者向
け4回、経営者向け
2回
・あいちテレワーク
サポートセンターの
設置運営
・あいちテレワーク・
モデルオフィスの設
置運営

・あいちテレワーク
サポートセンター
（モデルオフィス併
設）の設置運営
・テレワーク・スクー
ル
6回

・あいちテレワーク
サポートセンター
（モデルオフィス併
設）の設置運営
・テレワーク・スクー
ルの開催

2018年8月 アクション項目新規追加

2018年8月 アクション項目新規追加
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

4 1 1
復興体制の事前整備及び復
興方針の事前策定 ★

●復興体制の事前整備及び
復興方針の事前策定

防災安全局
防災部

防災危機管理課
・復興体制の検討
のための調査を実
施

・復興体制案の作
成

・地域防災計画に復
興体制に係る記載
を追加

・他の都道府県の
復興対策に関する
情報を収集

・他の都道府県の
復興対策に関する
情報を収集した。

・被災後に復興方針
等を速やかに策定
できるよう、他の都
道府県の復興対策
に関する情報を収
集した。

・被災後に復興方針
等を速やかに策定
できるよう、他の都
道府県の復興対策
に関する情報を収
集した。

・被災後に復興方針
等を速やかに策定
できるよう、他の都
道府県の復興対策
に関する情報を収
集した。

・被災後に復興方針
等を速やかに策定
できるよう、他の都
道府県の復興対策
に関する情報収集

4 1 2
震災後復旧マニュアルの見
直し ★

●震災後復旧マニュアル（生
活編・産業編）の検証・見直
し
●被災者生活再建・産業再
建支援マニュアルの見直し
１回/年（2018年度～）
※2018年8月改訂時に目標等
を追加

防災安全局
防災部

防災危機管理課
・被災者生活再建・
産業再建支援マ
ニュアルの策定

・被災者生活再建・
産業再建支援マ
ニュアルの見直し

・被災者生活再建・
産業再建支援マ
ニュアルの見直し

・被災者生活再建・
産業再建支援マ
ニュアルの見直し

・被災者生活再建・
産業再建支援マ
ニュアルの見直し

・被災者生活再建・
産業再建支援マ
ニュアルの見直し

・被災者生活再建・
産業再建支援マ
ニュアルの見直し

・被災者生活再建・
産業再建支援マ
ニュアルの見直し

・被災者生活再建・
産業再建支援マ
ニュアルの見直し

4 1 3
事前復興まちづくりの取組の
促進

●訓練プログラムの策定
（2015年度完了）
●訓練プログラムの見直し
●事前復興に関する勉強会
の実施

都市・交通局
都市基盤部

都市計画課

・事前復興まちづく
り模擬訓練の実施
・訓練プログラムの
策定

・説明会等による模
擬訓練の普及啓発

・模擬訓練の普及
啓発のための研修
会の実施

・模擬訓練の普及
啓発のための研修
会の実施
・事前復興に関する
勉強会の実施

・模擬訓練の普及
啓発のための研修
会の実施
・事前復興に関する
勉強会の実施

・模擬訓練の普及
啓発のための研修
会の実施

・模擬訓練の普及
啓発のための研修
会の実施
・事前復興に関する
勉強会の実施

・模擬訓練の普及
啓発のための研修
会の実施
・事前復興に関する
勉強会の実施

・模擬訓練の普及
啓発のための研修
会の実施
・事前復興に関する
勉強会の実施

4 1 4
震災復興都市計画模擬訓練
の実施

●訓練の実施 1回/年
都市・交通局
都市基盤部

都市計画課 ・模擬訓練の実施 ・模擬訓練の実施 ・模擬訓練の実施 ・模擬訓練の実施 ・模擬訓練の実施 ・模擬訓練の実施 ・模擬訓練の実施 ・模擬訓練の実施 ・模擬訓練の実施

4 1 5 地籍整備の推進 ★

●地籍整備の推進 全市町
村
●地籍調査を実施する市町
村への支援・協力
●県が実施する用地の測量
成果について、原則、地籍調
査と同等の成果を得られる
19 条5 項指定申請を実施

都市・交通局
都市基盤部

都市計画課

・地籍調査 9市町
・都市部官民境界
基本調査 5市町
・地籍整備に向けた
講習会・研修会の
開催

・地籍調査 9市町
・都市部官民境界
基本調査 3市
・地籍整備に向けた
講習会・研修会の
開催

・地籍調査 11市町
・都市部官民境界
基本調査 2市1町
・地籍整備に向けた
講習会・研修会の
開催

・地籍調査 13市町
・地籍整備に向けた
講習会・研修会の
開催

・地籍調査12市町
・地籍整備に向けた
講習会・研修会の
開催

・地籍調査15市町
・地籍整備に向けた
講習会・研修会の
開催

・地籍調査17市町
・地籍整備に向けた
講習会・研修会の
開催

・地籍調査18市町
・地籍整備に向けた
講習会・研修会の
開催

・地籍調査20市町
・地籍整備に向けた
講習会・研修会の
開催

4 2 1
災害廃棄物処理体制の構築
★

●県災害廃棄物処理計画の
策定
●市町村災害廃棄物処理計
画の策定　全市町村（2018
年度～）
※2018年8月改訂時に目標等
を追加

環境局 資源循環推進課

・県災害廃棄物処
理計画における災
害廃棄物等発生量
（推計）の公表

・県災害廃棄物処
理計画の策定
・市町村災害廃棄
物処理計画の策定
支援

・市町村災害廃棄
物処理計画の策定
支援
・業務手順タイムラ
イン作成、図上演習
実施

・市町村災害廃棄
物処理計画の策定
支援
・図上演習の実施

・市町村災害廃棄
物処理計画の策定
支援
・図上演習の実施

・市町村災害廃棄
物処理計画の策定
支援、実効性向上
・図上演習の実施

・市町村災害廃棄
物処理計画の実効
性向上
・図上演習の実施

・市町村災害廃棄
物処理計画の実効
性向上
・図上演習の実施

・市町村災害廃棄
物処理計画の実効
性向上
・図上演習の実施

4 2 2
業務用エアコン及び冷凍冷
蔵機器からの適正なフロン
ガス回収・処理の促進

●フロンガス回収・処理につ
いての普及啓発
●フロンガス回収・処理事業
者等への立入検査　450件
程度/年
●フロンガスの回収・処理体
制の維持

環境局
環境政策部

水大気環境課

・講習会において、
フロンガス回収・処
理についての普及
啓発実施
・事業者等への立
入検査件数：約400
件
・フロンガスの回収・
処理体制を維持

・講習会において、
フロンガス回収・処
理についての普及
啓発実施
・事業者等への立
入検査件数：約640
件
・フロンガスの回収・
処理体制を維持

・講習会において、
フロンガス回収・処
理についての普及
啓発
・事業者等への立
入検査件数：約640
件
・フロンガスの回収・
処理体制の維持

・講習会において、
フロンガス回収・処
理についての普及
啓発
・事業者等への立
入検査件数：約680
件
・フロンガスの回収・
処理体制の維持

・講習会において、
フロンガス回収・処
理についての普及
啓発
・事業者等への立
入検査件数：約640
件
・フロンガスの回収・
処理体制の維持

・講習会において、
フロンガス回収・処
理についての普及
啓発
・事業者等への立
入検査件数：約270
件
・フロンガスの回収・
処理体制の維持

・講習会において、
フロンガス回収・処
理についての普及
啓発
・事業者等への立
入検査件数：約180
件
・フロンガスの回収・
処理体制の維持

・フロンガス回収・処
理についての普及
啓発
・事業者等への立
入検査件数：約210
件
・フロンガスの回収・
処理体制の維持

・フロンガス回収・処
理についての普及
啓発
・事業者等への立
入検査の実施
・フロンガスの回収・
処理体制の維持

対策の柱　4
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

4 2 3

社会福祉協議会及びＮＰＯ・
ボランティア団体との連携に
よる災害廃棄物の円滑な処
理の推進

記載なし

防災安全局
防災部

・
環境局

防災危機管理課
・

資源循環推進課

防災のための愛知
県ボランティア連絡
会における検討

・防災のための愛知
県ボランティア連絡
会における検討

「災害中間支援組
織」の設置につい
て、防災のための
愛知県ボランティア
連絡会において検
討

4 3 1
被災住宅の応急修理に係る
体制の整備

●応急修理に関するマニュ
アル・応急修理業者名簿の
更新・配布

建築局
公共建築部

住宅計画課
・応急修理業者名
簿の更新・配布

・応急修理に関する
マニュアル・応急修
理業者名簿の更
新・配布
・熊本県、その他4
市町への応急修理
ヒアリングの実施

・応急修理に関する
マニュアル・応急修
理業者名簿の更
新・配布

・応急修理に関する
マニュアル・応急修
理業者名簿の更
新・配布

・応急修理に関する
マニュアル・応急修
理業者名簿の更
新・配布

・応急修理に関する
マニュアル・応急修
理業者名簿の更
新・配布

・応急修理に関する
マニュアル・応急修
理業者名簿の更
新・配布

・応急修理に関する
マニュアル・応急修
理業者名簿の更
新・配布

・応急修理に関する
マニュアル・応急修
理業者名簿の更
新・配布

4 3 2 地震保険の加入促進 記載なし
防災安全局

防災部
防災危機管理課

・あいち・なごや強
靱化共創センターで
作成したパンフレッ
トによる啓発
・あいち防災フェス
タでの啓発

・あいち・なごや強
靱化共創センターで
作成したパンフレッ
トによる啓発
・あいち防災フェス
タでの啓発

・あいち・なごや強
靱化共創センターで
作成したパンフレッ
トによる啓発

・あいち・なごや強
靱化共創センターで
作成したパンフレッ
トによる啓発
・あいち防災フェス
タでの啓発

・あいち・なごや強
靱化共創センターで
作成したパンフレッ
トによる啓発
・あいち防災フェス
タでの啓発

・あいち・なごや強
靱化共創センターで
作成したパンフレッ
トによる啓発
・あいち防災フェス
タでの啓発

4 4 1
被災中小企業向けの災害復
旧資金貸付案内の作成

●案内の発行部数 30,000
部程度

経済産業局
中小企業部

中小企業金融課

・県制度融資の案
内を38,000部作成
し、金融機関等に配
布

・県制度融資の案
内を40,000部作成
し、金融機関等に配
布

・県制度融資の案
内を40,000部作成
し、金融機関等に配
布

・県制度融資の案
内を40,000部作成
し、金融機関等に配
布

・県制度融資の案
内を40,000部作成
し、金融機関等に配
布

・県制度融資の案
内を40,000部作成
し、金融機関等に配
布

・県制度融資の案
内を40,000部作成
し、金融機関等に配
布

・県制度融資の案
内を40,000部作成
し、金融機関等に配
布

・県制度融資の案
内を40,000部作成
し、金融機関等に配
布

4 4 2
災害時の金融措置に係る農
業協同組合への指導の実施

記載なし
農業水産局

農政部
農政課

組合検査指導室
・連絡窓口の確認 ・連絡窓口の確認 ・連絡窓口の確認 ・連絡窓口の確認 ・連絡窓口の確認

・災害時等に農協の
連合会と随時連絡
調整を実施

・連絡窓口の確認 ・連絡窓口の確認

・東海財務局と災害
時における金融措
置の伝達事項の確
認
・信連と災害時にお
ける連絡体制の確
認

4 4 3
復旧・復興事業からの暴力
団排除活動の推進

●暴力団排除に関する講
演、責任者講習において暴
力団介入状況等に関する情
報提供依頼を随時実施

警察本部 捜査第四課

・暴力団排除に関す
る講演及び責任者
講習の場において
暴力団介入状況等
に関する情報提供
依頼を実施

・暴力団排除に関す
る講演、責任者講
習において暴力団
介入状況等に関す
る情報提供依頼を
随時実施

・暴力団排除に関す
る講演、責任者講
習において暴力団
介入状況等に関す
る情報提供依頼を
随時実施

・暴力団排除に関す
る講演、責任者講
習において暴力団
介入状況等に関す
る情報提供依頼を
随時実施

・暴力団排除に関す
る講演、責任者講
習において暴力団
介入状況等に関す
る情報提供依頼を
随時実施

・暴力団排除に関す
る講演、責任者講
習において暴力団
介入状況等に関す
る情報提供依頼を
随時実施

・暴力団排除に関す
る講演、責任者講
習において暴力団
介入状況等に関す
る情報提供依頼を
随時実施

・暴力団排除に関す
る講演、責任者講
習において暴力団
介入状況等に関す
る情報提供依頼を
随時実施

・暴力団排除に関す
る講演、責任者講
習において暴力団
介入状況等に関す
る情報提供依頼を
随時実施

2018年8月 アクション項目新規追加

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

5 1 1
防災協働社会形成の推進
★

●市町村における推進組織
の設立の支援
●推進大会（あいち防災フェ
スタ）の開催 1回/年
●あいち防災通信の発行 1
回/年

防災安全局
防災部

防災危機管理課

・協働社会の形成に
あたっての取組状
況のヒアリング及び
情報提供
・推進大会の開催 1
回
・情報誌の発行 2回
・防災・減災カレッジ
の実施 1回

・協働社会の形成に
あたっての取組状
況の調査
・推進大会の開催 1
回
・情報誌の発行 2回
・防災・減災カレッジ
の実施 1回

・協働社会の形成に
あたっての取組状
況の調査
・推進大会の開催 1
回
・情報誌の発行 1回
・防災・減災カレッジ
の実施 1回

・協働社会の形成に
あたっての取組状
況の調査
・推進大会の開催 1
回
・情報誌の発行 1回
・防災・減災カレッジ
の実施 1回

・協働社会の形成に
あたっての取組状
況の調査
・推進大会の開催 1
回
・情報誌の発行 1回
・防災・減災カレッジ
の実施 1回

・協働社会の形成に
あたっての取組状
況の調査
・情報誌の発行 1回
・防災・減災カレッジ
の実施 1回

・協働社会の形成に
あたっての取組状
況の調査
・推進大会の開催 1
回
・情報誌の発行 1回
・防災・減災カレッジ
の実施 1回

・協働社会の形成に
あたっての取組状
況の調査
・推進大会の開催 1
回
・情報紙の発行 1回
・防災・減災カレッジ
の実施 1回

・協働社会の形成に
あたっての取組状
況の調査
・推進大会の開催 1
回
・情報紙の発行 1回
・防災・減災カレッジ
の実施 1回

5 1 2 防災・減災カレッジの開催 ★
●防災・減災カレッジの開催
1 回/年

防災安全局
防災部

防災危機管理課
・防災・減災カレッジ
の開催 1回

・防災・減災カレッジ
の開催 1回

・防災・減災カレッジ
の開催 1回

・防災・減災カレッジ
の実施 1回

・防災・減災カレッジ
の実施 1回

・防災・減災カレッジ
の実施 1回

・防災・減災カレッジ
の実施 1回

・防災・減災カレッジ
の実施 1回

・防災・減災カレッジ
の実施 1回

5 1 3
アクションプランの普及・啓
発を通じた各主体の取組の
促進 ★

●一般向け・児童生徒向け
パンフレット等の作成
●地域説明会開催
●イベント等におけるアク
ションプランの普及・啓発

防災安全局
防災部

防災危機管理課

・県政お届け講座の
実施
・防災・減災カレッジ
での普及・啓発
・一般向け・児童生
徒向けパンフレット
等の作成

・県政お届け講座の
実施
・一般向けパンフ
レットの配布
・小学生向け啓発資
料配布
・中学生向け啓発資
料作成

・県政お届け講座の
実施
・一般向けパンフ
レットの配布
・小学生向け啓発資
料配布
・中学生向け啓発資
料配布

・県政お届け講座の
実施
・一般向けパンフ
レットの配布
・小学生向け啓発資
料配布
・中学生向け啓発資
料配布

・県政お届け講座の
実施
・一般向けパンフ
レットの配布
・小学生向け啓発資
料配布
・中学生向け啓発資
料配布

・県政お届け講座の
実施
・一般向けパンフ
レットの配布
・小学生向け啓発資
料配布
・中学生向け啓発資
料配布

・県政お届け講座の
実施
・一般向けパンフ
レットの配布
・小学生向け啓発資
料配布
・中学生向け啓発資
料配布

・県政お届け講座の
実施
・一般向けパンフ
レットの配布
・児童生徒向け啓発
資料配布

・県政お届け講座の
実施
・一般向けパンフ
レットの配布
・児童生徒向け啓発
資料配布

5 1 4 防災学習システムの充実 記載なし
防災安全局

防災部
防災危機管理課

・防災学習システム
の管理運営

・防災学習システム
の管理運営

・防災学習システム
の管理運営

・防災学習システム
の管理運営

・防災学習システム
の管理運営

.・防災学習システム
の管理運営
・防災学習システム
等の改修

.・防災学習システム
の管理運営

.・防災学習システム
の管理運営

.・防災学習システム
の管理運営

5 1 5
地震体験車による啓発の実
施

●体験者 50,000 人程度/年
防災安全局

防災部
防災危機管理課 ・体験者 45,755人 ・体験者54,749人 ・体験者 44,533人 ・体験者 37,690人 ・体験者 39,618人 ・体験者5,967人 ・体験者9,757人 ・体験者 26,465人

・体験者 50,000人
程度

5 1 6 地震防災出前講座の実施
●地震防災出前講座の実施
30回程度/年

防災安全局
防災部

防災危機管理課
・地震防災出前講
座 37回

・地震防災出前講
座 51回

・地震防災出前講
座 24回

・地震防災出前講
座 17回

・家具固定推進員に
よる出前講座の実
施

・家具固定推進員に
よる出前講座の実
施

・家具固定推進員に
よる出前講座の実
施

・家具固定推進員に
よる出前講座の実
施

・家具固定推進員に
よる出前講座の実
施

5 1 7
イベント等における防災啓発
の実施

●イベント等へのブース出展
10回程度/年

防災安全局
防災部

防災危機管理課
・イベント等への
ブース出展 17回

・イベント等への
ブース出展　15回

・イベント等への
ブース出展 18回

・イベント等への
ブース出展 17回

・イベント等への
ブース出展 8回

・イベント等への
ブース出展 6回

・イベント等への
ブース出展 4回程
度

・イベント等への
ブース出展 23回

・イベント等への
ブース出展10回程
度

5 1 8
地震に関する県民意識調査
の実施

●防災（地震）に関する意識
調査の実施（隔年）

防災安全局
防災部

防災危機管理課
・防災に関する意識
調査の実施

（隔年実施）
・防災に関する意識
調査の実施

（隔年実施）
・防災に関する意識
調査の実施

（隔年実施）
・防災に関する意識
調査の実施

（隔年実施）
・防災に関する意識
調査の実施

5 1 9
防災教育用教材・啓発資材
の作成

記載なし
防災安全局

防災部
防災危機管理課

・啓発用パンフレット
の版下修正、印刷
・防災学習システム
の管理運営

・啓発用パンフレット
の印刷
・防災学習システム
の管理運営

・啓発用パネルの作
成
・啓発パンフレットの
内容検討
・防災学習システム
の管理運営

・啓発用パンフレット
の印刷
・防災学習システム
の管理運営

・啓発用パンフレット
の印刷
・防災学習システム
の管理運営

・啓発用パンフレット
の印刷
・防災学習システム
の管理運営
・防災学習システム
等の改修

・啓発用パンフレット
の印刷
・防災学習システム
の管理運営

・啓発用パンフレット
の印刷
・防災学習システム
の管理運営

・啓発用パンフレット
の印刷
・防災学習システム
の管理運営

5 1 10 災害教訓の伝承

●「歴史地震記録に学ぶ防
災・減災ガイド」の更新・配布
●災害教訓の資料収集及び
活用

防災安全局
防災部

防災危機管理課

・「歴史地震記録に
学ぶ防災・減災ガイ
ド」の配布
・災害教訓の資料
収集及び活用

・「歴史地震記録に
学ぶ防災・減災ガイ
ド」の配布
・災害教訓の資料
収集及び活用

・「歴史地震記録に
学ぶ防災・減災ガイ
ド」の配布
・災害教訓の資料
収集及び活用

・「歴史地震記録に
学ぶ防災・減災ガイ
ド」の配布
・災害教訓の資料
収集及び活用

・「歴史地震記録に
学ぶ防災・減災ガイ
ド」の配布
・災害教訓の資料
収集及び活用

・「歴史地震記録に
学ぶ防災・減災ガイ
ド」の配布
・災害教訓の資料
収集及び活用

・「歴史地震記録に
学ぶ防災・減災ガイ
ド」の配布
・災害教訓の資料
収集及び活用

・「歴史地震記録に
学ぶ防災・減災ガイ
ド」の配布
・災害教訓の資料
収集及び活用
・防災・減災カレッジ
における「防災・減
災ツアー（歴史地
震）」の開催

・「歴史地震記録に
学ぶ防災・減災ガイ
ド」の配布
・災害教訓の資料
収集及び活用
・防災・減災カレッジ
において、「防災・減
災ツアー（歴史地
震）」の開催

5 1 10 災害教訓の伝承 記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課

・語り部の派遣、東
日本大震災の教訓
から学ぶ防災イベン
トの開催

（事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了）

5 1 11
高校生防災セミナーの実施
★

●高校生防災リーダーの育
成 60 人/年

教育委員会 保健体育課

・県内の高等学校
15校の生徒58人に
対し研修を実施（防
災リーダーの育成）

・県内の高等学校
15校の生徒59人に
対し研修を実施（防
災リーダーの育成）

・県内の高等学校
15校の生徒57名に
対し研修を実施（防
災リーダーの育成）

・県内の高等学校
15校の生徒58名に
対し研修を実施（防
災リーダーの育成）

・県内の高等学校
15校の生徒59名に
対し研修を実施（防
災リーダーの育成）

・新型コロナによる
中止

・2020年度中止によ
り、1年目校のみで
研修を実施

・県内の高等学校
15校の生徒56名に
対し研修を実施（防
災リーダーの育成）

・防災リーダーの育
成
60人

対策の柱　5
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

5 1 12
学校教育における学校安全
推進体制の構築 ★

●モデル地域の指定 1 市町
村/年
●モデル地域の成果の普
及・啓発

教育委員会 保健体育課

・弥富市をモデル地
区として防災事業を
実施し、2016年2月
に成果発表会を開
催

・愛西市をモデル地
区として防災事業を
実施し、2017年2月
に成果発表会を開
催

・県立学校3校をモ
デル校として防災事
業を実施し、2018年
2月に成果発表会を
開催

・西尾市をモデル地
域として防災事業を
実施し、2019年2月
に成果発表会を開
催

・西尾市をモデル地
域として防災事業を
実施し、2020年2月
に成果発表会を開
催。

・西尾市をモデル地
域として防災事業を
実施
・成果発表会は、新
型コロナによる中止

・西尾市をモデル地
域として防災事業を
実施
・成果発表会は、新
型コロナにより書面
開催

・西尾市をモデル地
域として防災事業を
実施し、2023年2月
に成果発表会を開
催

・モデル地域の指
定、成果の普及啓
発

5 1 13
地震防災教育参考資料の作
成・配布 ★

記載なし 教育委員会 保健体育課
・2016年度に実施す
る防災教育マニュア
ル策定の予算化

・防災教育マニュア
ル作成委員会を年3
回、作業部会を年5
回開催。

・「あいちの防災教
育マニュアル」の製
本、県内教育事務
所及び公立学校へ
の配付

・参考資料の見直し ・参考資料の見直し
・「あいち学校安全
マニュアル」の改訂

・参考資料の活用 ・参考資料の活用 ・参考資料の活用

5 1 14
県立高校における防災人材
育成の推進 ★

●県立高校における環境防
災コースの設置

教育委員会 高等学校教育課
・県立海翔高校に環
境防災コースを設
置済

・県立高校における
防災教育の推進

・県立海翔高校に環
境防災コースを設
置済

・県立海翔高校に環
境防災コースを設
置済

・県立海翔高校に環
境防災コースを設
置済

・県立海翔高校に環
境防災コースを設
置済

・県立海翔高校に環
境防災コースを設
置済

・県立海翔高校に環
境防災コースを設
置済

・県立海翔高校に環
境防災コースを設
置済

5 1 15
私立学校における防災教育
の取組の支援 ★

●私立学校75校における防
災教育の実施

県民文化局
県民生活部

学事振興課
私学振興室

・補助金による支援
を38校において実
施

・補助金による支援
を38校において実
施

・補助金による支援
を45校において実
施

・補助金による支援
を43校において実
施

・補助金による支援
を44校において実
施

・補助金による支援
を39校において実
施

・補助金による支援
を43校において実
施

・補助金による支援
を44校において実
施

・補助金により防災
教育の取組を推進

5 1 16 消防団員の確保 ★
●全市町村と連携した啓発
活動の実施 1 回/年

防災安全局
防災部

消防保安課

・「あいち消防団の
日」ＰＲ活動の実施1
回
・消防団カレッジ・
フェスティバルの開
催1回（2016年2月
11日実施）

・「あいち消防団の
日」ＰＲ活動の実施
１回
・市町村が行う消防
団加入促進の取組
に対する補助制度
の創設、補助の実
施

・「あいち消防団の
日」ＰＲ活動
・女性消防団活性
化推進プログラム
の実施
・市町村が行う消防
団加入促進の取組
に対する補助の実
施

・「あいち消防団の
日」ＰＲ活動
・女性消防団活性
化推進プログラム
の実施
・子どもを対象とし
た啓発活動の実施
・市町村が行う消防
団加入促進の取組
に対する補助の実
施

・「あいち消防団の
日」ＰＲ活動
・女性消防団活性
化推進プログラム
の実施
・子どもを対象とし
た啓発活動の実施
・市町村が行う消防
団加入促進の取組
に対する補助の実
施

・「あいち消防団の
日」ＰＲ活動を実施
・女性消防団活性
化推進プログラム
の実施
・子ども・高校生を
対象とした啓発活動
の実施
・市町村が行う消防
団加入促進の取組
に対する補助を実
施

・「あいち消防団の
日」ＰＲ活動
・女性消防団活性
化推進プログラム
の実施
・子ども・高校生を
対象とした啓発活動
の実施
・市町村が行う消防
団加入促進の取組
に対する補助の実
施

・市町村が行う消防
団加入促進の取組
に対する補助・支援
の実施
・「あいち消防団の
日」ＰＲ活動
・女性消防団活性
化推進プログラム
の実施
・子ども・高校生を
対象とした啓発活動
の実施

・市町村が行う消防
団加入促進の取組
に対する補助・支援
の実施
・「あいち消防団の
日」ＰＲ活動
・女性消防団活性
化推進プログラム
の実施
・子ども・高校生を
対象とした啓発活動
の実施

5 1 17
学生への消防団加入促進活
動の実施　★

●消防団カレッジ・フェスティ
バル（仮称）の開催

防災安全局
防災部

消防保安課

・消防団カレッジ・
フェスティバルの開
催
・県内の各大学にお
いて、学生分団の
結成を支援

・学生や高校生を対
象とした消防団一日
入団体験の実施
・学生消防団活動
認証制度の普及を
図る
・県内の各大学にお
いて、学生分団の
結成を支援

・学生消防団活動
認証制度の普及を
図る
・学生消防団交流シ
ンポジウムの開催
・県内の各大学にお
いて、学生分団の
結成を支援

・学生消防団活動
認証制度の普及を
図る
・学生消防団交流シ
ンポジウムの開催
・県内の各大学にお
いて、学生分団の
結成を支援

・学生消防団活動
認証制度の普及を
図る
・学生消防団交流シ
ンポジウムの開催
・県内の各大学にお
いて、学生分団の
結成を支援（新型コ
ロナウイルスの影
響により未実施）

・学生消防団活動
認証制度の普及を
図る
・消防団活動紹介
事業の実施
・県内の各大学にお
いて、学生分団の
結成を支援は、新
型コロナによる中止

・学生消防団活動
認証制度の普及を
図る
・消防団活動紹介
事業の実施
・県内の各大学にお
いて、学生分団の
結成を支援

・学生消防団活動
認証制度の普及を
図る
・消防団活動紹介
事業の実施
・県内の各大学にお
いて、学生分団の
結成を支援

・学生消防団活動
認証制度の普及を
図る
・消防団活動紹介
事業の実施
・県内の各大学にお
いて、学生分団の
結成を支援

5 1 18
消防団の施設・設備の充実
★

記載なし
防災安全局

防災部
消防保安課

・市町村が行う消防
団の施設・設備の
整備への補助の実
施

・市町村が行う消防
団の施設・設備の
整備への補助の実
施

・市町村が行う消防
団の施設・設備の
整備への補助の実
施

・市町村が行う消防
団の施設・設備の
整備への補助の実
施

・市町村が行う消防
団の施設・設備の
整備への補助の実
施

・市町村が行う消防
団の施設・設備の
整備への補助の実
施

・市町村が行う消防
団の施設・設備の
整備への補助の実
施

・市町村が行う消防
団の施設・設備の
整備への補助の実
施

・市町村が行う消防
団の施設・設備の
整備への補助の実
施

5 1 19
消防団と地域コミュニティ等
の連携の促進 ★

●「大規模災害時における
消防団の活動マニュアル」の
策定 全市町村
●消防連合フェアの開催

防災安全局
防災部

消防保安課

、「大規模災害時に
おける消防団の活
動マニュアル」の策
定支援（54市町村
中35市町村策定済
み）

・「大規模災害時に
おける消防団の活
動マニュアル」の策
定支援（54市町村
中40市町村策定済
み）

・「大規模災害時に
おける消防団の活
動マニュアル」の策
定支援（54市町村
中43市町村策定済
み）

・「大規模災害時に
おける消防団の活
動マニュアル」の策
定支援（54市町村
中45市町村策定済
み）

・「大規模災害時に
おける消防団の活
動マニュアル」の策
定支援（54市町村
中45市町村策定済
み）
・消防連合フェアの
開催

・「大規模災害時に
おける消防団の活
動マニュアル」の策
定支援（54市町村
中46市町村策定済
み）

・「大規模災害時に
おける消防団の活
動マニュアル」の策
定支援（54市町村
中46市町村策定済
み）

・「大規模災害時に
おける消防団の活
動マニュアル」の策
定支援（54市町村
中46市町村策定済
み）

・「大規模災害時に
おける消防団の活
動マニュアル」の策
定支援

5 1 20
地域ぐるみの消防団支援の
促進 ★

●消防団協力事業所制度の
実施 全市町村

防災安全局
防災部

消防保安課

・消防団優遇制度
導入のための調査
及び検討
・消防団協力事業
所制度の実施24市
町村

・県内広域で消防団
員を優遇する制度
の導入
・消防団協力事業
所制度の実施 24市
町村

・県内広域で消防団
員を優遇する制度
の導入
・消防団協力事業
所制度の実施 28市
町村

・県内広域で消防団
員を優遇する制度
を実施
・消防団協力事業
所制度の実施 30市
町村

・県内広域で消防団
員を優遇する制度
を実施
・消防団協力事業
所制度の実施 33市
町村

・県内広域で消防団
員を優遇する制度
を実施
・消防団協力事業
所制度の実施 34市
町村

・県内広域で消防団
員を優遇する制度
を実施
・消防団協力事業
所制度の実施 36市
町村

・県内広域で消防団
員を優遇する制度
を実施
・消防団協力事業
所制度の実施 36市
町村

・県内広域で消防団
員を優遇する制度
を実施

5 1 21
消防団員の参集状況を把握
するシステムの構築

記載なし
防災安全局

防災部
消防保安課

・各市町村へのシス
テムの紹介及び取
りまとめ

・各市町村へのシス
テムの紹介及び取
りまとめ

・各市町村へのシス
テムの紹介及び取
りまとめ

・各市町村へのシス
テムの紹介及び取
りまとめ

・各市町村へのシス
テムの紹介及び取
りまとめ

・各市町村へのシス
テムの紹介及び取
りまとめ

・各市町村へのシス
テムの紹介及び取
りまとめ

・各市町村へのシス
テムの紹介及び取
りまとめ

・各市町村へのシス
テムの紹介及び取
りまとめ
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

5 1 22 少年消防クラブ員の育成 ★

●消防学校1 日体験入校者
数 1,500 人程度/年
●防火作品応募数 10,000
点/年

防災安全局
防災部

消防保安課

・消防学校1 日体験
入校者数 1,380人
・防火作品応募数
20,771点

・消防学校1 日体験
入校者数 1,339人
・防火作品応募数
20,370点

・消防学校1 日体験
入校者数 1,257人
・防火作品応募数
22,673点

・消防学校1 日体験
入校者数 1,216人
・防火作品応募数
19,503点

・消防学校1 日体験
入校者数 1,194人
・防火作品応募数
19,332点

・新型コロナによる
中止

・消防学校1 日体験
入校　新型コロナに
よる中止
・防火作品応募数
12,787点

・消防学校1 日体験
入校者数 372人
・防火作品応募数
13,121点

・少年消防クラブ活
動運営事業を通じ
た防火意識の向上

5 1 23
職員の地域防災活動状況の
調査

記載なし
防災安全局

防災部
消防保安課

・あいち消防団の日
ＰＲ活動（2016年1月
20日実施）

・職員の消防団加
入状況を調査

・職員の消防団加
入状況を調査

・職員の消防団加
入状況を調査

・職員の消防団加
入状況を調査

・職員の消防団加
入状況を調査

・職員の消防団加
入状況を調査

・職員の消防団加
入状況を調査

・職員の消防団加
入状況を調査

5 1 24 防災教育啓発の充実 ★ 記載なし
防災安全局

防災部
防災危機管理課

・市町村の教育啓
発に関する取組や
資材の確認方法に
ついて検討

・市町村の教育啓
発に関する取組や
資材の確認方法に
ついて検討

・市町村の教育啓
発に関する取組や
資材の確認

・市町村の教育啓
発に関する取組や
資材の確認 1回

・市町村の教育啓
発に関する取組や
資材の確認 1回

・市町村の教育啓
発に関する取組や
資材の確認 1回

・市町村の教育啓
発に関する取組や
資材の確認 1回

・市町村の教育啓
発に関する取組や
資材の確認 1回

・市町村の教育啓
発に関する取組や
資材の確認 1回

5 1 25
全庁的な防災教育啓発事業
の共有

●防災教育啓発担当者会議
の開催　１回以上/年

防災安全局
防災部

防災危機管理課

・県庁内における防
災教育啓発事業に
関する調査方法に
ついて検討
・防災教育啓発担
当者会議の開催に
ついて検討

・県庁内における防
災教育啓発事業に
関する調査方法に
ついて検討

・県庁内における防
災教育啓発事業に
関する検討・調査

・県庁内における防
災教育啓発事業に
関する調査

・防災教育啓発担
当者会議の開催
　1回

・防災教育啓発担
当者会議の開催
　1回

・防災教育啓発担
当者会議の開催
　1回

・防災教育啓発担
当者会議の開催　1
回

・防災教育啓発担
当者会議の開催　1
回以上

5 1 26
防災まちづくりの啓発活動の
推進

●研修会の実施 1回程度/
年

防災安全局
防災部

防災危機管理課
・新規採用職員の
防災・減災カレッジ
の受講

・新規採用職員の
防災・減災カレッジ
の受講

・新規採用職員の
防災・減災カレッジ
の受講

5 1 26
防災まちづくりの啓発活動の
推進

●県政お届け講座や講演
会、研修会などの啓発活動
の実施 5回程度/年

建築局
公共建築部

住宅計画課
・県政お届け講座、
講演会、研修会等
を計5回実施

・県政お届け講座、
講演会、研修会等
を計5回実施

・県政お届け講座、
講演会、研修会等
を計5回実施

・講演会、研修会等
を計5回実施

・講演会、研修会等
を計7回実施

・県政お届け講座(3
回)、研修会等（4回)
を計7回実施

・県政お届け講座(2
回)、研修会等（6回)
を計8回実施

・県政お届け講座(2
回)、研修会等（6回)
を計8回実施

・県政お届け講座や
講演会、研修会など
の啓発活動を5回程
度実施

5 1 27
防災人材のネットワーク化の
推進

●防災人材交流シンポジウ
ムの開催 1 回以上/年

防災安全局
防災部

防災危機管理課
・防災人材交流セミ
ナーの開催 1回

・防災人材交流セミ
ナー実行委員会の
開催 1回

・防災人材交流シン
ポジウムの開催 1
回

・防災人材交流シン
ポジウムの開催 1
回

・防災人材交流シン
ポジウムの開催 1
回

・防災人材交流シン
ポジウムの開催 1
回

・防災人材交流シン
ポジウムの開催 1
回

・防災人材交流シン
ポジウムの開催 1
回

・防災人材交流シン
ポジウムの開催 1
回程度

5 1 28
地域の防災リーダーの育成・
資質の維持

●防災・減災カレッジ 地域防
災コース受講者数 年間90人

防災安全局
防災部

防災危機管理課

・防災・減災カレッジ
の実施 1回
・防災人材交流セミ
ナーの開催 1回

・防災・減災カレッジ
の実施 1回
・防災人材交流セミ
ナー実行委員会の
開催 1回

・防災・減災カレッジ
の実施 1回
・防災人材交流シン
ポジウムの開催 1
回

・防災・減災カレッジ
の実施 1回
・防災人材交流シン
ポジウムの開催 1
回

・防災・減災カレッジ
の実施 1回
・防災人材交流シン
ポジウムの開催 1
回

・防災・減災カレッジ
の実施 1回
・防災人材交流シン
ポジウムの開催 1
回

・防災・減災カレッジ
の実施 1回
・防災人材交流シン
ポジウムの開催 1
回

・防災・減災カレッジ
の実施 1回
・防災人材交流シン
ポジウムの開催 1
回

・防災・減災カレッジ
の実施 1回
・防災人材交流シン
ポジウムの開催 1
回程度

5 1 29
自主防災組織の活動の活性
化 ★

●優良な自主防災組織の表
彰 1 回/年
●自主防災組織リーダー研
修の実施及び支援１回以上/
年

防災安全局
防災部

防災危機管理課
災害対策課

・優良な自主防災組
織の表彰 1回
・自主防災組織リー
ダー研修の実施及
び支援 1回
・地震防災出前講
座 37回
・啓発用パンフレット
の版下修正、印刷
・イベント等への
ブース出展 17回

・優良な自主防災組
織の表彰 1回
・自主防災組織リー
ダー研修の実施及
び支援 1回
・南海トラフ地震等
対策事業費補助金
による補助
・地震防災出前講
座 51回
・啓発用パンフレット
の版下修正、印刷
・イベント等への
ブース出展　15回

・優良な自主防災組
織の表彰 1回
・自主防災組織リー
ダー研修の実施及
び支援 1回
・南海トラフ地震等
対策事業費補助金
による補助
・地震防災出前講
座 24回程度
・啓発パンフレットの
内容検討
・イベント等への
ブース出展 18回

・優良な自主防災組
織の表彰 1回
・自主防災組織リー
ダー研修の実施及
び支援 1回
・南海トラフ地震等
対策事業費補助金
の交付
・地震防災出前講
座 17回
・啓発用パンフレット
の印刷
・イベント等への
ブース出展 17回

・優良な自主防災組
織の表彰 1回
・南海トラフ地震等
対策事業費補助金
の交付
・啓発用パンフレット
の印刷
・イベント等への
ブース出展 8回

・優良な自主防災組
織の表彰 1回
・南海トラフ地震等
対策事業費補助金
の交付
・啓発用パンフレット
の印刷
・イベント等への
ブース出展 6回

・優良な自主防災組
織の表彰 1回

・啓発用パンフレット
の印刷

・イベント等への
ブース出展 4回

・優良な自主防災組
織の表彰 1回
・啓発用パンフレット
の印刷
・イベント等への
ブース出展 　23回

・優良な自主防災組
織の表彰 1回
・自主防災組織リー
ダー研修の実施及
び支援 1回程度
・南海トラフ地震等
対策事業費補助金
の交付
・啓発用パンフレット
の印刷
・イベント等への
ブース出展 20回程
度

5 1 30
防災ボランティアコーディ
ネーターのフォローアップ

●防災ボランティアコーディ
ネーターの講座受講者数
500人程度/年

防災安全局
防災部

防災危機管理課

・フォローアップ講座
及びレベルアップ講
座の修了者数 381
人

・フォローアップ講座
及びレベルアップ講
座の修了者数 411
人

・フォローアップ講座
及びレベルアップ講
座の修了者数 380
人

・フォローアップ講座
及びレベルアップ講
座の修了者数 368
人

・実践講座、レベル
アップ講座及び情
報交換会の実施
521人

・防災ボランティア
コーディネーター講
座受講者数 361人

・防災ボランティア
コーディネーター講
座受講者数 618人

・防災ボランティア
コーディネーター講
座受講者数 310人

・防災ボランティア
コーディネーター講
座受講者数 約500
人

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

5 1 31
防災ボランティア団体・ＮＰＯ
との連携による人材育成等
の推進

●連絡会の開催 4 回程度/
年
●広域ボランティア支援本部
設営訓練の実施１回以上/
年
●地域別災害ボランティア連
携強化に関する情報交換会
の実施１回以上/年

防災安全局
防災部

防災危機管理課

・連絡会の開催 3回
・広域ボランティア
支援本部設営訓練
の実施 1回
・地域別災害ボラン
ティア連携強化に関
する情報交換会の
実施方法を検討

・連絡会の開催 3回
・広域ボランティア
支援本部設営訓練
の実施 1回
・地域別災害ボラン
ティア連携強化に関
する情報交換会の
実施方法を検討

・連絡会の開催 3回
・広域ボランティア
支援本部設営訓練
の実施 1回
・地域別災害ボラン
ティア連携強化に関
する情報交換会の
実施

・連絡会の開催 3回
・広域ボランティア
支援本部運営訓練
の実施 1回
・地域別災害ボラン
ティア連携強化に関
する情報交換会の
実施

・連絡会の開催 3回
・広域ボランティア
支援本部運営訓練
の実施 1回
・地域別災害ボラン
ティア連携強化に関
する情報交換会の
実施

・連絡会の開催 2回
・広域ボランティア
支援本部運営訓練
の実施 1回

・連絡会の開催 3回
・連絡会の開催 4回
・広域ボランティア
支援本部運営訓練
の実施 1回

・連絡会の開催 4回
程度
・広域ボランティア
支援本部運営訓練
の実施 1回程度

5 1 32
防災ボランティアの意識啓発
のためのイベントの開催

●ボランティアフォーラム等
の開催 1 回以上/年

防災安全局
防災部

防災危機管理課
・防災とボランティア
週間講演会の開催
1回

・防災とボランティア
週間講演会の開催
1回

・ボランティアフォー
ラム等の開催 1回

・ボランティアフォー
ラム等の開催 1回

実績無し 実績無し 実績無し 実績無し
・ボランティアフォー
ラム等の開催 1回
程度

5 1 33
災害時ボランティア活動支援
体制の整備

記載なし
防災安全局

防災部
防災危機管理課

・近隣県との連携体
制の整備について
検討
・ボランティア登録
制度の検討

・近隣県との連携体
制の整備について
検討
・ボランティア登録
制度の検討

・広域ボランティア
支援本部の機能強
化について検討
・ボランティア登録
制度の検討

・防災のための愛知
県ボランティア連絡
会における検討
・ボランティア登録
制度の検討

・防災のための愛知
県ボランティア連絡
会における検討
・ボランティア登録
制度の検討

・防災のための愛知
県ボランティア連絡
会における検討
・ボランティア登録
制度の検討

・防災のための愛知
県ボランティア連絡
会における検討
・ボランティア登録
制度の運用

・防災のための愛知
県ボランティア連絡
会における検討
・ボランティア登録
制度の運用

・防災のための愛知
県ボランティア連絡
会における検討
・ボランティア登録
制度の運用

5 1 34
産学官連携による防災人材
の育成 ★

記載なし
防災安全局

防災部
防災危機管理課

・名古屋大学減災
連携研究センターと
の共同研究

・名古屋大学減災
連携研究センターと
の共同研究

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる人材育成事業
の実施

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる人材育成事業
の実施

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる人材育成事業
の実施

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる人材育成事業
の実施

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる人材育成事業
の実施

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる人材育成事業
の実施

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる人材育成事業
の実施

5 1 34
産官学連携による防災人材
の育成 ★

記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課

・東日本大震災の
災害対応から学ぶ
研修会を開催

（事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了） （事業完了）

5 1 35
愛知県庁BCP に関する職員
研修の充実

●愛知県庁BCP に関する職
員研修の実施（毎年度）

防災安全局
防災部

防災危機管理課
・職員研修の実施
9回

・職員研修の実施
9回

・職員研修の実施
9回

・職員研修の実施
9回

・職員研修の実施 9
回

・書面研修の実施
・職員研修の実施 3
回

・職員研修の実施 3
回

・職員研修の実施 6
回

5 1 36
県庁の新規採用職員の防災
意識の向上

記載なし
防災安全局

防災部
防災危機管理課

・新規採用職員の
防災・減災カレッジ
の受講

・新規採用職員の
防災・減災カレッジ
の受講

・新規採用職員の
防災・減災カレッジ
の受講

・新規採用職員の
防災・減災カレッジ
の受講

・新規採用職員の
防災・減災カレッジ
の受講

・新規採用職員の
防災・減災カレッジ
の受講

・新規採用職員の
防災・減災カレッジ
の受講

・新規採用職員の
防災・減災カレッジ
の受講

・新規採用職員の
防災・減災カレッジ
の受講

5 1 37
県職員への防災人材育成プ
ログラムの実施

●防災人材育成プログラム
の体系化
●新任次長級・課長級研修
に専門家による防災講話を
導入
●専門家による防災に関す
る研修の実施
●新規採用職員の防災・減
災カレッジの受講

防災安全局
防災部

防災危機管理課
災害対策課

・新任次長級・課長
級研修に外部講師
による防災講話を
定例的導入につい
て検討
・既に行っている防
災に関する研修を
外部講師により実
施
・新規採用職員の
防災・減災カレッジ
の受講

・新任次長級・課長
級研修に外部講師
による防災講話を
定例的導入につい
て検討
・新規採用職員の
防災・減災カレッジ
の受講
・新採研修において
災害対応について
講演（2回）

・新任次長級・課長
級研修に外部講師
による防災講話を
定例的に導入
・新規採用職員の
防災・減災カレッジ
の受講
・新採研修において
災害対応について
グループワーク（2
回）

・新任次長級・課長
級研修に外部講師
による防災講話を
定例的に導入
・新規採用職員の
防災・減災カレッジ
の受講
・新採研修において
災害対応について
講演（2回）

・新任部長級・課長
級研修に外部講師
による防災講話を
定例的に導入
・新規採用職員の
防災・減災カレッジ
の受講
・新採研修において
災害対応について
講演（2回）

・新任部長級・課長
級研修に外部講師
による防災講話を
定例的に導入
・新規採用職員の
防災・減災カレッジ
の受講
・新採研修において
災害対応について
講演（2回）

・新任部長級・課長
級研修に外部講師
による防災講話を
定例的に導入
・新規採用職員の
防災・減災カレッジ
の受講
・e－ラーニングによ
り、研修実施

・新任部長級・課長
級研修に外部講師
による防災講話を
定例的に導入
・新規採用職員の
防災・減災カレッジ
の受講
・県の防災関係職
員の防災・減災カ
レッジの受講
・e－ラーニングによ
り、研修実施

・新任部長級・課長
級研修に外部講師
による防災講話を
定例的に導入
・新規採用職員の
防災・減災カレッジ
の受講
・県の防災関係職
員の防災・減災カ
レッジの受講

5 1 38
県の防災部門職員に対する
防災専門研修・派遣研修の
実施

●派遣研修 2 回以上/年
防災安全局

防災部
災害対策課

・国が実施する災害
対策研修の受講（2
回）

・国が実施する災害
対策研修の受講（2
回）

・国が実施する災害
対策研修の受講（2
回）

・国等が実施する災
害対策研修の受講
（3回）

・国等が実施する災
害対策研修の受講
（2回）

・国等が実施する災
害対策研修の受講
（2回）

・県の防災部門職
員専門の研修を受
講（0回）

・県の防災部門職
員専門の研修を受
講（2回）

・県の防災部門職
員専門の研修を受
講

5 1 39
市町村の防災部門職員に対
する防災専門研修の実施

●防災部門研修の実施 2 回
程度/年

防災安全局
防災部

災害対策課

・訓練カリキュラム
等の開発
・防災部門研修の
実施 2回

・防災部門研修の
実施 2回

・人材育成研修の
実施　13回
（「あいち・なごや強
靱化共創センター」
共催）

・人材育成研修の
実施（16回）
（「あいち・名古屋強
靭化共創センター」
共催）
・防災部門研修の
実施

・人材育成研修の
実施（12回）
（「あいち・名古屋強
靭化共創センター」
共催）
・防災部門研修の
実施

・人材育成研修の
実施
（「あいち・名古屋強
靭化共創センター」
共催）
・防災部門研修の
実施

・人材育成研修の
実施（7回）
（「あいち・名古屋強
靭化共創センター」
共催）
・新型コロナ感染症
の観点から対面及
びオンライン形式で
研修を実施した。

・人材育成研修の
実施（7回）
（「あいち・名古屋強
靱化共創センター」
共催）

・人材育成研修の
実施（4回）
（「あいち・名古屋強
靱化共創センター」
共催）
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

5 1 40
国、県、市町村、防災関係機
関、県民の連携による地震
想定の防災訓練の実施 ★

●総合防災訓練の実施 1回
/年
●シェイクアウト訓練の実施
1 回/年
●地域住民や自主防災組織
等の参加による地震想定の
防災訓練を毎年度実施する
市町村 全市町村

防災安全局
防災部

災害対策課

・シェイクアウト訓練
の実施 1 回
・防災訓練実施市
町村 全市町村中47
市町村

・総合防災訓練の
実施 1回
・シェイクアウト訓練
の実施 1 回
・防災訓練実施市
町村 全市町村中54
市町村

・総合防災訓練の
実施 1回
・シェイクアウト訓練
の実施 1 回
・防災訓練実施市
町村 全市町村中54
市町村

・総合防災訓練の
実施 1回
・シェイクアウト訓練
の実施 1回
・防災訓練実施市
町村　全市町村

・総合防災訓練の
実施 1回
・シェイクアウト訓練
の実施 1回
・防災訓練実施市
町村　全市町村

・シェイクアウト訓練
の実施１回
・県総合防災訓練
は、新型コロナによ
る中止
・防災訓練実施市
町村42市町村（新
型コロナにより一部
市町村で中止）

・シェイクアウト訓練
の実施１回
・県総合防災訓練
は、新型コロナによ
る中止
・防災訓練実施市
町村41市町村（新
型コロナにより一部
市町村で中止）

・シェイクアウト訓練
の実施１回
・県総合防災訓練に
ついては、12月に豊
川市と合同で実施
・防災訓練実施市
町村51市町村（新
型コロナにより一部
市町村で中止）

・シェイクアウト訓練
の実施１回
・総合防災訓練の
実施 1回
・地域住民や自主
防災組織等の参加
による地震想定の
防災訓練を全市町
村で実施

5 1 41
県域を越えた近隣県との連
携による広域的な訓練の実
施

●訓練の実施 1 回/年
防災安全局

防災部
災害対策課

・中部9県3市におけ
る情報伝達訓練等

・中部9県3市におけ
る情報伝達訓練等

・訓練の実施　1回 訓練の実施　1回
・訓練の実施１回
（台風で中止）

・実施1回
（令和2年7月豪雨に
係る対応等に代替）

・実施1回
（2021年7月大雨に
係る対応に代替）

・訓練の実施 1回程
度（台風第15号に係
る対応に代替）

・訓練の実施 1回程
度

5 1 42
災害対応能力強化のための
実践的な防災訓練の実施

●訓練の実施 4 回程度/年
防災安全局

防災部
災害対策課

・訓練カリキュラム
等の開発

実践的かつ様々な
方法を取り入れた
図上訓練を実施（4
回）

・実践的かつ様々な
方法を取り入れた
図上訓練を実施（4
回）

実践的かつ様々な
方法を取り入れた
図上訓練を実施（4
回）

・実践的かつ様々な
方法を取り入れた
図上訓練を実施（１
回）

・訓練の実施　１回
・図上訓練の実施１
回程度

・図上訓練の実施１
回程度

・図上訓練の実施１
回程度

5 1 43
消防職員・消防団員の教育
内容の充実強化 ★

記載なし
防災安全局

防災部
消防保安課

・消防学校の教育
訓練基準に基づい
た教育訓練の実施

・消防学校の教育
訓練基準に基づい
た教育訓練の実施

・消防学校の教育
訓練基準に基づい
た教育訓練の実施

・消防学校の教育
訓練基準に基づい
た教育訓練の実施

・消防学校の教育
訓練基準に基づい
た教育訓練の実施

・消防学校の教育
訓練基準に基づい
た教育訓練の実施

・消防学校の教育
訓練基準に基づい
た教育訓練の実施

・消防学校の教育
訓練基準に基づい
た教育訓練の実施

・消防学校の教育
訓練基準に基づい
た教育訓練の実施

5 1 44
緊急地震速報受信システム
の設置及び活用訓練の実施

記載なし 教育委員会 保健体育課

・特別支援学校6校
にシステムを設置、
シェイクアウト訓練
及び避難誘導訓練
を実施

・特別支援学校7校
にシステムを設置、
シェイクアウト訓練
及び避難誘導訓練
を実施

・活用訓練の実施
・県立学校2校にシ
ステムを設置、活用
訓練を実施

・県立学校1校にシ
ステムを設置し、15
校のシステムを更
新。
・活用訓練を実施

・県立学校１校にシ
ステムを設置し、6
校のシステムを更
新
・活用訓練を実施

・県立学校７校のシ
ステムを更新
・活用訓練を実施

・県立学校1校にシ
ステムの設置
・活用訓練の実施

・県立学校1校にシ
ステムの設置
・県立学校3校のシ
ステムを更新
・活用訓練の実施

5 1 44
緊急地震速報受信システム
の設置及び活用訓練の実施

記載なし 教育委員会 特別支援教育課 - - -

防災マニュアルに基
づき、緊急地震速
報受信システムの
活用を含めた訓練
の計画・実施の状
況を確認し、指導助
言を実施
・指導・支援学校数
18校

防災マニュアルに基
づき、緊急地震速
報受信システムの
活用を含めた訓練
の計画・実施の状
況を確認し、指導助
言を実施
・指導・支援学校数
17校

・防災マニュアルに
基づき、緊急地震
速報受信システム
の活用を含めた訓
練の計画・実施の
状況を確認し、指導
助言を実施
・指導・支援学校数
18校

・防災マニュアル
が、学校や地域の
実情に応じて適切
に作成されているか
チェックし、指導助
言を実施
・指導・支援学校数
18校

・防災マニュアル
が、学校や地域の
実情に応じて適切
に作成されているか
チェックし、指導助
言を実施
・指導・支援学校数
18校

・学校訪問による指
導・状況確認　18校
程度

5 1 45
活断層に関する情報提供の
実施

記載なし
防災安全局

防災部
防災危機管理課

・「愛知県内活断層
図」の作成

・愛知県内活断層
ポータルサイトによ
る情報提供

愛知県内活断層
ポータルサイトによ
る情報提供

愛知県内活断層
ポータルサイトによ
る情報提供

愛知県内活断層
ポータルサイトによ
る情報提供

愛知県内活断層
ポータルサイトによ
る情報提供

愛知県内活断層
ポータルサイトによ
る情報提供

5 2 1
ゼロメートル地帯のための広
域的な防災拠点の確保 ★

●ゼロメートル地帯の広域
的な防災活動拠点の確保に
係る調査
●ゼロメートル地帯の広域
的な防災活動拠点の整備

防災安全局
防災部

防災危機管理課
防災拠点推進室

・ゼロメートル地帯
の広域的防災拠点
の確保に係る調査

・ゼロメートル地帯
の広域的な防災拠
点の確保に係る調
査
・ゼロメートル地帯
の広域的な防災拠
点の整備計画の策
定

・ゼロメートル地帯
の広域的な防災拠
点（旧永和荘跡地）
に係る実施設計等

・ゼロメートル地帯
の広域的な防災拠
点（旧永和荘跡地）
に係る整備工事等

・ゼロメートル地帯
の広域的な防災拠
点（旧永和荘跡地）
に係る整備工事等

・ゼロメートル地帯
の広域的な防災拠
点（旧永和荘跡地・
西尾市行用町）に係
る整備工事等

・ゼロメートル地帯
の広域的な防災拠
点（旧永和荘跡地・
西尾市行用町）に係
る整備工事等

・ゼロメートル地帯
の広域的な防災拠
点（旧永和荘跡地・
西尾市行用町）に係
る整備工事等

・ゼロメートル地帯
の広域的な防災拠
点（海南こどもの
国・西尾市行用町・
国道23号豊川橋料
金所跡地）に係る整
備工事等

5 2 2
防災活動拠点の見直し、確
保 ★

●災害時の受援体制に関す
る計画の整備
●受援体制構築のために必
要な資機材等を整備

防災安全局
防災部

防災危機管理課
防災拠点推進室

・
災害対策課

・「南海トラフ地震に
おける愛知県広域
受援計画」策定
・受援計画策定に係
る緊急輸送ルート
等の調査

・関係業者との打ち
合わせ

・航空機用燃料タン
クの設計を実施

・「南海トラフ地震に
おける愛知県広域
受援計画」の改定

・航空機用燃料備
蓄体制の整備に向
けた調整
・後方支援を担う新
たな防災拠点の整
備に向けた検討の
実施

・航空機用燃料備
蓄体制の整備に向
けた調整
・後方支援を担う新
たな防災拠点の整
備に向けた検討の
実施
・「南海トラフ地震に
おける愛知県広域
受援計画」の改定

・愛知県の「基幹的
な防災拠点」の早期
整備に向け、建物
基本構想及び公園
基本設計等を策定
するとともに、ＰＦＩ導
入に向けた調査を
進める。
・名古屋飛行場にお
ける災害用航空機
燃料の備蓄

・愛知県基幹的広
域防災拠点の整備
促進
・名古屋飛行場にお
ける災害用航空機
燃料の備蓄

・愛知県基幹的広
域防災拠点の整備
促進
・名古屋飛行場にお
ける災害用航空機
燃料の備蓄

5 2 3
基幹的広域防災拠点の整備
の促進 ★

記載なし
防災安全局

防災部
防災危機管理課
防災拠点推進室

・基幹的防災拠点に
係る要望等を実施

・基幹的防災拠点に
係る要望等を実施

・基幹的広域防災
活動拠点に係る整
備促進

・基幹的広域防災
活動拠点に係る整
備促進

・基幹的広域防災
活動拠点に係る整
備促進

・基幹的広域防災
活動拠点に係る整
備促進

・基幹的広域防災
活動拠点に係る整
備促進

・基幹的広域防災
活動拠点に係る整
備促進

・基幹的広域防災
活動拠点に係る整
備促進（国への要
請等）

2017年3月 アクション項目新規追加
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

5 2 4
愛知県基幹的広域防災拠点
の整備 ★

記載なし
防災安全局

防災部
防災危機管理課
防災拠点推進室

・現地測量の実施
・建物基本構想や
公園基本設計の策
定
・都市計画決定や
用地測量の準備

・用地買収の実施
・造成・調整池工事
等

・用地買収の実施
・造成・調整池工事
等

5 2 5 消防学校の機能の拡充 記載なし
防災安全局

防災部
消防保安課 ・課題の検討

・教育訓練を充実す
るために必要な施
設機能の調査検討

・消防学校の整備
計画の策定

・「消防学校整備計
画」（2017年度策
定）を踏まえ、基本
設計を実施

・老朽化した設備の
更新・修繕のための
実施設計を実施

・施設修繕を実施
・消防学校の教育
機能の拡充の強化

・消防学校の教育
機能の拡充の強化

・消防学校の教育
機能の拡充の強化

5 2 6
防災教育センターの充実強
化

●啓発演習の実施　15回程
度/年（2018年度～）
※2018年8月改訂時に目標等
を追加

防災安全局
防災部

防災危機管理課
・防災教育センター
の整備方法の検討

・防災教育センター
の改修

・啓発演習の実施 ・啓発演習の実施 ・啓発演習の実施 ・実績無し ・実績無し ・啓発演習の実施 ・啓発演習の実施

5 2 7
孤立集落等におけるヘリス
ポットの確保

●ヘリスポットの整備が必要
な孤立可能性集落の把握 2
回程度

防災安全局
防災部

災害対策課

・孤立可能性集落
の把握なし（国の調
査にあわせて2023
年度までに2回実施
予定）
・孤立可能性集落で
のヘリスポット整備
に係る助成

・孤立可能性集落
の把握なし（国の調
査にあわせて2023
年度までに2回実施
予定）
・孤立可能性集落で
のヘリスポット整備
に係る助成※要望
なし

・孤立可能性集落
の把握なし
・孤立可能性集落で
のヘリスポット整備
に係る助成※要望
なし

・孤立可能性集落
の把握なし
・孤立可能性集落で
のヘリスポット整備
に係る助成※要望
なし

・孤立可能性集落
の把握
・孤立可能性集落で
のヘリスポット整備
に係る助成　※要
望なし

・孤立可能性集落
の把握
・孤立可能性集落で
のヘリスポット整備
に係る助成　1村

・孤立可能性集落
の把握
・孤立可能性集落で
のヘリスポット整備
に係る助成

・孤立可能性集落
の把握
・孤立可能性集落で
のヘリスポット整備
に係る助成
※要望なし

・孤立可能性集落
の把握
・孤立可能性集落で
のヘリスポット整備
に係る助成

5 2 8 可搬式応急ポンプの更新 ●100台
農林基盤局

農地部
農地整備課

・可搬式応急ポンプ
の更新　12台

・可搬式応急ポンプ
の更新　10台

・可搬式応急ポンプ
の更新　8台

・可搬式応急ポンプ
の更新　10台

・可搬式応急ポンプ
の更新　10台

・可搬式応急ポンプ
の更新　10台

・可搬式応急ポンプ
の更新　13台

・可搬式ポンプの更
新　17台

・可搬式ポンプの更
新　13台

5 2 9
避難路に利用できる林道の
整備の推進

●25.6km
農林基盤局

林務部
森林保全課 ・林道開設2.5km ・林道開設2.4km ・林道開設2.2km ・林道開設2.1km ・林道開設2.3km ・林道開設1.8km ・林道開設3.0km ・林道開設2.8km ・林道開設1.3km

5 2 10
広域避難場所等となる公園
緑地整備の推進

●広域避難場所等となる県
営都市公園（大高緑地、小
幡緑地、牧野ヶ池緑地、尾張
広域緑道、東三河ふるさと公
園、愛・地球博記念公園、
油ヶ淵水辺公園の7公園）の
供用面積の拡大 93ha

都市・交通局
都市基盤部

公園緑地課

・広域避難場所等と
なる県営都市公園
の供用面積の拡大
0.1ha

・広域避難場所等と
なる県営都市公園
の供用面積の拡大
6.1ha

・広域避難場所等と
なる県営都市公園
の供用面積の拡大
2.0ha

・広域避難場所等と
なる県営都市公園
の供用面積の拡大
10.0ha

・広域避難場所等と
なる県営都市公園
の供用面積の拡大
0.2ha

・広域避難場所等と
なる県営都市公園
の供用面積の拡大
13.2ha

・広域避難場所等と
なる県営都市公園
の供用面積の拡大
0.7ha

・広域避難場所等と
なる県営都市公園
の供用面積の拡大
6.8ha

・広域避難場所等と
なる県営都市公園
の供用面積の拡大
1.0ha

5 2 11 防災協力農地の取組の支援 記載なし
農業水産局

農政部
農業振興課

・市街化区域を有す
る県内市域におけ
る、防災協力農地
の取組状況調査を
実施

・市街化区域を有す
る県内市域におけ
る、防災協力農地
の取組状況調査を
実施

・新型コロナによる
中止

・都市農業振興基
本法に基づく地方
計画の策定状況に
関する調査を実施

・都市農業振興基
本法に基づく地方
計画の策定状況に
関する調査を実施

・市町村の都市農
業の振興に関する
地方計画の策定状
況の把握

5 3 1
次世代型災害情報システム
の構築 ★

記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課

・最新知見の情報
収集

・各機関が開発を検
討している各種シス
テムの情報収集

・近隣各県で運用し
ている防災情報シ
ステムの情報収集

・近隣各県で運用し
ている防災情報シ
ステムの情報収集

・他県システムとの
連携検討

・他県システムとの
連携検討

・他県システムとの
連携検討

・他県連携を視野に
した広域GIS機能を
備えた、次期防災
情報システムの運
用を開始

・システム、サーバ
等の運用

5 3 2
震度情報ネットワークシステ
ムの充実

●県庁サーバ等設備の更新
防災安全局

防災部
災害対策課

・県庁サーバ等設備
の更新
・システムの運用

・システムの運用 ・システムの運用 ・システムの運用 ・システムの運用
・システムの運用
・サーバ等の更新

・システム、サーバ
等の運用

・システム、サーバ
等の運用

・システム、サーバ
等の運用

5 3 3 防災情報システムの運用
●市町村職員等への研修の
実施 1 回以上/年

防災安全局
防災部

災害対策課
・市町村職員を対象
とした操作研修を実
施

市町村職員等への
研修の実施　1回

・市町村職員等へ
の研修の実施　1回

・市町村職員等へ
の研修の実施　1回

・市町村職員等へ
の研修実施１回以
上

・市町村職員等へ
の研修実施 1回

・市町村職員等へ
の研修実施 1回

・市町村職員等へ
の研修実施1回

・市町村職員等へ
の研修実施1回

5 3 4
ヘリコプターテレビ電送シス
テムの更新

●新地上設備運用開始
防災安全局

防災部
災害対策課 （未実施）

・ヘリコプターテレビ
電送システム地上
設備の更新

（事業完了）
・適切な維持管理及
び運用

・適切な維持管理及
び運用の継続

・適切な維持管理及
び運用の継続

・適切な維持管理及
び運用の継続

・適切な維持管理及
び運用の継続

・適切な維持管理及
び運用の継続

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加

2018年8月 アクション項目新規追加
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

5 3 5
全国瞬時警報システム（Jア
ラート）の運用

記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課

・J アラート（全国瞬
時警報システム）の
運用

・J アラート（全国瞬
時警報システム）の
運用

・J アラート（全国瞬
時警報システム）の
運用

・Ｊアラート（全国瞬
時警報システム）の
運用
・Ｊアラート（全国瞬
時警報システム）受
信設備の更新

・J アラート（全国瞬
時警報システム）の
運用

・J アラート（全国瞬
時警報システム）の
運用

・J アラート（全国瞬
時警報システム）の
運用

・J アラート（全国瞬
時警報システム）の
運用

・J アラート（全国瞬
時警報システム）の
運用

5 3 6
高度情報通信ネットワークの
運営・更新

記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課

・高度情報通信ネッ
トワークの運営

・高度情報通信ネッ
トワークの運営
・防災局内で次世代
高度情報通信ネット
ワーク検討会を開
催

・高度情報通信ネッ
トワークの運営

・高度情報通信ネッ
トワークの運営

・高度情報通信ネッ
トワークの運営
・一部機器の更新

・高度情報通信ネッ
トワークの運営
・システム更新の検
討

・高度情報通信ネッ
トワークの運営
・システム更新の検
討

・高度情報通信ネッ
トワークの運営
・システム更新の検
討

・高度情報通信ネッ
トワークの運営
・システム更新の検
討

5 3 7
地域衛星通信ネットワークに
よる衛星通信網の確保

記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課

・地域衛星通信ネッ
トワークによる衛星
通信網を確保

・地域衛星通信ネッ
トワークによる衛星
通信網を確保

・地域衛星通信ネッ
トワークによる衛星
通信網を確保

・地域衛星通信ネッ
トワークによる衛星
通信網を確保

・地域衛星通信ネッ
トワークによる衛星
通信網を確保

・地域衛星通信ネッ
トワークによる衛星
通信網を確保

・地域衛星通信ネッ
トワークによる衛星
通信網を確保

・地域衛星通信ネッ
トワークによる衛星
通信網を確保

・地域衛星通信ネッ
トワークによる衛星
通信網を確保

5 3 8
耐震衛星通信施設・設備の
運営

記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課

・耐震衛星通信施
設の運営

・耐震衛星通信施
設の運営

・耐震衛星通信施
設の運営

・耐震衛星通信施
設の運営

・耐震衛星通信施
設の運営

・耐震衛星通信施
設の運営

・耐震衛星通信施
設の運営

・耐震衛星通信施
設の運営

・耐震衛星通信施
設の運営

5 3 9
方面本部等の通信手段の多
重化

●各種通信手段を使用した
運用訓練の実施（毎年度）

防災安全局
防災部

災害対策課

・各種通信手段を使
用した運用訓練を
実施
・情報収集・伝達手
段の維持管理

・各種通信手段を使
用した運用訓練を
実施
・情報収集・伝達手
段の維持管理

・各種通信手段を使
用した運用訓練の
実施
・情報収集・伝達手
段の維持管理

・各種通信手段を使
用した運用訓練の
実施
・情報収集・伝達手
段の維持管理
・通信手段確保の
検討

・各種通信手段を使
用した運用訓練の
実施
・情報収集・伝達手
段の維持管理
・通信手段確保の
検討

・各種通信手段を使
用した運用訓練の
実施
・情報収集・伝達手
段の維持管理
・通信手段確保の
検討

・各種通信手段を使
用した運用訓練の
実施
・情報収集・伝達手
段の維持管理
・通信手段確保の
検討

・各種通信手段を使
用した運用訓練の
実施
・情報収集・伝達手
段の維持管理

・各種通信手段を使
用した運用訓練の
実施
・情報収集・伝達手
段の維持管理

5 3 10
無線中継所の非常用電源設
備の強化

記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課 （未実施）

・対象19施設の現
状把握及び他県の
状況について調査
を実施

・無線中継所の非
常用電源設備の72
時間化へ向けた検
討

・無線中継所の非
常用電源設備の72
時間化へ向けた検
討

・無線中継所の非
常用電源設備の72
時間化へ向けた検
討

・無線中継所の非
常用電源設備の72
時間化へ向けた検
討

・無線中継所の非
常用電源設備の72
時間化へ向けた検
討

・無線中継所の非
常用電源設備の72
時間化へ向けた検
討

・無線中継所の非
常用電源設備の72
時間化へ向けた検
討

5 3 11
多様なメディアを活用した情
報伝達体制の構築 ★

●L アラート（災害情報共有
システム）の導入

防災安全局
防災部

災害対策課

・Ｌアラート（防災情
報共有システム）の
運用開始（2015年4
月から）

・Ｌアラート研修及び
全国訓練への参加
各１回

・Ｌアラート研修及び
全国訓練への参加
各１回

・Ｌアラート研修及び
全国訓練への参加
各１回

・Ｌアラート全国訓練
への参加　１回

・Lアラート全国訓練
への参加　1回

・Lアラート（災害情
報共有システム）の
適正運用

・Lアラート（災害情
報共有システム）の
適正運用

・Lアラート（災害情
報共有システム）の
適正運用

5 3 12
市町村の災害対応業務を支
援する「市町村防災支援シス
テム」の導入の促進

●「市町村防災支援システ
ム」を導入する市町村の割合
100%（54市町村）

防災安全局
防災部

災害対策課

・未導入市町村へ
の説明会の開催及
び個別相談への対
応

・未導入市町村へ
の説明会の開催及
び個別相談への対
応
・市町村防災支援シ
ステム導入への助
成

・未導入市町村へ
の説明会の開催及
び個別相談への対
応
・市町村防災支援シ
ステム導入への助
成

・未導入市町村へ
の説明会の開催及
び個別相談への対
応
・市町村防災支援シ
ステム導入への助
成

・未導入市町村へ
の説明会の開催及
び個別相談への対
応
・市町村防災支援シ
ステム導入への助
成

（事業完了）

5 3 13
公衆無線LANの活用等によ
る災害時の情報伝達手段の
確保

記載なし
総務局
総務部

情報政策課

・無料公衆無線LAN
の整備促進、周知
・周知啓発用リーフ
レットの配布

・無料公衆無線LAN
の整備促進、周知
・周知啓発用リーフ
レットの配布

・無料公衆無線LAN
の整備促進、周知

・無料公衆無線LAN
の整備促進、周知

・無料公衆無線LAN
の整備促進、周知

・無料公衆無線LAN
の整備促進、周知

2018年8月 アクション項目新規追加

2018年8月 アクション項目新規追加
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

5 3 13
公衆無線LANの活用等によ
る災害時の情報伝達手段の
確保

記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課

・防災局HPの災害
関連情報ページに
無線アクセスポイン
ト（Aichi Free Wi-
Fi）、大規模災害時
における公衆無線
LAN
（00000JAPAN））情
報を掲載し、災害時
のネットワーク確保
について事前周知

・防災安全局HPの
災害関連情報ペー
ジに無線アクセスポ
イント（Aichi Free
Wi-Fi）、大規模災害
時における公衆無
線LAN
（00000JAPAN））情
報を掲載し、災害時
のネットワーク確保
について事前周知

・防災安全局HPの
災害関連情報ペー
ジに無線アクセスポ
イント（Aichi Free
Wi-Fi）、大規模災害
時における公衆無
線LAN
（00000JAPAN））情
報を掲載し、災害時
のネットワーク確保
について事前周知

・防災安全局HPの
災害関連情報ペー
ジに無線アクセスポ
イント（Aichi Free
Wi-Fi）、大規模災害
時における公衆無
線LAN
（00000JAPAN））情
報を掲載し、災害時
のネットワーク確保
について事前周知

・防災安全局HPの
災害関連情報ペー
ジに無線アクセスポ
イント（Aichi Free
Wi-Fi）、大規模災害
時における公衆無
線LAN
（00000JAPAN））情
報を掲載し、災害時
のネットワーク確保
について事前周知

・連絡会及び協議会
の開催
・防災安全局HPの
災害関連情報ペー
ジに無線アクセスポ
イント（Aichi Free
Wi-Fi）、大規模災害
時における公衆無
線LAN
（00000JAPAN））情
報を掲載し、災害時
のネットワーク確保
について事前周知

5 3 14
災害対策用ドローン（小型無
人機）の活用

記載なし
農林基盤局

林務部
森林保全課

・災害対策用ドロー
ンの活用 6台（2018
年度・2019年度購
入済）

・災害対策用ドロー
ンの活用　6台
（2018年度・2019年
度購入済み）

・災害対策用ドロー
ンの活用　6台
（2018年度・2019年
度購入済み）

5 3 14
災害対策用ドローン（小型無
人機）の活用

記載なし
建設局
土木部

建設企画課
・国や他自治体の
動向を調査

・導入検討調査 ・システム仕様検討

5 4 1
南海トラフ地震の関係都府
県市との連携の推進

●防災・危機管理に関する
連絡会及び協議会への参加
1 回以上/年

防災安全局
防災部

災害対策課 ・連絡会へ2回参加
・連絡会及び協議会
への参加　各1回

・連絡会へ2回参加 ・連絡会へ2回参加 ・連絡会へ2回参加 ・連絡会へ2回参加
・連絡会へ2回参加
（書面）

連絡会に参加（1回）
連絡会及び協議会
に参加

5 4 2
大学・研究機関と連携した防
災体制の強化 ★

●大学・研究機関との共同
研究
●対策検討のための基礎
データの継続的な収集・分析

防災安全局
防災部

防災危機管理課

・大学・研究機関と
の共同研究
・対策検討のための
基礎データの継続
的な収集・分析

大学・研究機関との
共同研究
・対策検討のための
基礎データの継続
的な収集・分析

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる調査・研究

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる調査・研究

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる調査・研究

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる調査・研究

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる調査・研究

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる調査・研究

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる調査・研究

5 4 3 広域的な応援体制の充実 記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課

・災害時広域連携シ
ンポジウムの開催
（2015年12月16日）
・連絡会議の開催

・連絡会議への参
加　3回

・協定に基づく応援
の実施決定や、応
援職員による罹災
証明書の作成業務
等の訓練を実施　1
回

・協定に基づく応援
の実施決定や、応
援職員による罹災
証明書の作成業務
等の訓練を実施　1
回

・協定に基づく応援
の実施決定や、応
援職員による罹災
証明書の作成業務
等の訓練を実施　1
回

・協定に基づく応援
の実施決定や、応
援職員による住家
の被害認定業務等
の訓練を実施　　1
回

・協定に基づく応援
の実施決定や、応
援職員による住家
の被害認定業務等
の訓練を実施　　1
回

協定に基づく応援
の実施決定や、応
援職員による住家
の被害認定業務等
の訓練を実施　1回

・連絡会議の開催
・被災自治体を支援
する訓練の実施

5 4 4 災害応急体制の見直し ★ 記載なし
防災安全局

防災部
災害対策課

・本部運用訓練を3
回実施

・本部運用訓練を2
回実施

・訓練を実施　1回 ・訓練を実施　1回 ・訓練を実施　１回 ・訓練を実施１回 ・訓練の実施1回 訓練を実施1回
訓練の実施1回程
度

5 4 5
防災部門機能の充実・強化
★

記載なし
防災安全局

防災部
防災危機管理課

・愛知県地震対策
有識者懇談会の開
催、愛知県防災局
アドバイザーの任
命、名大との共同研
究の実施

・愛知県防災対策
有識者懇談会の開
催、愛知県防災局
アドバイザーの任
命、名大との共同研
究の実施
・産学官連携による
地域の強靱化に係
る組織の設置に向
けた検討

・あいち・なごや強
靱化共創センター
の設置

・あいち・なごや強
靱化共創センター
の運営

・あいち・なごや強
靱化共創センター
の運営

・あいち・なごや強
靱化共創センター
の運営

・あいち・なごや強
靱化共創センター
の運営

・あいち・なごや強
靱化共創センター
の運営

・あいち・なごや強
靱化共創センター
の運営

5 4 6
外国人に対する災害支援体
制の整備 ★

●愛知県災害多言語支援セ
ンター設置運営訓練の実施
1回/年
●災害時外国人支援者向け
講座等の実施 毎年度

県民文化局
県民生活部

社会活動推進課
多文化共生推進室

・愛知県災害多言
語支援センター設
置訓練の実施 1回
・国際交流協会の
語学ボランティアに
対する防災研修へ
の参加助成 7名
・多言語情報翻訳シ
ステムの機能強化

・愛知県災害多言
語支援センター設
置訓練の実施 2回
･災害時外国人支援
活動講座の開催 2
回
・多言語情報翻訳シ
ステムの普及

・愛知県災害多言
語支援センター設
置訓練の実施　1回
･災害時外国人支援
活動講座の開催　3
回
・ボランティア研修
の開催　2回

・愛知県災害多言
語支援センター設
置訓練の実施　1回
･災害時外国人支援
活動講座の開催　2
回

・愛知県災害多言
語支援センター設
置訓練の実施　1回
･災害時外国人支援
活動講座の開催　3
回
・多文化防災ネット
ワーク会議の開催
1回

・愛知県災害多言
語支援センター設
置訓練の実施　1回
・災害時外国人支
援活動講座の開催
2回

・愛知県災害多言
語支援センター設
置訓練の実施　1回
・災害時外国人支
援活動講座の開催
2回

・愛知県災害多言
語支援センター設
置訓練の実施　1回
･災害時外国人支援
活動講座の開催　2
回

・愛知県災害多言
語支援センター設
置訓練の実施　1回
･災害時外国人支援
活動講座の開催　2
回
・外国人県民向け防
災リーフレットの作
成

5 4 7
愛知県防災対策有識者懇談
会の開催

記載なし
防災安全局

防災部
防災危機管理課

・愛知県地震対策
有識者懇談会の開
催　2回

・愛知県地震対策
有識者懇談会の開
催　3回

・愛知県防災対策
有識者懇談会の開
催 3回

・愛知県防災対策
有識者懇談会の開
催 1回

・愛知県防災対策
有識者懇談会の開
催 2回

・愛知県防災対策
有識者懇談会の開
催 2回

・愛知県防災対策
有識者懇談会の開
催 1回

・愛知県防災対策
有識者懇談会の開
催 1回

・愛知県防災対策
有識者懇談会の開
催 3回

2018年8月 アクション項目新規追加

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加
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2018年度 2019年度 2021年度 2022年度 2023年度

実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施予定

第３次あいち地震対策アクションプランの実施予定・実施内容

2023年度までの目標等
2020年度

柱
2015年度 2017年度

ターゲット 番号
アクション項目

（★は重点アクション項目）

2016年度
課 室担当局

5 4 8
愛知県地域継続マネジメント
の推進体制の構築 ★

記載なし
防災安全局

防災部
防災危機管理課

・南海トラフ地震対
策中部圏戦略会議
に参画

・南海トラフ地震対
策中部圏戦略会議
に参画

・推進体制構築に向
けた検討

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる調査・研究

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる調査・研究

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる調査・研究

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる調査・研究

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる調査・研究

・あいち・なごや強
靱化共創センターに
よる調査・研究

5 4 9
地震防災対策緊急整備事業
計画及び地震防災緊急事業
五箇年計画の見直し

●計画内容の点検・修正（毎
年度）

防災安全局
防災部

防災危機管理課
災害対策課

・計画（地震財特
法）策定及び五箇年
計画延長要望

・計画（地震財特
法）変更及び五箇年
計画策定

・計画（地震財特
法）変更及び五箇年
計画変更

・計画（地震財特
法）変更及び五箇年
計画変更

・計画（地震財特
法）変更及び五箇年
計画変更

・計画（地震財特
法）作成及び五箇年
計画変更

・計画（地震財特
法）変更及び五箇年
計画変更

・計画（地震財特
法）変更及び五箇年
計画変更

・計画（地震財特
法）変更及び五箇年
計画変更

5 4 10 震度観測・調査の実施
●震度観測データの分析・
報告（毎年度）

防災安全局
防災部

防災危機管理課
・震度観測調査の
実施

・震度観測調査の
実施

・震度観測調査の
実施

・震度観測調査の
実施

・震度観測調査の
実施

・震度観測調査の
実施

・震度観測調査の
実施

・震度観測調査の
実施

・震度観測調査の
実施

5 4 11
アクションプランのフォロー
アップ

●庁内フォローアップWG に
おける検討・愛知県防災対
策有識者懇談会における検
証（毎年度）

防災安全局
防災部

防災危機管理課

・愛知県地震対策
有識者懇談会及び
愛知県地震対策会
議幹事会の開催
（フォローアップ方法
の決定）

・愛知県防災対策
有識者懇談会及び
愛知県地震対策会
議の開催（ｱｸｼｮﾝﾌﾟ
ﾗﾝの見直し（熊本地
震関係））

・愛知県防災対策
有識者懇談会の開
催（ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝの見
直し検討）

・愛知県防災対策
有識者懇談会及び
愛知県地震対策会
議の開催（ｱｸｼｮﾝﾌﾟ
ﾗﾝの見直し）

・愛知県防災対策
有識者懇談会の開
催

・愛知県防災対策
有識者懇談会の開
催

・愛知県防災対策
有識者懇談会の開
催（ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝの見
直し）

・愛知県防災対策
有識者懇談会の開
催

・愛知県防災対策
有識者懇談会の開
催

5 4 12
愛知県地震防災推進条例の
見直し

記載なし
防災安全局

防災部
防災危機管理課 （未実施）

・国での検討を踏ま
え見直し予定

・愛知県地震防災
推進条例の見直し
の検討

・愛知県地震防災
推進条例の見直し
の検討（情報収集）

・愛知県地震防災
推進条例の見直し
の検討（情報収集）

・愛知県地震防災
推進条例の見直し
の検討（情報収集）

・愛知県地震防災
推進条例の見直し

・愛知県地震防災
推進条例の見直し
の検討（情報収集
等）

・愛知県地震防災
推進条例の見直し
の検討（情報収集
等）

5 4 13
訪日外国人旅行者向け安全
確保策の周知

記載なし
観光コンベン

ション局
国際観光

コンベンション課

・国が作成したガイ
ドラインの周知
・愛知県公式観光
ウェブサイト「Aichi
Noｗ」や中部国際空
港観光案内所での
情報発信

・緊急時の通訳サー
ビスとして愛知県多
言語コールセンター
の活用
・災害時の情報収
集支援を一つの目
的としたアプリ
「AICHI Free Wi-Fi
Connect」の開発
・愛知県公式観光
ウェブサイト「Aichi
Noｗ」や中部国際空
港観光案内所での
情報発信

・緊急時の通訳サー
ビスとして愛知県多
言語コールセンター
の活用
・災害時の情報収
集支援を一つの目
的としたアプリ
「AICHI Free Wi-Fi
Connect」の活用
・愛知県公式観光
ウェブサイト「Aichi
Noｗ」や中部国際空
港観光案内所での
情報発信

・緊急時の通訳サー
ビスとして愛知県多
言語コールセンター
の活用
・災害時の情報収
集支援を一つの目
的としたアプリ
「AICHI Free Wi-Fi
Connect」の活用
・愛知県公式観光
ウェブサイト「Aichi
Noｗ」や中部国際空
港観光案内所での
情報発信

・緊急時の通訳サー
ビスとして愛知県多
言語コールセンター
の活用
・愛知県公式観光
ウェブサイト「Aichi
Noｗ」や中部国際空
港観光案内所での
情報発信

・緊急時の通訳サー
ビスとして愛知県多
言語コールセンター
の活用
・愛知県公式観光
ウェブサイト「Aichi
Noｗ」や中部国際空
港観光案内所での
情報発信

5 4 14
障害の特性に応じた災害情
報の提供体制の整備

記載なし
福祉局
福祉部

障害福祉課

・専門部会等におけ
る検討
・当事者団体等との
意見交換

・専門部会等におけ
る検討
・当事者団体等との
意見交換

・専門部会等におけ
る検討
・当事者団体等との
意見交換

・専門部会等におけ
る検討
・当事者団体等との
意見交換
・市町村調査の実
施・公表

・専門部会等におけ
る検討
・当事者団体等との
意見交換
・市町村調査の実
施・公表

・専門部会等におけ
る検討
・当事者団体等との
意見交換
・市町村調査の実
施・公表

5 4 15
災害時におけるNPO等との
協力体制の整備及び活動情
報の共有場所の確保

記載なし
防災安全局

防災部
防災危機管理課

・広域ボランティア
支援本部の運営の
見直し

・防災のための愛知
県ボランティア連絡
会における検討
・ボランティア登録
制度の検討

・防災のための愛知
県ボランティア連絡
会における検討
・ボランティア登録
制度の検討

・防災のための愛知
県ボランティア連絡
会における検討
・広域ボランティア
支援本部の運営の
見直し
・会議の開催（1回）

・防災のための愛知
県ボランティア連絡
会における検討
・広域ボランティア
支援本部の運営の
見直し
・会議の開催（2回）

・防災のための愛知
県ボランティア連絡
会における検討
・広域ボランティア
支援本部の運営の
見直し
・会議の開催（1回）

5 4 15
災害時におけるNPO等との
協力体制の整備及び活動情
報の共有場所の確保

記載なし
福祉局
福祉部

地域福祉課

・愛知県災害福祉
広域支援推進協議
会の開催
(2023年3月書面開
催)

・愛知県災害福祉
広域支援推進協議
会の開催

5 4 16
男女共同参画の視点を取り
入れた災害支援体制の整備

記載なし 県民文化局 男女共同参画推進課
男女共同参画推進
課と防災安全局で
今後の対応を協議

・男女共同参画推
進課と防災安全局
で情報の共有及び
今後の対応を協議

・連携体制の検討
・男女共同参画セン
ター（ウィルあいち）
における啓発の実
施

2018年8月 アクション項目新規追加

2021年9月 アクション改訂に伴う新規追加

2018年8月 アクション項目新規追加

2018年8月 アクション項目新規追加

2018年8月 アクション項目新規追加
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